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１　指定に関する事務処理関係
○�介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（令和５年12月19日 厚
生労働省告示第331号） �  2

△�介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式について（令和５年12月
19日 老健局高齢者支援課／認知症施策・地域介護推進課／老人保健課）�
�  103
△�介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式について（令和６年３月
25日 老健局高齢者支援課／認知症施策・地域介護推進課／老人保健課） �
�  211
△�事業所の吸収分割等に伴う事務の簡素化について（令和２年８月３日 老健局総務課認
知症施策推進室／高齢者支援課／振興課／老人保健課） �  212
２　設置運営標準指導指針等
●�有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（平成14年７月18日 老発第0718003号） 
�  215

●�有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について（平成30年３月30日 老高発0330第
３号） �  249
●�有料老人ホーム情報提供制度実施要領について（平成30年３月30日 老高発0330第４号） 
�  250
●�有料老人ホームの一覧表の作成・公表及びサービス付き高齢者向け住宅に対する住所地
特例に係る事務の周知について（平成27年２月26日 老介発0226第２号・老高発0226第
２号・国住心第188号） �  252
３　前払金等関係
○�厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置（平成18年３月31日 
厚生労働省告示第266号） �  256

△�有料老人ホームにおける家賃等の前払金の算定の基礎及び返還債務の金額の算定方法の
明示について（平成24年３月16日 老健局高齢者支援課）�  258

Ⅳ　指定基準関係告示・通知等
Web 指定基準編　Webコンテンツ
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　介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）の規定に基づき，厚生労働大臣が定める様式を次のよう
に定め，令和６年４月１日から適用する。

　次の表の上〔左〕欄に掲げる規定に基づき厚生労働大臣が定める様式は，同表の中欄に掲げる区分に応じ，
それぞれ同表の下〔右〕欄に掲げる様式とする。

〔指定訪問介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 114 条
第５項

介護保険法施行規則第 114 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 114 条第２項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定訪問入浴介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 115 条
第５項

介護保険法施行規則第 115 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 115 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定訪問看護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 116 条
第５項

介護保険法施行規則第 116 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 116 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定訪問リハビリテーション事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 117 条
第５項

介護保険法施行規則第 117 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 117 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定居宅療養管理指導事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 118 条
第５項

介護保険法施行規則第 118 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 118 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定通所介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 119 条
第５項

介護保険法施行規則第 119 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 119 条第２項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定通所リハビリテーション事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 120 条
第５項

介護保険法施行規則第 120 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 120 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定短期入所生活介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 121 条
第６項

介護保険法施行規則第 121 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 121 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定短期入所療養介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 122 条
第５項

介護保険法施行規則第 122 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 122 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定特定施設入居者生活介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 123 条
第５項

介護保険法施行規則第 123 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 123 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 124 条
第５項

介護保険法施行規則第 124 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）

介護保険法施行規則第 124 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定特定福祉用具販売事業者に係る指定の申請等〕

介護保険法施行規則の規定に基づき 
厚生労働大臣が定める様式

（令和５年12月19日 厚生労働省告示第331号）
（今回改正；令和６年3月15日 厚生労働省告示第86号）
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介護保険法施行規則第 125 条
第５項

介護保険法施行規則第 125 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 125 条第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定特定施設入居者生活介護の利用定員の増加の申請〕
介護保険法施行規則第 126 条
の 13 第２項

介護保険法施行規則第 126 条の 13 第１項の申請書 別紙様式第一号（三）

〔指定居宅サービス事業者の特例に係る病院等の別段の申出・病院若しくは診療所又は薬局〕
介護保険法施行規則第 129 条
第２項

介護保険法施行規則第 129 条第１項の申出書 別紙様式第一号（四）

〔指定居宅サービス事業者の特例に係る病院等の別段の申出・介護老人保健施設又は介護医療院〕
介護保険法施行規則第 130 条
第２項

介護保険法施行規則第 130 条第１項の申出書 別紙様式第一号（四）

〔共生型居宅サービス事業者の特例に係る別段の申出〕
介護保険法施行規則第 130 条
の５第２項

介護保険法施行規則第 130 条の５第１項の申出書 別紙様式第一号（一）

〔指定居宅サービス事業者の名称等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 131 条
第５項

介護保険法施行規則第 131 条第１項の届出 別紙様式第一号（五）
介護保険法施行規則第 131 条第３項の届出 別紙様式第一号（六）
介護保険法施行規則第 131 条第４項の届出 別紙様式第一号（七）

〔指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の２の２第４項

介護保険法施行規則第 131 条の２の２第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の２の２第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定夜間対応型訪問介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の３第４項

介護保険法施行規則第 131 条の３第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の３第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定地域密着型通所介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の３の２第６項

介護保険法施行規則第 131 条の３の２第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の３の２第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の４第５項

介護保険法施行規則第 131 条の４第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の４第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定小規模多機能型居宅介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の５第５項

介護保険法施行規則第 131 条の５第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の５第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の６第５項

介護保険法施行規則第 131 条の６第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の６第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の７第４項

介護保険法施行規則第 131 条の７第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の７第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の８第４項

介護保険法施行規則第 131 条の８第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の８第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定複合型サービス事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 131 条
の８の２第４項

介護保険法施行規則第 131 条の８の２第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 131 条の８の２第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔共生型地域密着型サービス事業者の特例に係る別段の申出〕
介護保険法施行規則第 131 条
の 11 の９第２項

介護保険法施行規則第 131 条の 11 の９第１項の申出書 別紙様式第二号（一）

〔事業の廃止又は休止（共生型地域密着型サービス事業者）〕
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介護保険法施行規則第 131 条の
11 の 10 第２項本文

介護保険法施行規則第 131 条の 11 の 10 第１項の届出 別紙様式第二号（三）

〔指定地域密着型サービス事業者の名称等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 131 条の
13 第５項

介護保険法施行規則第 131 条の 13 第１項の届出 別紙様式第二号（四）
介護保険法施行規則第 131 条の 13 第３項の届出 別紙様式第二号（五）
介護保険法施行規則第 131 条の 13 第４項の届出 別紙様式第二号（三）

〔地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の辞退等〕
介護保険法施行規則第 131 条の
13 の２第２項

介護保険法施行規則第 131 条の 13 の２第１項の届出 別紙様式第二号（六）

〔公募指定に係る応募等・定期巡回・随時対応型訪問介護看護〕
介護保険法施行規則第 131 条の
16 第２項

介護保険法施行規則第 131 条の 16 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）

〔公募指定に係る応募等・小規模多機能型居宅介護〕
介護保険法施行規則第 131 条の
17 第２項

介護保険法施行規則第 131 条の 17 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）

〔公募指定に係る応募等・複合型サービス〕
介護保険法施行規則第 131 条の
18 第２項

介護保険法施行規則第 131 条の 18 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）

〔指定居宅介護支援事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 132 条第
４項

介護保険法施行規則第 132 条第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 132 条第２項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定居宅介護支援事業者の名称等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 133 条第
４項

介護保険法施行規則第 133 条第１項の届出 別紙様式第二号（四）
介護保険法施行規則第 133 条第２項の届出 別紙様式第二号（五）
介護保険法施行規則第 133 条第３項の届出 別紙様式第二号（三）

〔指定介護老人福祉施設に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 134 条第
４項

介護保険法施行規則第 134 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 134 条第２項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護老人福祉施設の開設者の住所の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 135 条第
３項

介護保険法施行規則第 135 条第１項の届出 別紙様式第一号（五）
介護保険法施行規則第 135 条第２項の届出 別紙様式第一号（八）

〔介護老人保健施設の開設許可の申請等〕
介護保険法施行規則第 136 条第
８項

介護保険法施行規則第 136 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 136 条第３項の申請書 別紙様式第一号（九）
介護保険法施行規則第 136 条第４項の申請書 別紙様式第一号（二）
介護保険法施行規則第 136 条第６項の申請書 別紙様式第一号（十）
介護保険法施行規則第 136 条第７項の申請書 別紙様式第一号（十一）

〔介護老人保健施設の開設者の住所等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 137 条第
４項

介護保険法施行規則第 137 条第１項の届出 別紙様式第一号（五）
介護保険法施行規則第 137 条第２項の届出 別紙様式第一号（六）
介護保険法施行規則第 137 条第３項の届出 別紙様式第一号（七）

〔介護医療院の開設許可の申請等〕
介護保険法施行規則第 138 条第
８項

介護保険法施行規則第 138 条第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 138 条第３項の申請書 別紙様式第一号（九）
介護保険法施行規則第 138 条第４項の申請書 別紙様式第一号（二）
介護保険法施行規則第 138 条第６項の申請書 別紙様式第一号（十）
介護保険法施行規則第 138 条第７項の申請書 別紙様式第一号（十一）
〔介護医療院の開設者の住所等の変更の届出等〕

介護保険法施行規則第 140 条の
２の２第４項

介護保険法施行規則第 140 条の２の２第１項の届出 別紙様式第一号（五）
介護保険法施行規則第 140 条の２の２第２項の届出 別紙様式第一号（六）
介護保険法施行規則第 140 条の２の２第３項の届出 別紙様式第一号（七）

〔指定介護予防訪問入浴介護事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
４第５項

介護保険法施行規則第 140 条の４第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の４第３項の申請書 別紙様式第一号（二）
〔指定介護予防訪問看護事業者に係る指定の申請〕
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介護保険法施行規則第 140 条の
５第５項

介護保険法施行規則第 140 条の５第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の５第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防訪問リハビリテーション事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
６第５項

介護保険法施行規則第 140 条の６第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の６第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防居宅療養管理指導事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
７第５項

介護保険法施行規則第 140 条の７第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の７第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防通所リハビリテーション事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
９第５項

介護保険法施行規則第 140 条の９第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の９第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防短期入所生活介護事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
10 第６項

介護保険法施行規則第 140 条の 10 第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 10 第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防短期入所療養介護事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
11 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 11 第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 11 第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
12 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 12 第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 12 第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定介護予防福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
13 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 13 第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 13 第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔指定特定介護予防福祉用具販売事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
14 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 14 第１項の申請書 別紙様式第一号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 14 第３項の申請書 別紙様式第一号（二）

〔共生型介護予防サービス事業者の特例に係る別段の申出〕
介護保険法施行規則第 140 条の
17 の６第２項

介護保険法施行規則第 140 条の 17 の６第１項の申出書 別紙様式第一号（一）
	

〔指定介護予防サービス事業者の特例に係る病院等の別段の申出・病院若しくは診療所又は薬局〕
介護保険法施行規則第 140 条の
20 第２項

介護保険法施行規則第 140 条の 20 第１項の申出書 別紙様式第一号（四）

〔指定介護予防サービス事業者の特例に係る病院等の別段の申出・介護老人保健施設又は介護医療院〕
介護保険法施行規則第 140 条の
21 第２項

介護保険法施行規則第 140 条の 21 第１項の申出書 別紙様式第一号（四）

〔介護予防サービス事業者の名称等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
22 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 22 第１項の届出 別紙様式第一号（五）
介護保険法施行規則第 140 条の 22 第３項の届出 別紙様式第一号（六）
介護保険法施行規則第 140 条の 22 第４項の届出 別紙様式第一号（七）

〔指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
24 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 24 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 24 第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
25 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 25 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 25 第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定の申請等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
26 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 26 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 26 第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔共生型地域密着型介護予防サービス事業者の特例に係る別段の申出〕
介護保険法施行規則第 140 条の
28 の２第２項

介護保険法施行規則第 140 条の 28 の２第１項の申出書 別紙様式第二号（一）

〔事業の廃止又は休止（共生型地域密着型介護予防サービス事業者）〕
介護保険法施行規則第 140 条の
28 の３第２項本文

介護保険法施行規則第 140 条の 28 の３第１項の届出 別紙様式第二号（三）

〔指定地域密着型介護予防サービス事業者の名称等の変更の届出等〕
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介護保険法施行規則第 140 条の
30 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 30 第１項の届出 別紙様式第二号（四）
介護保険法施行規則第 140 条の 30 第３項の届出 別紙様式第二号（五）
介護保険法施行規則第 140 条の 30 第４項の届出 別紙様式第二号（三）

〔指定介護予防支援事業者に係る指定の申請〕
介護保険法施行規則第 140 条の
32 第５項

介護保険法施行規則第 140 条の 32 第１項の申請書 別紙様式第二号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 32 第３項の申請書 別紙様式第二号（二）

〔指定介護予防支援の委託の届出〕
介護保険法施行規則第 140 条の
35 第４項

介護保険法施行規則第 140 条の 35 第１項の届出 別紙様式第二号（七）
介護保険法施行規則第 140 条の 35 第２項の届出 別紙様式第二号（七）

〔指定介護予防支援事業者の名称等の変更の届出等〕
介護保険法施行規則第 140 条の
37 第４項

介護保険法施行規則第 140 条の 37 第１項の届出 別紙様式第二号（四）
介護保険法施行規則第 140 条の 37 第２項の届出 別紙様式第二号（五）
介護保険法施行規則第 140 条の 37 第３項の届出 別紙様式第二号（三）
〔第一号事業実施者の名称等の変更の届け出等〕

介護保険法施行規則第 140 条の
62 の３第３項

介護保険法施行規則第 140 条の 62 の３第２項第四号の届出 別紙様式第三号（一）
介護保険法施行規則第 140 条の 62 の３第２項第五号の届出 別紙様式第三号（二）
介護保険法施行規則第 140 条の 62 の３第２項第六号の届出 別紙様式第三号（三）
〔指定事業者に係る指定の申請等（第一号事業）〕

介護保険法施行規則第 140 条の
63 の５第４項

介護保険法施行規則第 140 条の 63 の５第１項の申請書 別紙様式第三号（四）
介護保険法施行規則第 140 条の 63 の５第２項の申請書 別紙様式第三号（五）

〔「厚生労働大臣が定める様式」は次のとおり（様式は下記の順番で掲載）〕
No. 分類 様式番号 様式・付表名 掲載頁
１ 居宅施設 様式第一号（一） 指定（許可）申請書 8
２ 様式第一号（二） 指定（許可）更新申請書 10
３ 様式第一号（三） 指定特定施設入居者生活介護指定変更申請書 11
４ 様式第一号（四） 指定を不要とする旨の届出書 13
５ 様式第一号（五） 変更届出書 14
６ 様式第一号（六） 再開届出書 15
７ 様式第一号（七） 廃止・休止届出書 16
８ 様式第一号（八） 指定辞退届出書 17
９ 様式第一号（九） 介護老人保健施設・介護医療院  開設許可事項変更申請書 18
１０ 様式第一号（十） 介護老人保健施設・介護医療院  管理者承認申請書 19
１１ 様式第一号（十一） 介護老人保健施設・介護医療院  広告事項許可申請書 20
１２ 付表第一号（一） 訪問介護事業所の指定等に係る記載事項 21
１３ 付表第一号（二） 訪問入浴・介護予防訪問入浴介護事業所の指定等に係る記載事項 23
１４ 付表第一号（三） 訪問看護・介護予防訪問看護事業所の指定等に係る記載事項 25

１５ 付表第一号（四） 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション事業所の
指定等に係る記載事項 27

１６ 付表第一号（五） 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導事業所の指定等に係る
記載事項 29

１７ 付表第一号（六） 通所介護事業所の指定等に係る記載事項 30

１８ 付表第一号（七） 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション事業所の
指定等に係る記載事項 33

１９ 付表第一号（八） 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護事業所の指定等に係る
記載事項（単独型） 35

２０
付表第一号（九） 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護事業所の指定等に係る

記載事項（空床利用型・本体施設が特別養護老人ホームの場合の併設
事業所型）

37

２１ 付表第一号（十） 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護事業所の指定等に係る
記載事項（本体施設が特別養護老人ホーム以外の場合の併設事業所型） 39

２２ 付表第一号（十一） 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護事業所の指定等に係る
記載事項 41

２３ 付表第一号（十二） 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護事業所の
指定等に係る記載事項 43

２４ 付表第一号（十三） 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与事業所の指定等に係る記載事項 45
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２５ 付表第一号（十四） 特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売事業所の指定等に係る
記載事項 46

２６ 付表第一号（十五） 介護老人福祉施設の指定等に係る記載事項 47
２７ 付表第一号（十六） 介護老人保健施設の許可等に係る記載事項 49
２８ 付表第一号（十七） 介護医療院の許可等に係る記載事項 52
２９ 地域密着型 様式第二号（一） 指定申請書 56
３０ 様式第二号（二） 指定更新申請書 58
３１ 様式第二号（三） 廃止・休止届出書 59
３２ 様式第二号（四） 変更届出書 60
３３ 様式第二号（五） 再開届出書 61
３４ 様式第二号（六） 指定辞退届出書 62
３５ 様式第二号（七） 指定介護予防支援委託（変更）の届出書 63
３６ 付表第二号（一） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定等に係る記載事項 65
３７ 付表第二号（二） 夜間対応型訪問介護事業所の指定等に係る記載事項 67
３８ 付表第二号（三） 地域密着型通所介護（療養通所介護）事業所の指定等に係る記載事項 69
３９ 付表第二号（四） 認知症対応型通所介護事業所・介護予防認知症対応型通所介護事業所

の指定等に係る記載事項（単独型・併設型） 73

４０ 付表第二号（五） 認知症対応型通所介護事業所・介護予防認知症対応型通所介護事業所
の指定等に係る記載事項（共用型） 77

４１ 付表第二号（六） 小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事
業所の指定等に係る記載事項 81

４２ 付表第二号（七） 認知症対応型共同生活介護事業所・介護予防認知症対応型共同生活介
護事業所の指定等に係る記載事項 83

４３ 付表第二号（八） 地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の指定等に係る記載事項 85
４４ 付表第二号（九） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の指定等に係る記載事項 87
４５ 付表第二号（十） 複合型サービス事業所の指定等に係る記載事項 89
４６ 付表第二号（十一） 指定居宅介護支援事業所の指定等に係る記載事項 91
４７ 付表第二号（十二） 指定介護予防支援事業所の指定等に係る記載事項 92
４８ 総合事業 様式第三号（一） 変更届出書 93
４９ 様式第三号（二） 再開届出書 94
５０ 様式第三号（三） 廃止・休止届出書 95
５１ 様式第三号（四） 指定申請書 96
５２ 様式第三号（五） 指定更新申請書 97
５３ 付表第三号（一） 訪問型サービス事業所の指定等に係る記載事項 98
５４ 付表第三号（二） 通所型サービス事業所の指定等に係る記載事項 100
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別紙様式第一号（一）

指定居宅サービス事業所

介護保険施設

指定介護予防サービス事業所

年 月 日

申請者

　  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）を受けたいので、下記のとおり、

関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

訪問介護 付表第一号（一）

訪問入浴介護 付表第一号（二）

訪問看護 付表第一号（三）

訪問リハビリテーション 付表第一号（四）

居宅療養管理指導 付表第一号（五）

通所介護 付表第一号（六）

通所リハビリテーション 付表第一号（七）

短期入所生活介護 付表第一号（八）（九）（十）

短期入所療養介護 付表第一号（十一）

特定施設入居者生活介護 付表第一号（十二）

福祉用具貸与 付表第一号（十三）

特定福祉用具販売 付表第一号（十四）

介護老人福祉施設 付表第一号（十五）

介護老人保健施設 付表第一号（十六）

介護医療院 付表第一号（十七）

介護予防訪問入浴介護 付表第一号（二）

介護予防訪問看護 付表第一号（三）

介護予防訪問リハビリテーション 付表第一号（四）

介護予防居宅療養管理指導 付表第一号（五）

介護予防通所リハビリテーション 付表第一号（七）

介護予防短期入所生活介護 付表第一号（八）（九）（十）

介護予防短期入所療養介護 付表第一号（十一）

介護予防特定施設入居者生活介護 付表第一号（十二）

介護予防福祉用具貸与 付表第一号（十三）

特定介護予防福祉用具販売 付表第一号（十四）

介護保険事業所番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

指定（許可）申請書

知事（市長）殿
所在地

申

請

者

フリガナ

連絡先
Email

代表者（開設者）の職
名・氏名・生年月日

職名
フリガナ 生年

月日

名称

代表者職名・氏名

法人番号

氏　名

代表者（開設者）
の住所

（郵便番号

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

法人等の種類

　　法人の吸収合併又は吸収分割における指定（許可）申請時に☑

指
定

（
許
可

）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う事業等の種類

指定（許可）申
請対象事業等
（該当事業に

○）

既に指定（許
可）を受けてい
る事業等（該
当事業に○）

指定（許可）申請をす
る事業等の開始予定

年月日
様　式

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

共生型
サービ
ス申請
時に☑

施
設

指
定
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

備考 １

２

３

４

５

６

「指定（許可）申請対象事業等」及び「既に指定（許可）を受けている事業等」の欄は、該当する欄に「○」を記入してくだ
さい。
保険医療機関、保険薬局、老人保健施設又は訪問看護ステーションとして医療機関コード等が付番されている場合に
は、そのコードを「医療機関コード等」欄に記載してください。複数のコードを有する場合には、適宜様式を補正して､その
全てを記載してください。
居宅サービス事業所又は介護予防サービス事業所のいずれか一方の指定を受けている事業所について、他方の居宅
サービス事業所又は介護予防サービス事業所の指定を受ける場合であって、届出事項に変更がないときは、「事業所の
名称及び所在地」、「申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名」、
「当該申請に係る事業の開始予定年月日」、「欠格事由に該当しないことを誓約する書面」、「介護支援専門員の氏名及
び登録番号」及び「その他指定に関し必要と認める事項」を除いて届出を省略できます。
法人等の種類は、「社会福祉法人（社協以外）」、「社会福祉法人（社協）」、「医療法人」、「社団・財団」、「営利法人」、
「非営利法人（ＮＰＯ）」、「農協」、「生協」、「その他法人」、「地方公共団体（都道府県）」、「地方公共団体（市町村）」、「地
方公共団体（広域連合・一部事務組合等）」、「非法人」、「その他」のいずれかを記入してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はありません。ま
た、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してください。ただし、建物名や部
屋番号を追記することも可能です。
　指定（許可）を受けようとする事業所(施設）の種類に応じた付表と必要書類を添付してください。
 
 
 

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第一号（二）

指定居宅サービス事業所

介護保険施設

指定介護予防サービス事業所

年 月 日

申請者

　  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）の更新を受けたいので、下記のとおり、

関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考

指定（許可）更新申請書

知事（市長）殿
所在地

名称

申
　
請
　
者

フリガナ

連絡先
Email

（郵便番号

代表者職名・氏名

法人番号

氏　名

代表者（開設者）の住所

（郵便番号

代表者（開設者）の職
名・氏名・生年月日 職名

フリガナ 生年月日

名称

主たる事務所の
所在地

事
 

業
 

所

事業等の種類 介護保険事業所番号

指定有効期間満了日

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

フリガナ

名称

所在地

（郵便番号

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

１
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要は

ありません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してく
ださい。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。

「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が
２つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

管
理
者

フリガナ

生年月日
氏名

住所

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

別紙様式第一号（三）

年 月 日

申請者

　  介護保険法に規定する事業所に係る指定の変更を申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

法人番号

指定特定施設入居者生活介護指定変更申請書

知事（市長）殿
所在地

申
　
請
　
者

フリガナ

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名

フリガナ 生年月日

連絡先
Email

氏　名

代表者の住所

（郵便番号

年 月 日

変
更
内
容

利用者の定員 変更前 人 変更後 人

変更予定年月日

事
　
業
　
所

フリガナ

名称

所在地

（郵便番号

利用者の推定数
（変更後）

合計 人

うち要介護者 人 うち要支援者 人

　（2）当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態

　（3）受託居宅サービス事業者が事業を行う事業所の名称及び所在地並びに当該事業者の名称及び所在地

　（4）当該協力医療機関との契約の内容（協力歯科医療機関があるときは、その名称及び契約の内容を含む）

主な診療科名

１

２

記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付して
ください。
　以下の書類を添付してください。

　（1）建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概要

協力医療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

（（参参考考））指指定定特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護指指定定変変更更にに係係るる記記載載事事項項不不足足時時のの資資料料

■協力医療機関

主な診療科名

協力医療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

別紙様式第一号（四）

年 月 日

申請者

次のとおり指定を不要とする旨を申し出ます。

備考　申出を行う居宅サービスについて○印を付してください。

指定を不要とする旨の申出書

知事（市長）殿
所在地

所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

医療機関コード等

法人番号

名称

施設種別

開設者

氏名

住所

管理者

氏名

住所

申出に係る居宅サービス
の種類

訪問看護

介護予防訪問看護

訪問リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテーション

短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護

居宅療養管理指導

介護予防居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第一号（五）  

年 月 日

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

年 月 日

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所（施設）の建物の構造及び専用区画等

利用者の推定数

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所 

（介護老人保健施設は、事前に承認を受ける。）

（変更後）

運営規程

事業所の種別

提供する居宅療養管理指導の種類

利用者、入所者又は入院患者の定員

福祉用具の保管・消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

併設施設の状況等

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考 　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。

なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付
表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分
かるように入力してください。

１
２

知事（市長）殿
所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業）

指定内容を変更した事業所等

名称

所在地

サービスの種類

変更年月日

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

空床利用型・併設事業所型の別）

（本体施設が特別養護老人ホームの場合の

事業実施形態

協力医療機関・協力歯科医療機関

変更届出書

法人番号

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）



− 15 −

厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

別紙様式第一号（六）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

年 月 日

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付してください。

法人番号

再開届出書

知事（市長）殿
所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

再開した事業所（施設）

名称

所在地

サービスの種類

再開した年月日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第一号（七）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

法人番号

年 月 日

年 月 日

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

廃止・休止届出書

知事（市長）殿
所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

サービスの種類

廃止・休止の別 廃止 ・ 休止

廃止（休止）する事業所（施設）

名称

所在地

廃止・休止する年月日

廃止・休止する理由

現にサービス又は支援を
受けている者に対する措置

休止予定期間 休止日 ～

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

別紙様式第一号（八）

年 月 日

申請者

次のとおり指定を辞退したいので届け出ます。

法人番号

年 月 日

年 月 日

備考 指定を辞退する日の１月前までに届け出てください。

※本様式は、指定介護老人福祉施設の指定の辞退を行う際の届出書です。

サービスの種類

指定辞退届出書

知事（市長）殿 所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

指定を辞退する施設 名称

所在地

指定を辞退する理由

現に施設に入所している者に対する措置

指定を受けた年月日

指定を辞退する年月日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第一号（九）  

年 月 日

申請者

次のとおり開設許可事項の変更の許可を申請します。

法人番号

年 月 日
年 月 日

（変更前）

（変更後）

備考

介護老人保健施設・介護医療院　開設許可事項変更申請書

知事（市長）殿
所在地

申請に係る施設

名称

所在地

名称

代表者職名・氏名　

介護保険事業所番号

１
２
　介護老人保健施設の許可又は介護医療院の許可に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。
なお、電子申請届出システムを利用する際は、介護老人保健施設の許可又は介護医療院の許可に該
当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の
（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように入力してください。

変更事項（該当に○） 変更の内容

敷地面積

建物の構造概要・施設及び構造設備の概要

施設の共用の場合の利用計画

運営規程（職種・員数・職務内容・入所定員の増加に
関する部分に限る。）

協力医療機関の変更

変更年月日

開設許可年月日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

別紙様式第一号（十）

年 月 日

申請者

次のとおり管理者の承認を申請します。

法人番号

備考　管理者になろうとする者の経歴等を添付してください。

介護老人保健施設・介護医療院　管理者承認申請書

知事（市長）殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

管理者になろうとする者の氏名、
住所及び資格

氏名

住所

資格

申請に係る施設

名称

所在地

日

申請理由（該当に○）

新規開設のため

管理者の変更のため

管理者就任予定日 年 月

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第一号（十一）

年 月 日

申請者

次のとおり広告の許可を申請します。

法人番号

介護保険事業所番号

介護老人保健施設・介護医療院　広告事項許可申請書

知事（市長）殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

許可を受けようとする広告事項

広告の内容

広告の方法

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

付付表表第第一一号号（（一一）） 訪訪問問介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

- ）

- ）

（（訪訪問問介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

１
２
３

フリガナ

住所

（郵便番号

生年月日

生年月日

氏　名

住所

サービス提供
責任者

フリガナ （郵便番号

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

利用者の推定数（人）

常　勤（人）

非常勤（人）

氏　名

常勤換算後の人数（人）

備考

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者につ
いては、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

添付書類 別添のとおり

事

業

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

共生型サービスの該当有無

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
訪問介護員等

専  従 兼  務

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏    名

生年月日

事

業

所

法人番号

名　　称

フリガナ

Email
連絡先

電話番号 ＦＡＸ番号

所在地

（郵便番号

有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

（（参参考考））    訪訪問問介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■サービス提供責任者

- ）

- ）

- ）

（（訪訪問問介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

■複数事業所

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

氏　名

生年月日

フリガナ

住所

（郵便番号

氏　名

生年月日

氏　名

生年月日

サービス提供
責任者

フリガナ

住所

（郵便番号

フリガナ

住所

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種及び勤務時間等

添付書類 別添のとおり

備考 １　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

非常勤（人）

利用者の推定数（人）

常　勤（人）

協力医療機関

名称 主な診療科名

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務

名称

名称 主な診療科名

主な診療科名

氏    名

生年月日

Email

管 理 者

フリガナ

住所

（郵便番号

連絡先 電話番号 ＦＡＸ番号

フリガナ

付付表表第第一一号号（（二二））    訪訪問問入入浴浴・・介介護護予予防防訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事 業 所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

添付書類 別添のとおり

備考 １　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

非常勤（人）

利用者の推定数（人）

常　勤（人）

協力医
療機関

名称 主な診療科名

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務

名称

名称 主な診療科名

主な診療科名

氏    名

生年月日

Email

管
 

理
 

者

フリガナ

住所

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

フリガナ

付付表表第第一一号号（（二二））    訪訪問問入入浴浴・・介介護護予予防防訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
 

業
 

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■■協協力力医医療療機機関関

主な診療科名

（（参参考考））    訪訪問問入入浴浴・・介介護護予予防防訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項不不足足時時のの資資料料

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

別添のとおり

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

付付表表第第一一号号（（三三））  訪訪問問看看護護・・介介護護予予防防訪訪問問看看護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

事業所種別

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施設等の職
務との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務す
る職種及び勤務時間等

氏    名

生年月日

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

利用者の推定数 人

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
看護師 保健師 准看護師

理学・作業療法士、
言語聴覚士

専従 兼務

※常勤換算後の人数（人）

添付書類

（（訪訪問問看看護護・・介介護護予予防防訪訪問問看看護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

非常勤（人）

常　勤（人）

Email

備考 １
２
３
４
５

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　 ※欄は、訪問看護ステーションの場合のみ記入してください。
　病院又は診療所が行うものについては、法第 71条第１項の規定により指定があったものとみなされるので、本申請の必要はありません。
　管理者の兼務の状況については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者に
ついては、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

事

業

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

病院 診療所 訪問看護ステーション

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■複数事業所

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

（（参参考考））    訪訪問問看看護護・・介介護護予予防防訪訪問問看看護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

（（訪訪問問看看護護・・介介護護予予防防訪訪問問看看護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

Email
連絡先

電話番号 ＦＡＸ番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

人

常　勤（人）

非常勤（人）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

Email

（郵便番号

備考 　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が行うものについては、法第 71条第１項及び第72条第1項の規定により

指定があったものとみなされるので、本申請の必要はありません。
当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。ま

た、従業者については、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

１
２

３

事

業

所

フリガナ

兼務

名　　称

所在地

添付書類 別添のとおり

（（訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場
合合））

利用者の推定数

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 医師

専従 兼務専従 兼務 専従 専従 兼務

フリガナ

住所

（郵便番号

Email

事業所種別

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

管
理
者

氏    名

生年月日

付付表表第第一一号号（（四四））　訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

フリガナ

病院 診療所
（郵便番号

介護老人保健施設 介護医療院

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■複数事業所

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）
連絡先

電話番号 ＦＡＸ番号

Email

（（参参考考））　　訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

（（訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防訪訪問問リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場
合合））

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

病院、診療所又は薬局が行うものについては、法第 71 条第１項 の規定により指定があったものとみなされるので、本申請
の必要はありません。
　「従業者の職種・員数」欄の「歯科衛生士」には、保健師、看護師、准看護師を含みます。

１

２

備考

非常勤（人）

添付書類 別添のとおり

従業者の職種・員数

常　勤（人）

管理栄養士

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従

医師 歯科医師 薬剤師 歯科衛生士

兼務

人

○人員に関する基準の確認に必要な事項

管
理
者

利用者の推定数

フリガナ

住所

（郵便番号

氏    名

生年月日

居宅療養管理指導
の種類

ＦＡＸ番号

フリガナ

Email

事業所種別

付付表表第第一一号号（（五五））  居居宅宅療療養養管管理理指指導導・・介介護護予予防防居居宅宅療療養養管管理理指指導導事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号

病院 診療所 薬局

医師又は歯科医師 薬剤師 歯科衛生士、保健師、看護師又は准看護師 管理栄養士

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

㎡ 人

ＦＡＸ番号

添付書類 別添のとおり

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

土曜日 ： ～

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

土曜日 ： ～

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

土曜日 ： ～

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

管

理

者

氏    名

生年月日

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

フリガナ

Email

共生型サービスの該当有無

○設備に関する基準の確認に必要な事項

付付表表第第一一号号（（六六））  通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号

有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

  

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

㎡ 人

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　機能訓練指導員については、生活相談員、看護職員又は介護職員と兼務しない場合にのみ記載してください。

当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従
業者については、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。
　サービス提供時間は、 送迎時間を除きます。

１
２
３
４

５

備考

利用定員 人

添付書類 平面図

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

土曜日

利用定員 人

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～ ：

～ ：

： ～ ：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ：

日曜日・祝日 ： ～

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

：

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日 ： ～

～

：

土曜日

営業時間 ： ：

：： ～

火曜日 水曜日 木曜日

（（通通所所介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事
 

業
 

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

㎡ 人

（通所介護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合）

利用定員 人

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

営業時間 ： ～ ：

利用定員 人

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

：

～

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

：

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

祝日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ：

■■複複数数事事業業所所又又ははササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

土曜日 ： ～

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）

土曜日 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

：

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

兼務 専従

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

非常勤（人）

金曜日 土曜日 祝日

（（参参考考））    通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■サービス提供単位４以降

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務

常　勤（人）

兼務 専従 兼務 専従

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

㎡ 人

 

：

：

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　事業所の種別について、事業所が診療所である場合は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第
111条第１項の適用を受けるものを除き、「診療所（下記のものを除く。）」の欄に○をつけてください。
　従業者の員数については、サービス提供単位ごとの総数を記載してください。
　病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が行うものについては、法第71条第１項及び第 72 条第１項の規定により指
定があったものとみなされる場合は、本申請の必要はありません。
　サービス提供時間は、 送迎時間を除きます。

１
２

３
４

５

：

土曜日 ： ～ ：

～

営業時間

備考

利用定員 人

添付書類 別添のとおり

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）

常　勤（人）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

営業日（該当に〇）

金曜日 土曜日 祝日日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

専用の部屋等の面積 利用定員（同時利用）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

常　勤（人）

従業者の職種・員数
医師

事業所の種別
（１つに○）

病院

診療所（下記のものを除く。）

介護老人保健施設

専従 兼務

介護医療院

非常勤（人）

診療所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営に関する基準第111条第１項の適用を受けるもの）

付付表表第第一一号号（（七七））　　通通所所リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防通通所所リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
 

業
 

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

Email

フリガナ

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

氏    名

生年月日

管
理
者

フリガナ

住所

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■サービス提供単位３以降

（（参参考考））　　通通所所リリハハビビリリテテーーシショョンン・・介介護護予予防防通通所所リリハハビビリリテテーーシショョンン事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

兼務 専従 兼務 専従

火曜日 水曜日 木曜日

兼務 専従

○設備に関する基準の確認に必要な事項

非常勤（人）

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

営業日（該当に〇）

金曜日 土曜日 祝日日曜日 月曜日

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

専従 兼務

常　勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務
従業者の職種・員数

理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

専従 兼務

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

利用定員 人

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

非常勤（人）

常　勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

利用定員 人

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

従来型 ユニット型

従来型 ユニット型

添付書類 別添のとおり

備考 １　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

建物の構造
利用定員 人

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居
室

1室あたりの最大定員 人
利用者1人あたりの最小床面積 ㎡

食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡

廊
下

片廊下の幅 m
中廊下の幅 m

常　勤（人）
非常勤（人）

栄養士 機能訓練指導員
専従 兼務 専従 兼務

調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 兼務

専従 兼務 専従

非常勤（人）

兼務 専従 兼務

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

介護形式（いずれか一方を選択）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医師 生活相談員 看護職員 介護職員

専従 兼務

常勤換算後の人数（人）

常　勤（人）

建物の構造
利用定員 人

㎡

廊
下

片廊下の幅 m
中廊下の幅 m

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居
室

1室あたりの最大定員 人
利用者1人あたりの最小床面積 ㎡

食堂と機能訓練室の合計面積

常　勤（人）
非常勤（人）

栄養士 機能訓練指導員
専従 兼務 専従 兼務

調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 兼務

非常勤（人）
常　勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医師 生活相談員 看護職員 介護職員

専従 兼務

常勤換算後の人数（人）

主な診療科名

名称 主な診療科名

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏    名

生年月日

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地
兼務先のサービス種別、兼務する職種

及び勤務時間等

フリガナ

付付表表第第一一号号（（八八））　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項（（単単独独型型））

事

業

所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

耐火建築物
人

m
準耐火建築物 その他

耐火建築物
人

m
準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

主な診療科名

（（参参考考））　　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項（（単単独独型型））記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

従来型 ユニット型

従来型 ユニット型

建物の構造

付付表表第第一一号号（（九九））　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項
　　　　　　　　（（空空床床利利用用型型・・本本体体施施設設がが特特別別養養護護老老人人ホホーームムのの場場合合のの併併設設事事業業所所型型））

事

業

所

法人番号

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

氏    名

生年月日
管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

空床利用型・併設事業所型の別

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択）

人 （推定数を記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

※兼務 専従 ※兼務

短期入所生活介護及び
本体施設従事人数

常　勤（人）

従業者の職種・員数
医師 生活相談員 看護職員 介護職員

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従

常勤換算後の人数（人）

非常勤（人）

栄養士 機能訓練指導員 調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

短期入所生活介護及び
本体施設従事人数

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項（併設事業所型の場合記入）

居
室

1室あたりの最大定員 人

利用者1人あたりの最小床面積 ㎡

食堂と機能訓練室の合計面積

特別養護老人ホームの入所定員 人 短期入所利用定員 人

㎡

廊
下

片廊下の幅 m

中廊下の幅 m

建物の構造

介護職員

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

医師 生活相談員 看護職員

常勤換算後の人数（人）

非常勤（人）

短期入所生活介護及び
本体施設従事人数

常　勤（人）

栄養士 機能訓練指導員 調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

短期入所生活介護及び
本体施設従事人数

常　勤（人）

非常勤（人）

人

利用者1人あたりの最小床面積 ㎡

食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡

廊
下

片廊下の幅 m

中廊下の幅 m

短期入所利用者数（併設事業所型の場合記入）

短期入所利用者数（併設事業所型の場合記入）

添付書類 別添のとおり

備考 １
２

３
４
５
６

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　本様式は、特別養護老人ホームの空床を利用して事業を行う場合又は特別養護老人ホームに併設する事業所において事業を
行う場合に係る申請に利用して下さい。また、「空床利用型・併設事業所型の別」欄の空床利用型・併設事業所型のいずれか一方
又は両方にチェックをしてください。
　特別養護老人ホームと同時に申請をする場合は、本様式への記載を要しません。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　従業者の職種・員数の「※兼務」欄は、本体施設以外との兼務を行う従業者について記載してください。
　空床利用型の場合は、「設備に関する基準の確認に必要な事項」及び「短期入所利用定員」欄の記入は不要です。

特別養護老人ホームの入所定員 人 短期入所利用定員 人

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

介護形式（いずれか一方を選択）

人 （推定数を記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

○設備に関する基準の確認に必要な事項（併設事業所型の場合記入）

居
室

1室あたりの最大定員

空床利用型 併設事業所型

人

人

耐火建築物
人 短期入所利用定員

m

準耐火建築物
短期入所利用定員

その他

耐火建築物
m

人 短期入所利用定員

準耐火建築物
短期入所利用定員

その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

主な診療科名

（（参参考考））　　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項
　　　　　　　　　　　　　　　　（（空空床床利利用用型型・・本本体体施施設設がが特特別別養養護護老老人人ホホーームムのの場場合合のの併併設設事事業業所所型型））記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

（郵便番号 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

従来型 ユニット型
短期入所利用者数

人 人

従来型 ユニット型
短期入所利用者数

人 人

備考

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

付付表表第第一一号号（（十十））　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項
　　　　　　　　（（本本体体施施設設がが特特別別養養護護老老人人ホホーームム以以外外のの場場合合のの併併設設事事業業所所型型））

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

連絡先
電話番号 FAX 番号

Email

本体施設の種別

管

理

者

）

氏    名

生年月日

フリガナ

住所

（郵便番号 －

共生型サービスの該当有無

他の事業所、施設等の職務との兼
務（兼務の場合のみ記入） 兼務先のサービス種別、兼務す

る職種 及び勤務時間等

兼務先の名称、所在地

主な診療科名

名称 主な診療科名

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択）
人 （推定数を記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医師 生活相談員 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

非常勤（人）

短期入所生活介護従事人数
常   勤（人）

本体施設の施設等従事人数
常   勤（人）

常勤換算後の人数（人）
非常勤（人）

兼務

本体施設の施設等従事人数
常   勤（人）

栄養士 機能訓練指導員 調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 兼務 専従 兼務 専従

短期入所生活介護従事人数
常   勤（人）
非常勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居室
１室あたりの最大定員 人

利用者１人あたりの最小床面積

ｍ
建物の構造

本体施設の入所・入院定員 短期入所利用定員

㎡
食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡

廊
下

片廊下の幅 ｍ
中廊下の幅

介護職員
専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

医師 生活相談員 看護職員

本体施設の施設等従事人数
非常勤（人）
常   勤（人）

常勤換算後の人数（人）
非常勤（人）

短期入所生活介護従事人数
常   勤（人）

兼務

本体施設の施設等従事人数
常   勤（人）

栄養士 機能訓練指導員 調理員その他の従業者 栄養士を配置していない場合の措置

専従 兼務 専従 兼務 専従

短期入所生活介護従事人数
常   勤（人）
非常勤（人）

非常勤（人）

利用者１人あたりの最小床面積 ㎡
食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡

廊
下

片廊下の幅 ｍ
中廊下の幅

添付書類 別添のとおり

１
２
３
４

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　本様式は、本体施設が特別養護老人ホーム以外の場合であって、本体施設と一体的に運営が行われる事業所であるときに使用してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

本体施設の種別は、「養護老人ホーム」、「病院」、「診療所」、「介護老人保健施設」、「介護医療院」、「特定施設入居者生活介護」、「地域密着型特
定施設入居者生活介護」、「介護予防特定施設入居者生活介護」、「その他」を記入してください。

ｍ
建物の構造

本体施設の入所・入院定員 短期入所利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

介護形式（いずれか一方を選択）
人 （推定数を記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居室
１室あたりの最大定員 人

耐火建築物
ｍ

短期入所利用定員

準耐火建築物 その他

耐火建築物
ｍ

短期入所利用定員

準耐火建築物 その他

ユニット型
人

短期入所利用定員

ユニット型
人

有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

（（参参考考））　　短短期期入入所所生生活活介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項
　　　　　　　　　　　　　　　　（（本本体体施施設設がが特特別別養養護護老老人人ホホーームム以以外外のの場場合合のの併併設設事事業業所所型型））記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）



− 41 −

厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

－  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

 －

ユニット型

人

入院患者１人あたり床面積

ユニット型

人

入院患者１人あたり床面積

別添のとおり

備考

④介護医療院

兼務

中廊下の幅

食堂

フリガナ

住所

中廊下の幅

片廊下の幅

食堂

片廊下の幅
廊下

専従 兼務

兼務

指定申請を行う病棟（病室）部分
の設備基準上の数値記載項目

指定申請を行う病棟（病室）部分
の設備基準上の数値記載項目

建物の構造

建物の構造

申請を行う部分の入院患者又は入所者の定員

常勤換算後の人数（人）

（郵便番号

病棟名

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

（
事
業
所
種
別
③
に
該
当
の
場

合
記
入

）

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

指定申請を行う病棟部分又は診
療所の従業者の職種・員数

医師

常   勤（人）

）

氏  　  名

生年月日

専従 兼務

付付表表第第一一号号（（十十一一））　短短期期入入所所療療養養介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所療療養養介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な事項

非常勤（人）

事業所種別
（該当に○を記入）

①介護老人保健施設

②療養病床を有する病院・診療所

③②に該当しない診療所

管
理
者

介護職員 栄養士

専従

専従

㎡

ｍ

㎡

廊下

兼務

ｍ

専従 兼務

申請を行う部分の入院患者又は入所者の定員

専従

ｍ

ｍ

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

指定申請を行う病棟部分又は診
療所の従業者の職種・員数

医師 薬剤師 看護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

介護職員 栄養士

専従

兼務

添付書類

１
２
３

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別様に記載した書類を添付してください。
　「申請を行う部分の入院患者又は入所者の定員」欄は、当該施設等のうち、短期入所療養介護に供する部分の定員について記載すること。

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が行うものについては、法第71条第１項及び第 72 条第１項の規定により指定があったものとみなされ
る場合は、本申請の必要はありません。

常勤換算後の人数（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

㎡

㎡

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

（
事
業
所
種
別
③
に
該
当
の
場

合
記
入

）

専従 兼務

専従

薬剤師 看護職員

専従

兼務

兼務

耐火建築物 その他準耐火建築物

耐火建築物 その他準耐火建築物

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■■複複数数病病棟棟

ユニット型

人

入院患者１人あたり床面積

ユニット型

人

入院患者１人あたり床面積

片廊下の幅

中廊下の幅

非常勤（人）

常   勤（人）

指定申請を行う病棟（病室）部分
の設備基準上の数値記載項目

建物の構造

建物の構造

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

（
事
業
所
種
別
③
に
該
当
の

場
合
記
入

）

㎡

㎡

ｍ
廊下

○設備に関する基準の確認に必要な事項

㎡

ｍ

食堂

食堂

常勤換算後の人数（人）

兼務

指定申請を行う病棟（病室）部分
の設備基準上の数値記載項目

申請を行う部分の入院患者又は入所者の定員

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

指定申請を行う病棟部分又は診
療所の従業者の職種・員数

医師 薬剤師 看護職員

専従 兼務 専従 兼務 専従

看護職員

兼務

○設備に関する基準の確認に必要な事項

㎡

ｍ

ｍ
廊下

片廊下の幅

中廊下の幅

介護職員 栄養士

専従 兼務 専従

栄養士

専従 兼務 専従兼務 専従 兼務

（（参参考考））  短短期期入入所所療療養養介介護護・・介介護護予予防防短短期期入入所所療療養養介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

病棟名

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

（
事
業
所
種
別
③
に
該
当
の

場
合
記
入

）

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

指定申請を行う病棟部分又は診
療所の従業者の職種・員数

医師 薬剤師

兼務

介護職員 

申請を行う部分の入院患者又は入所者の定員

常勤換算後の人数（人）

非常勤（人）

常   勤（人）

専従 兼務 専従

ユニット型

ユニット型

耐火建築物 その他準耐火建築物

耐火建築物 その他準耐火建築物

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

－ ）

都 道 市 区

府 県 町 村

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

養護老人ホーム 年 月 日

介護専用型

介護専用型以外

一般型

外部サービス利用型

－ ）

人

人 人

備考 １　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

利用者数
人（前年の平均値、新規の場合は推定数を記入）

要介護者 要支援者

○設備に関する基準の確認に必要な事項

建物の構造

入居定員

添付書類 別添のとおり

常勤換算後の人数（人）

常　 勤（人）

非常勤（人）

専従 兼務 専従 兼務兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従

協力医療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員 計画作成担当者

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

氏　　名

生年月日

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

兼務先の名称、所在地

フリガナ

付付表表第第一一号号（（十十二二）） 特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護・・介介護護予予防防特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

名    称

所在地

（郵便番号

Email
連絡先

電話番号 （内線） FAX番号

入居者の要件
（該当に○）

サービスの提供形態
（該当に○）

施設区分
（該当に○）

施設開設
年月日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

耐火建築物
人

準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

主な診療科名

協力医療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

（（参参考考））    特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護・・介介護護予予防防特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時
のの資資料料指

定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

 －

都 道 市 区

府 県 町 村

－   ）

人

備考    　

添付書類 別添のとおり

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

貸与種目は、「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、
「手すり」、「スロープ」、「歩行器」、「歩行補助つえ」、「認知症老人徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除
く。）」、「自動排泄処理装置」のうちから記入してください。

１
２
３

従業者の職種・員数
専門相談員

専  従 兼  務

常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

管
　
理
　
者

貸与種目

利用者の推定数

氏　　　名

フリガナ

住所

（郵便番号

付付表表第第一一号号（（十十三三））    福福祉祉用用具具貸貸与与・・介介護護予予防防福福祉祉用用具具貸貸与与事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
　
業
　
所

法人番号

名    称

所在地

（郵便番号  ）

フリガナ

電話番号 FAX 番号

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務時間等

（内線）

生年月日

Email
連絡先

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

－ ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－ ）

人

備考    　

添付書類 別添のとおり

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３ 販売種目は、「腰掛便座」、「自動排泄処理装置の交換可能部品」、「排泄予測支援機器」、「入浴補助用具」、「簡易浴槽」、「移動用
リフトのつり具の部分」、「スロープ」、「歩行器」、「歩行補助つえ」のうちから記入してください。

常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

販売種目

利用者の推定数

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
専門相談員

専  従 兼  務

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職
種及び勤務時間等

氏　　　名

生年月日

FAX 番号

Email

管
　
理
　
者

フリガナ

住所

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線）

フリガナ

付付表表第第一一号号（（十十四四））    特特定定福福祉祉用用具具販販売売・・特特定定介介護護予予防防福福祉祉用用具具販販売売事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
　
業
　
所

法人番号

名    称

所在地

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

 －   ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－    ）

人

人

備考

建物の構造

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
「短期入所生活介護を実施している場合の事業の実施形態（空床型・併設型の別）」については、空床型・併設型のいずれか一方又は両方に

チェックをしてください。
　短期入所生活介護を実施していない場合は、短期入所生活介護の設備に関する基準の確認に必要な事項欄については、記載を要しません。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　従業者の職種・員数の「※兼務」欄は、短期入所生活介護以外との兼務を行う従業者について記載してください。

介護支援専門員に代えて介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある生活相談員等を配置する場合には、その員数は、「介護支援専
門員等」欄に記載してください。

１
２

３
４
５
６

食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡ ㎡

ｍ

添付書類 別添のとおり

廊
下

片廊下の幅 ｍ ｍ
中廊下の幅 ｍ

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

介護形式（いずれか一方を選択）

介護老人福祉施設 短期入所生活介護

居
室

１室あたりの最大定員 人 人
利用者１人あたりの最小床面積 ㎡ ㎡

入所者数 人（推定数を記入） 短期入所利用者数 人（推定数を記入）
○設備に関する基準の確認に必要な事項

非常勤（人）
常勤換算後の人数（人）

介護老人福祉施設及び
短期入所生活介護従事人数

常  勤（人）

栄養士・管理栄養士 機能訓練指導員 介護支援専門員等

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

常勤換算後の人数（人）
非常勤（人）

専従 ※兼務
介護老人福祉施設及び

短期入所生活介護従事人数
常  勤（人）

従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

廊
下

片廊下の幅 ｍ ｍ
中廊下の幅 ｍ

医  師 生活相談員 介護職員 看護職員
専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

食堂と機能訓練室の合計面積 ㎡ ㎡

ｍ

建物の構造

入所定員

介護老人福祉施設 短期入所生活介護

居
室

１室あたりの最大定員 人 人
利用者１人あたりの最小床面積 ㎡ ㎡

入所者数 人（推定数を記入） 短期入所利用者数 人（推定数を記入）
○設備に関する基準の確認に必要な事項

非常勤（人）
常勤換算後の人数（人）

介護老人福祉施設及び
短期入所生活介護従事人数

常  勤（人）

栄養士・管理栄養士 機能訓練指導員 介護支援専門員等

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

常勤換算後の人数（人）
非常勤（人）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医  師 生活相談員 介護職員 看護職員

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務
介護老人福祉施設及び

短期入所生活介護従事人数
常  勤（人）

主な診療科名

名称 主な診療科名

短期入所生活介護の有無 事業の実施形態

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称

名称 主な診療科名

Email

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏　　名

生年月日

他の事業所、施設等の職務との兼
務（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種
及び勤務時間等

当該施設で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

入所定員

フリガナ

付付表表第第一一号号（（十十五五））  介介護護老老人人福福祉祉施施設設のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

施

設

法人番号

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

有 無 空床型 併設型

耐火建築物 準耐火建築物 その他

耐火建築物 準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

主な診療科名

（（参参考考））    介介護護老老人人福福祉祉施施設設のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

  － ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線）

－  ）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

付付表表第第一一号号（（十十六六））  介介護護老老人人保保健健施施設設のの許許可可等等にに係係るる記記載載事事項項

施

設

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 FAX 番号

Email

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との
兼務（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務時間等

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏    名

生年月日

短期入所療養介護の
実施の有無

通所リハビリテーションの
実施の有無

訪問リハビリテーションの
実施の有無

施設を共用する事業所等の名称
(共用する場合記入)

フリガナ

名称

ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

主な診療科名

名称 主な診療科名

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

介護老人保健施設従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

介護老人保健施設従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

機能訓練室面積

食堂面積

入所者の予定数

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 支援相談員 介護支援専門員

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

介護老人保健施設従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）
理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 支援相談員 介護支援専門員

ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

介護老人保健施設従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

機能訓練室面積

食堂面積

入所者の予定数

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

人

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

有 無 有 無 有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

専従 兼務

㎡ 人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

備考

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員

○通所リハビリテーション（該当する場合のみ）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医師

常　勤（人）

非常勤（人）

介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

専用の部屋の面積 利用定員（同時利用）

日曜日・祝日

営業時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

看護職員 介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

サービス提供時間

利用定員

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

営業時間

サービス提供時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

日曜日・祝日

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　サービス提供時間は、 送迎時間を除きます。

作業療法士 言語聴覚士

常　勤（人）
非常勤（人）

添付書類 別添のとおり

利用定員

添付書類 別添のとおり

○訪問リハビリテーション（該当する場合のみ）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医師 理学療法士

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

■通所リハビリテーションサービス提供単位３以降

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

（（参参考考））    介介護護老老人人保保健健施施設設のの許許可可等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■協力医療機関

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

看護職員 介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

営業時間

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

サービス提供時間

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日

土曜日

日曜日・祝日

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

常   勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

営業時間

曜日ごとに
異なる場合記

入

平日

土曜日

日曜日・祝日

利用定員

サービス提供時間

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

 －   ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線）

－ ）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

付付表表第第一一号号（（十十七七））  介介護護医医療療院院のの許許可可等等にに係係るる記記載載事事項項

施

設

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 FAX 番号

Email

当該施設で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との
兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務時間等

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏    名

生年月日

短期入所療養介護の
実施の有無

通所リハビリテーションの
実施の有無

訪問リハビリテーションの
実施の有無

施設を共用する事業所等の名称
(共用する場合記入)

フリガナ

名称

主な診療科名

名称 主な診療科名

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

療養棟名

施設類型（いずれか一方を選択） Ⅰ型介護医療院 Ⅱ型介護医療院

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 放射線技師 介護支援専門員

従業者の職種・員数
医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

常勤換算後の人数（人）

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

機能訓練室面積

食堂（共同生活室）面積

入所者の予定数

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

常勤換算後の人数（人）
理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 放射線技師 介護支援専門員

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

機能訓練室面積

食堂（共同生活室）面積

入所者の予定数

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

Ⅱ型介護医療院

ユニット型

ユニット型

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

人

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

有 無 有 無 有 無

指
定
に
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す
る
事
務
処
理
関
係
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

専従 兼務

㎡ 人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

 

備考

○通所リハビリテーション（該当する場合のみ）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

従業者の職種・員数
医師

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

常   勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

専用の部屋の面積 利用定員（同時利用）

営業時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

日曜日・祝日

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）
　

その他（年末年始休日等）

営業時間

利用定員

添付書類 別添のとおり

○訪問リハビリテーション（該当する場合のみ）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

サービス提供時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

日曜日・祝日

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

添付書類 別添のとおり

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　サービス提供時間は、 送迎時間を除きます。

従業者の職種・員数
医師 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

常　勤（人）
非常勤（人）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
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Web 1　指定に関する事務処理関係

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

ｍ

ｍ

㎡

㎡

人

人

人

（（参参考考））  介介護護医医療療院院のの許許可可等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■協力医療機関

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

■複数療養棟

療養棟名

施設類型（いずれか一方を選択） Ⅰ型介護医療院 Ⅱ型介護医療院

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

機能訓練室面積

食堂（共同生活室）面積

入所者の予定数

理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 放射線技師 介護支援専門員

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

理学･作業療法士、言語聴覚士 栄養士・管理栄養士 放射線技師 介護支援専門員

医  師 薬剤師 看護職員 介護職員

介護医療院従事人数
常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

常勤換算後の人数（人）

廊下
片廊下の幅

中廊下の幅

機能訓練室面積

食堂（共同生活室）面積

入所者の予定数

○設備に関する基準の確認に必要な事項

療養室
１室の最大定員

入所者1人あたり最小床面積

一日当たりの通所総利用者予定数

建物の構造

入所定員

Ⅱ型介護医療院

耐火建築物 準耐火建築物 その他

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
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標
準
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厚生労働大臣が定める様式（居宅施設）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

■通所リハビリテーションサービス提供単位３以降

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

言語聴覚士 看護職員 介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

営業時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

日曜日・祝日

常勤換算後の人数（人）
サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 介護職員

常   勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

その他（年末年始休日等）

営業時間

利用定員

サービス提供時間

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

日曜日・祝日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第二号（一）

指定地域密着型サービス事業所

指定地域密着型介護予防サービス事業所

指定居宅介護支援事業所

指定介護予防支援事業所

年 月 日

申請者

介護保険法に規定する事業所に係る指定を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

フリガナ

名　　称

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

夜間対応型訪問介護 付表第二号（二）

認知症対応型通所介護 付表第二号（四）（五）

小規模多機能型居宅介護 付表第二号（六）

認知症対応型共同生活介護 付表第二号（七）

地域密着型特定施設入居者生活介護 付表第二号（八）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 付表第二号（九）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 付表第二号（一）

複合型サービス 付表第二号（十）

地域密着型通所介護 付表第二号（三）

居宅介護支援事業 付表第二号（十一）

介護予防支援事業 付表第二号（十二）

介護予防認知症対応型通所介護 付表第二号（四）（五）

介護予防小規模多機能型居宅介護 付表第二号（六）

介護予防認知症対応型共同生活介護 付表第二号（七）

介護保険事業所番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

地
域
密
着
型

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

　　　  法人の吸収合併又は吸収分割における指定申請時に☑

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
の
種
類

同一所在地において行う事業等の種類

指定申請
対象事業

（該当事業に
○）

既に指定を受
けている事業
（該当事業に

○）

指定申請をする事業の
開始予定年月日

様　式共生型
サービ
ス申請
時に☑

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

職名
フリガナ 生年

月日氏　名

代表者の住所

（郵便番号

代表者職名・氏名

法人番号

申

請

者

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

連絡先
Email

法人等の種類

代表者の職名・氏名・
生年月日

指定申請書

市（区・町・村）長殿 所在地

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

備考 １
２

３

４

５

６

　「指定申請対象事業」及び「既に指定を受けている事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。
保険医療機関、保険薬局、老人保健施設又は訪問看護ステーションとして医療機関コード等が付番されている場合には、そのコードを「医療機関コード
等」欄に記載してください。複数のコードを有する場合には、適宜様式を補正して､その全てを記載してください。
地域密着型サービス事業所又は地域密着型介護予防サービス事業所のいずれか一方の指定を受けている事業所について、他方の地域密着型サービ
ス事業所又は地域密着型介護予防サービス事業所の指定を受ける場合であって、届出事項に変更がないときは、「事業所の名称及び所在地」、「申請者
の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名」、「当該申請に係る事業の開始予定年月日」、「欠格事由に該当
しないことを誓約する書面」、「介護支援専門員の氏名及び登録番号」及び「その他指定に関し必要と認める事項」を除いて届出を省略できます。
法人等の種類は、「社会福祉法人（社協以外）」、「社会福祉法人（社協）」、「医療法人」、「社団・財団」、「営利法人」、「非営利法人（ＮＰＯ）」、「農協」、
「生協」、「その他法人」、「地方公共団体（都道府県）」、「地方公共団体（市町村）」、「地方公共団体（広域連合・一部事務組合等）」、「非法人」、「その他」
のいずれかを記入してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はありません。また、申請者欄の主たる事務所の
所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してください。ただし、建物名や部屋番号の記入も可能です。
　指定を受けようとする事業所の種類に応じた付表と必要書類を添付してください。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第二号（二）

指定地域密着型サービス事業所

指定地域密着型介護予防サービス事業所

指定居宅介護支援事業所

指定介護予防支援事業所

年 月 日

申請者

介護保険法に規定する事業所に係る指定の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考 １
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はあ
りません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してくださ
い。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。
「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が２
つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

管
理
者

フリガナ

生年月日
氏名

住所

（郵便番号

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

事
 
業
 
所

事業等の種類 介護保険事業所番号

指定有効期間満了日

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

フリガナ

名称

所在地

（郵便番号

名称

代表者職名・氏名

法人番号

氏　名

代表者の住所

（郵便番号

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名

フリガナ 生年月日

申
　
請
　
者

フリガナ

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

（郵便番号

名称

主たる事務所の
所在地

指定更新申請書

市（区・町・村）長殿 所在地

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

別紙様式第二号（三）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

月 日休止予定期間 休止日 ～ 年

日

廃止・休止する理由

現にサービス又は支援を
受けている者に対する措置

廃止・休止する年月日 年 月

サービスの種類

廃止・休止の別 廃止 ・ 休止

廃止（休止）する事業所

名称

所在地

法人番号

廃止・休止届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第二号（四）  

年 月 日

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

年 月 日

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所（施設）の建物の構造、専用区画等

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 （変更後）

運営規程

協力医療機関・協力歯科医療機関

本体施設、本体施設との移動経路等

併設施設の状況等

連携する訪問看護を行う事業所の名称

連携する訪問看護を行う事業所の所在地

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考

法人番号

変更届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指定内容を変更した事業所等

名称

所在地

サービスの種類

変更年月日

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

１
２
　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。
なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入
力、付表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が
具体的に分かるように入力してください。

事業所の種別

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等

との連携・支援体制

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

別紙様式第二号（五）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付してください。

サービスの種類

再開した年月日 年 月 日

再開した事業所

名称

所在地

法人番号

再開届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第二号（六）

年 月 日

申請者

次のとおり指定を辞退したいので届け出ます。

年 月 日

年 月 日

備考 指定を辞退する日の１月前までに届け出てください。

指定を辞退する理由

現に施設に入所している者に対する措置

指定を受けた年月日

指定を辞退する年月日

指定を辞退する施設

名称

所在地

法人番号

指定辞退届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

別紙様式第二号（七）  

年 月 日

申請者

　

- ）

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

1 7

2 8

3 9

4

5

6

年 月 日 ～ 年 月 日

備考 １　届け出た内容に変更があるときは、全ての内容を記入し、再度提出してください。

２　委託する指定介護予防支援の内容の「10 その他」を選択時は、下段に内容を記入してください。

３　委託しようとする事業所が複数ある場合は、指定介護予防支援委託先一覧を提出してください。

     記入欄が不足する場合は、行を追加又は複数ページに記入してください。

委託する指定
介護予防支援
の内容
（該当に〇）

アセスメントの実施 モニタリング

指定介護予防支援の
一部を委託する期間

給付管理

介護予防サービス計画原案の説明・同意 10 その他

介護予防サービス計画書の交付

サービス担当者会議の開催

サービス提供の連絡調整

介護予防サービス計画原案の作成 評価 

市 区
町 村

連絡先
Email

委託先

介護保険事業所番号

フリガナ

名称

所在地

（郵便番号

都 道
府 県

名称

所在地

（郵便番号

地域包括支援
センター

介護保険事業所番号 届出種別（該当に〇） 新規

都 道
府 県

市 区
町 村

連絡先
Email

変更

法人番号

指定介護予防支援委託（変更）の届出書

市（区・町・村）長殿 所在地

名称

代表者職名・氏名

次のとおり、指定介護予防支援の一部を委託（変更）するので届け出ます。

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

（
参

考
）

記
入

欄
不

足
時

の
資

料
指

定
介

護
予

防
支

援
委

託
先

一
覧

名
称

所
在

地
連

絡
先

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

■
委

託
す

る
指

定
介

護
予

防
支

援
の

内
容

指
定

介
護

予
防

支
援

の
一

部
を

委
託

す
る

期
間

項
番

介
護

保
険

事
業

所
番

号

委
託

先
事

業
所

委
託

す
る

指
定

介
護

予
防

支
援

の
内

容
（

下
記

内
容

参
照

、
該

当
番

号
に

○
、

1
0
は

下
段

に
内

容
を

記
載

）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

 
 
1
 
：

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
実

施
　

2
 
：

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

計
画

原
案

の
作

成
　

3
 
：

サ
ー

ビ
ス

担
当

者
会

議
の

開
催

　
4
 
：

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

計
画

原
案

の
説

明
・

同
意

　
5
 
：

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

計
画

書
の

交
付

6
 
 
：

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
連

携
・

調
整

7
 
 
：

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

8
 
 
：

評
価

9
 
 
：

給
付

管
理

1
0
 
：

そ
の

他

～指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

法人番号

フリガナ

名　称

（郵便番号  －   ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線） FAX番号

フリガナ （郵便番号 －   ）

氏名

生年月日

名称

（郵便番号 － ）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

フリガナ

名　称

（郵便番号  －   ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線） FAX番号

 

備考

れ以外のサービス部分の料金の状況が分かるような料金表を提出してください。

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

 

１　記入欄が不足する場合は、遮宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、上段
　の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

連絡先
電話番号

Email

（（定定期期巡巡回回・・随随時時対対応応型型訪訪問問介介護護看看護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事
 

業
 

所

所在地

添付書類 別添のとおり

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数

訪問介護員等
オペレーター 看護職員

理学・作業療法士、
言語聴覚士

うち計画作成
責任者定期巡回サービス 随時訪問サービス

管
 

理
 

者

住所

付付表表第第二二号号（（一一））      定定期期巡巡回回・・随随時時対対応応型型訪訪問問介介護護看看護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
 

業
 

所
所在地

連絡先
電話番号

Email

連携する訪問看護事業所
（連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

実施する場合のみ記載） 住所

他の事業所、施設等の職務との兼
務（兼務の場合のみ記入） 兼務先のサービス種別、兼

務する職種及び勤務時間等

兼務先の名称、所在地

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

名称

（郵便番号 －

名称

（郵便番号 －

フリガナ

名　称

（郵便番号  －   ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線） FAX番号

（（定定期期巡巡回回・・随随時時対対応応型型訪訪問問介介護護看看護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

（（参参考考））      定定期期巡巡回回・・随随時時対対応応型型訪訪問問介介護護看看護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■■連連携携すするる訪訪問問看看護護事事業業所所

連携する訪問看護事業所
（連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

実施する場合のみ記載） 住所

  ）

連携する訪問看護事業所
（連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

実施する場合のみ記載） 住所

  ）

■■複複数数事事業業所所

事
 

業
 

所

所在地

連絡先
電話番号

Email

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

－  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

 － ）

兼務先の名称、所在地

か所

－  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考

付付表表第第二二号号（（二二））  夜夜間間対対応応型型訪訪問問介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

○人員に関する基準の確認に必要な事項

オペレーションセンターの有無

オペレーションセンターの設置数

氏  名

生年月日

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号 

随時訪問サービス

専従 兼務 専従

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務
（兼務の場合に記入）

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務時間等

常  勤（人）

従業者の職種・員数
訪問介護員等

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、上段の表
　に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

所在地

（郵便番号

（（夜夜間間対対応応型型訪訪問問介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事

業

所

フリガナ

名　称

非常勤（人）

兼務 専従 兼務 専従 兼務

オペレーター 面接相談員
定期巡回サービス

有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■■複複数数事事業業所所

－  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（（参参考考））    夜夜間間対対応応型型訪訪問問介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

（（夜夜間間対対応応型型訪訪問問介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事

業

所

フリガナ

名　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）



− 69 −

厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

 －       ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線）

  －

事業所番号

㎡ 人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

付付表表第第二二号号（（三三））  地地域域密密着着型型通通所所介介護護（（療療養養通通所所介介護護））事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 FAX番号

Email

共生型サービスの該当有無

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号  ）

氏  名

生年月日

他の事業所、施設等の職
務との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種別、兼務
する職種及び勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）							

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

金曜日 土曜日 祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

金曜日 土曜日 祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

金曜日 土曜日 祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

添付書類 別添のとおり

有 無

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

 －       ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線）

㎡ 人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

 

備考

（（地地域域密密着着型型通通所所介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事
　
業
　
所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

連絡先
電話番号 FAX番号

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

サービス提供時間

利用定員

土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

営業日
（該当に〇）

祝日日曜日

添付書類 平面図

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　機能訓練指導員については、生活相談員、看護職員又は介護職員と兼務しない場合にのみ記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、上段の表に出張
　所に勤務する従業者も含めて記載してください。
５　サービス提供時間は、送迎時間を除きます。

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○設備に関する基準の確認に必要な事項

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

■■ササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

（（参参考考））    地地域域密密着着型型通通所所介介護護（（療療養養通通所所介介護護））事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務

非常勤（人）

常  勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従

○設備に関する基準の確認に必要な事項

兼務

　　　　　営業時間

土曜日 祝日
営業日

（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

その他（年末年始休日等）

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

金曜日 土曜日 祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
６

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

金曜日 土曜日 祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

 －       ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線）

㎡ 人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

人

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：

： ～ ：
： ～ ：

人

（（地地域域密密着着型型通通所所介介護護事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

■■複複数数事事業業所所又又ははササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

事
　
業
　
所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積 利用定員（同時利用）

連絡先
電話番号 FAX番号

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間

利用定員

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
６

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日
（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

その他（年末年始休日等）

　　　　　営業時間

祝日

日曜日・祝日

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日

土曜日

サービス提供時間
利用定員

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

－  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

 － ）

事業所番号

㎡ 人

人

人

人

利用定員（同時利用）

他の事業所、施設等の
職務との兼務

（兼務の場合のみ記
入）

兼務先の名称、所
在地

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務時

間等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務

付付表表第第二二号号（（四四））  認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項（（単単独独型型・・併併設設型型））

事

業

所

法人番号

フリガナ

名　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

事業の実施形態

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号 

氏  名

生年月日

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

非常勤（人）

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

添付書類 別添のとおり

併設型単独型

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

－   ）

都 道 市 区

府 県 町 村

㎡ 人

人

人

人

備考

利用定員（同時利用）

火曜日 水曜日

（（認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事

業

所

フリガナ

名　称

所在地

  （郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

：

月曜日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ～

：

木曜日 金曜日 土曜日 祝日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日

：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ：

：

～

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

土曜日 ： ～

金曜日 土曜日 祝日

利用定員

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

その他（年末年始休日等）

火曜日 水曜日 木曜日

：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

営業時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

利用定員

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

： ～ ：

利用定員

：

サービス提供時間

１
２
３
４

５

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日

： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　機能訓練指導員については、生活相談員、看護職員又は介護職員と兼務しない場合にのみ記載してください。
　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者について
は、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。
　サービス提供時間は、送迎時間を除きます。

： ～ ：

土曜日

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
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運
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標
準
指
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等
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

人

人

（（参参考考））  認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項（（単単独独型型・・併併設設型型））記記入入欄欄
不不足足時時のの資資料料

■■ササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務

常  勤（人）

兼務 専従 兼務 専従 専従

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

非常勤（人）

金曜日 土曜日 祝日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

兼務

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等
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Web 1　指定に関する事務処理関係

－   ）

都 道 市 区

府 県 町 村

㎡ 人

人

人

（（認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

■■複複数数事事業業所所又又ははササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

事

業

所

フリガナ

名　称

所在地

  （郵便番号

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

連絡先
電話番号 （内線） FAX番号

利用定員（同時利用）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
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ー
ム
）

前
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等
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

－ ）
都 道 市 区

府 県 町 村

－   ）

事業所番号

人

㎡ 人

人

人

人

利用定員（同時利用）

本体の事業所等の入居者を含めた利用者数

他の事業所、施設等の
職務との兼務

（兼務の場合のみ記
入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種
別、兼務する職種及び

勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

～ ：

添付書類 別添のとおり

サービス提供時間 ： ～ ：

利用定員

：

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

その他（年末年始休日等）

日曜日・祝日 ：

営業時間 ： ～

常  勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

非常勤（人）

曜日ごとに
異なる場合

記入

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

兼務 専従 兼務 専従

介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務

非常勤（人）

～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員又は介護従業者 機能訓練指導員

：

利用定員

サービス提供時間 ：

専従 兼務

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

計画作成担当者 医   師 栄養士 介護支援専門員

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員又は介護従業者 機能訓練指導員

：

利用定員

サービス提供時間 ：

兼務

非常勤（人）

専従 兼務

常  勤（人）

：

：

～

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

非常勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

非常勤（人）

兼務兼務 専従

常  勤（人）

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員又は介護従業者

計画作成担当者 医   師 栄養士 介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務 専従

機能訓練指導員

専従 兼務

常  勤（人）

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

生年月日

本体事業種別

○設備に関する基準の確認に必要な事項

常  勤（人）

専従

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号

付付表表第第二二号号（（五五））  認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項　（（共共用用
型型））

事

業

所

法人番号

フリガナ

名　称

FAX番号（内線）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

常  勤（人）

氏  名

計画作成担当者 医   師 栄養士

専従 兼務

その他（年末年始休日等）

：

～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日

専従 兼務専従 兼務

非常勤（人）

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～

営業時間 ：

地域密着型特定施設認知症対応型共同生活介護事業所 地域密着型介護老人福祉施設

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
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運
営
標
準
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指
針
等
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Web 1　指定に関する事務処理関係

－ ）
都 道 市 区

府 県 町 村

㎡ 人

人

人

人

備考

利用定員（同時利用）

名　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線）

利用定員

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　機能訓練指導員については、生活相談員、看護職員又は介護職員と兼務しない場合にのみ記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、
　従業者については、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。
５　サービス提供時間は、送迎時間を除きます。

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日

：土曜日 ： ～

： ～ ：

： ～ ：

祝日

利用定員

その他（年末年始休日等）

営業時間

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

日曜日・祝日 ： ～ ：

サービス提供時間 ： ：

～ ：

～

営業時間 ： ～ ：

日曜日 月曜日

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

土曜日 ： ～ ：
曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ：

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日・祝日 ： ～

その他（年末年始休日等）

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

：

： ～

～ ：

利用定員

：

月曜日

サービス提供時間 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ～

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ：

：

土曜日

火曜日 水曜日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日

：

木曜日 金曜日 土曜日 祝日

：

FAX番号

（（認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事

業

所

フリガナ

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

人

人

人

～ ：

～ ：

利用定員

サービス提供時間 ：

：

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ：

営業時間 ： ～

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）

専従 兼務

常  勤（人）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

兼務 専従 兼務 専従 兼務

計画作成担当者

～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
６

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員又は介護従業者 機能訓練指導員

：

利用定員

サービス提供時間 ：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

日曜日・祝日 ： ～ ：

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

その他（年末年始休日等）

非常勤（人）

兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員又は介護従業者 機能訓練指導員

専従 兼務 専従

常  勤（人）

：

：

：

土曜日 ： ～

日曜日・祝日 ： ～

利用定員

サービス提供時間 ：

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

～ ：

～

常  勤（人）

曜日ごとに
異なる場合

記入

平日 ：

計画作成担当者 医   師

金曜日

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 土曜日 祝日

兼務 専従 兼務 専従 専従

栄養士

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

兼務

介護職員又は介護従業者 機能訓練指導員

専従 兼務

常  勤（人）

非常勤（人）

介護支援専門員

専従 兼務

（（参参考考））    認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項（（共共用用型型））記記入入欄欄不不足足時時のの
資資料料

■■ササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員

常  勤（人）

非常勤（人）

医   師 栄養士 介護支援専門員

専従 兼務 専従

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

専従 兼務 専従 兼務

非常勤（人）

計画作成担当者 医   師 栄養士 介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等
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料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）



− 80 −

Web 1　指定に関する事務処理関係

主な診療科名

（（参参考考））　　認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項  記記入入欄欄不不足足
時時のの資資料料

■■協協力力医医療療機機関関

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

－ ）

都 道 市 区

府 県 町 村

㎡ 人

人

人

人

利用定員（同時利用）

： ～ ：

利用定員

サービス提供時間

土曜日 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
６

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ：

：

利用定員

サービス提供時間 ： ～

： ～ ：

～ ：
曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～

その他（年末年始休日等）

：

：

土曜日 ：

営業時間 ： ～

日曜日・祝日

～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日

：

利用定員

サービス提供時間 ：

木曜日 金曜日 土曜日 祝日

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

：

土曜日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

連絡先
電話番号

水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

（（認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

■■複複数数事事業業所所又又ははササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

事

業

所

フリガナ

名　称

所在地

（郵便番号

（内線） FAX番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
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運
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標
準
指
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指
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等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）



− 81 −

厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－  ）

事業所番号

人

人

 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

人

人

備考

付付表表第第二二号号（（六六））　小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

Email

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

氏  名

生年月日

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務
との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種
別、兼務する職種 及び

勤務時間等

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
介護従業者 看護職員 介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人）

常勤換算後の人数（人）

通いサービスの利用者数（推定数を記入） 人

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

個室以外の宿泊室の合計面積 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

宿泊サービスの利用定員

建物の構造

添付書類 別添のとおり

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人

（（小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合のの記記載載事事項項））

事

業

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線）

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　「協力歯科医療機関」がある場合は、「協力医療機関」欄に併せて記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、
　上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員

建物の構造

個室以外の宿泊室の合計面積 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

FAX 番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

人

耐火建築物
宿泊サービスの利用定員

準耐火建築物 その他

人

耐火建築物
宿泊サービスの利用定員

準耐火建築物 その他

指
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Web 1　指定に関する事務処理関係

 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（（参参考考））　小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資
料料

■■協協力力医医療療機機関関

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

（（小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合のの記記
載載事事項項））

■■複複数数事事業業所所

事

業

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

建物の構造

人個室以外の宿泊室の合計面積

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員 人人

耐火建築物
宿泊サービスの利用定員

準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
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針
等
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

  －  ）

都 道 市 区

府 県 町 村

  －  ）

戸

人 人 人 人

人 人 人

備考

付付表表第第二二号号（（七七））　認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

Email

管

理

者

フリガナ

住所

（郵便番号

事業所番号

氏  名

生年月日

他の事業所、施設
等の職務との兼務
（兼務の場合のみ

記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種別、兼務
する職種及び勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

本体施設の有無 本体施設名称 事業所番号

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

○人員に関する基準の確認に必要な事項

共同生活住居数 ① ② ③

兼務 専従 兼務

計画作成担当者
従業者の職種・員数

介護従業者 介護従業者 介護従業者

専従 兼務 専従 兼務 専従

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　「協力歯科医療機関」がある場合は、「協力医療機関」欄に併せて記載してください。

利用者数(推定数を記入) 合計

利用定員

○設備に関する基準の確認に必要な事項

建物の構造

添付書類 別添のとおり

常勤換算後の人数（人）

非常勤（人）

常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

耐火建築物 準耐火建築物 その他

有 無

指
定
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す
る
事
務
処
理
関
係
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Web 1　指定に関する事務処理関係

主な診療科名

（（参参考考））　　認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項  記記入入欄欄不不足足
時時のの資資料料

■■協協力力医医療療機機関関

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
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標
準
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

 －  ）
都　道 市　区

府　県 町　村

（内線） FAX 番号

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅
（郵便番号  －  ）

兼務先の名称、所在地 事業所番号

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人 （前年の平均値、新規の場合は推定数を記入）
人

人

備考

付付表表第第二二号号（（八八））  地地域域密密着着型型特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

Email
連絡先

電話番号

施設の区分
（該当に○）

施設開設年月日

管

理

者

フリガナ

住所氏  名

生年月日

他の事業所、施設等の
職務との兼務

（兼務の場合のみ記入） 兼務先のサービス種別、兼務する
職種及び勤務時間等

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

常  勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

計画作成担当者

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

利用者数（推定数を記入）
要介護者

○設備に関する基準の確認に必要な事項

入居定員

建物の構造

添付書類 別添のとおり
耐火建築物

人

準耐火建築物 その他

指
定
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る
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務
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理
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係
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

名称 主な診療科名

（（参参考考））    地地域域密密着着型型特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医療
機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

－ ）

都　道 市　区

府　県 町　村

（内線） FAX 番号

（郵便番号  － ）

事業所番
号

事業所番号
事業の実施形態

専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務

専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務

人

人 人

㎡ ㎡

㎡ ㎡

ｍ ｍ

ｍ ｍ

人

専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務

専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務 専 従 ＊兼務

人

人 人

㎡ ㎡

㎡ ㎡

ｍ ｍ

ｍ ｍ

人

備考

入所定員

添付書類 別添のとおり

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　「短期入所生活介護を実施している場合の事業の実施形態（空床型・併設型の別）」については、空床型・併設型のいずれか一方又は両方にチェックを
　してください。
３　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
４　従業者の職種・員数の「＊兼務」欄は、短期入所生活介護以外との兼務を行う従業者について記載してください。
５　介護支援専門員に代えて介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある生活相談員等を配置する場合には、その員数は、「介護支援専門員等」
　欄に記載してください。
６　短期入所生活介護を実施していない場合は、短期入所生活介護の「設備に関する基準の確認に必要な事項」欄については、記載不要です。

廊
下

片廊下の幅

中廊下の幅

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

人（推定数を記入）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

地域密着型介護老人福祉施設 短期入所生活介護

居
室

１室の最大定員

非常勤（人）

入所者１人あたりの最小床面積

食堂と機能訓練室の合計面積

常勤換算後の人数（人）

地域密着型介護老人福祉施設及び短期入
所生活介護従事人数

常  勤（人）

常勤換算後の人数（人）

入所者数（推定数を記入） 短期入所利用者数（併設型の場合）

栄養士 機能訓練指導員 介護支援専門員等 栄養士を配置しない
場合の措置

生活相談員 介護職員 看護職員

地域密着型介護老人福祉施設及び短期入
所生活介護従事人数

常  勤（人）

非常勤（人）

入所定員

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医   師

○設備に関する基準の確認に必要な事項

地域密着型介護老人福祉施設 短期入所生活介護

居
室

１室の最大定員

廊
下

片廊下の幅

中廊下の幅

入所者１人あたりの最小床面積

食堂と機能訓練室の合計面積

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

入所者数（推定数を記入） 短期入所利用者数（併設型の場合） 人（推定数を記入）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

介護形式（いずれか一方を選択） 従来型 ユニット型

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
医   師 生活相談員 介護職員 看護職員

栄養士 機能訓練指導員 介護支援専門員等 栄養士を配置しない
場合の措置

地域密着型介護老人福祉施設及び短期入
所生活介護従事人数

常  勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

地域密着型介護老人福祉施設及び短期入
所生活介護従事人数

常  勤（人）

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

本体施設の有無 本体施設名称

併設事業所の有無 短期入所生活介護の実施の有無

生年月日
管

理

者

ﾌﾘｶﾞﾅ

住所氏 名

他の事業所、施設等の職
務との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種
別、兼務する職種及び

勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

建物の構造

建物の構造

付付表表第第二二号号（（九九））  地地域域密密着着型型介介護護老老人人福福祉祉施施設設入入所所者者生生活活介介護護のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

施

設

法人番号

フリガナ

名  称

所在地

（郵便番号

連 絡 先
電話番号

Email

有 無
空床利用型 併設事業所有 無 有 無

人

耐火建築物
ｍ

準耐火建築物
ｍ

その他

人

耐火建築物 準耐火建築物 その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

■協力医療機関

名称 主な診療科名

（（参参考考））    地地域域密密着着型型介介護護老老人人福福祉祉施施設設入入所所者者生生活活介介護護のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

法人番号

フリガナ

名　称

 －

都　道 市　区

府　県 町　村

電話番号 （内線） FAX番号

Email

事業所番号

フリガナ （郵便番号  －   ）

氏名

生年月日

兼務先の名
称、所在地

事業所番号

名称

名称

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

人

㎡

室 室

㎡ 人

人

人 人

人

フリガナ

名　称

      －      ）

都　道 市　区

府　県 町　村

電話番号 （内線） FAX番号

Email

㎡

室 室

㎡ 人

人

人 人

備考

付付表表第第二二号号（（十十））   複複合合型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事

業

所
所在地

（郵便番号      ）

訪問看護事業所の指
定の有無

種別

名称

連絡先

協力医療
機関

主な診療科名

主な診療科名

管

理

者

住所

通いサービスの利用者数（推定数を記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
介護従事者 うち看護職員 介護支援専門員

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居間及び食堂の合計面積

個室の宿泊室
うち床面積6.4㎡以上7.43㎡未満の宿泊室

（病院又は診療所である場合）

個室以外の宿泊室の合計面積
宿泊サービスの利用定員から

個室の定員数を減じた数

登録定員

通いサービスの利用定員 宿泊サービスの利用定員

利用者の推定数

所在地

（郵便番号

建物の構造

添付書類 別添のとおり

（（複複合合型型ササーービビスス事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合のの記記載載事事項項））

事

業

所

連絡先

他の事業所、施設等の
職務との兼務の有無

（兼務の場合のみ記入）

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

兼務先のサービ
ス種別、兼務する
職種及び勤務時

間等

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　「協力歯科医療機関」がある場合は、「協力医療機関」欄に併せて記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、
　上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

登録定員

通いサービスの利用定員 宿泊サービスの利用定員

建物の構造

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居間及び食堂の合計面積

個室の宿泊室
うち床面積6.4㎡以上7.43㎡未満の宿泊室

（病院又は診療所である場合）

個室以外の宿泊室の合計面積
宿泊サービスの利用定員から

個室の定員数を減じた数

有 無 病院 診療所 訪問看護ステーション

人

別添のとおり

耐火建築物 準耐火建築物 その他

人
耐火建築物

宿泊サービスの利用定員

準耐火建築物
宿泊サービスの利用定員

その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

名称

名称

名称

フリガナ

名　称

      －      ）

都　道 市　区

府　県 町　村

電話番号 （内線） FAX番号

Email

㎡

室 室

㎡ 人

人

人 人

（（複複合合型型ササーービビスス事事業業所所をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合のの記記載載事事項項））

■■複複数数事事業業所所

（（参参考考））   複複合合型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■■協協力力医医療療機機関関

協力医療
機関

主な診療科名

主な診療科名

主な診療科名

建物の構造

○設備に関する基準の確認に必要な事項

居間及び食堂の合計面積

個室の宿泊室
うち床面積6.4㎡以上7.43㎡未満の宿泊室

（病院又は診療所である場合）

個室以外の宿泊室の合計面積
宿泊サービスの利用定員から

個室の定員数を減じた数

登録定員

通いサービスの利用定員 宿泊サービスの利用定員

事

業

所

所在地

（郵便番号

連絡先

人
耐火建築物

宿泊サービスの利用定員

準耐火建築物
宿泊サービスの利用定員

その他

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（地域密着型）

 －     ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－ )

兼務先の名
称、所在地

人

備考

付付表表第第二二号号（（十十一一））    指指定定居居宅宅介介護護支支援援事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

Email

住所

（郵便番号

氏　　名

生年月日

兼  務

常  勤（人）

管
 

理
 

者

フリガナ

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

非常勤（人）

事業開始時の利用者の推定数

添付書類 別添のとおり

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数（人）
介護支援専門員

専  従

兼務先のサービス
種別、兼務する職
種及び勤務時間

等

事業所番号

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の
職務との兼務

（兼務の場合のみ記
入）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

 －     ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－ )

人

備考

付付表表第第二二号号（（十十二二））    指指定定介介護護予予防防支支援援事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

　

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

Email

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数（人）
担当職員

専従 兼務

他の事業所、施設等の
職務との兼務

（兼務の場合のみ記
入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼
務する職種及び勤務時間

等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

（郵便番号

氏　　名

生年月日管
 

理
 

者

フリガナ

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　担当職員については、指定居宅介護支援事業者である場合は介護支援専門員について記載してください。

事業開始時の利用者の推定数

添付書類 別添のとおり

常  勤（人）

非常勤（人）

住所

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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厚生労働大臣が定める様式（総合事業）

別紙様式第三号（一）

年 月 日

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

年 月 日

事業所の名称 （変更前）

事業所の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

事業所の建物の構造及び平面図並びに設備の概要 （変更後）

利用者の推定数、利用者の定員

事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所

運営規程

その他

備考 １
２
　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してくださ
い。
なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内
容を入力、付表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変
更後の内容が具体的に分かるように入力してください。

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

登記事項証明書・条例等（当該事業に関するものに限る。）

サービスの種類

変更年月日

指定内容を変更した事業所等

名称

所在地

法人番号

変更届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
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指
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等

（
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料
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第三号（二）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

年 月 日

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付してください。

サービスの種類

再開した年月日

再開した事業所

名称

所在地

法人番号

再開届出書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
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人
ホ
ー
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）

前
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等
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有
料
老
人
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ー
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厚生労働大臣が定める様式（総合事業）

別紙様式第三号（三）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

月 日休止予定期間 休止日 ～ 年

日

廃止・休止する理由

現にサービスを
受けている者に対する措置

廃止・休止する年月日 年 月

サービスの種類

廃止・休止の別 廃止 ・ 休止

廃止（休止）する事業所

名称

所在地

法人番号

廃止・休止届出書

市（区・町・村）長殿 所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

別紙様式第三号（四）

 指定介護予防・日常生活支援総合事業事業所

年 月 日

申請者

　  介護保険法に規定する事業所に係る指定を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

介護保険事業所番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

備考

指定申請書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

フリガナ
生年
月日

代表者職名・氏名

法人番号

申

請

者

フリガナ

連絡先
Email

氏　名

代表者の住所

（郵便番号

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

法人等の種類

代表者の職名・氏名・
生年月日

職名

介護予防訪問介護相当サービス
付表第
三号
（一）

　　　  法人の吸収合併又は吸収分割における指定申請時に☑

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る

事
業
所
の
種
類

同一所在地において行う事業等の種類
指定申請

対象事業等
（該当事業に○）

既に指定（登録）を受け
ている事業等

（該当事業に○）

指定申請をする事業等
の開始予定年月日

緩和した基準による訪問型サービス（定率）

緩和した基準による訪問型サービス（定額）

付表第
三号
（二）

緩和した基準による通所型サービス（定率）

緩和した基準による通所型サービス（定額）

１
２

３

４
５

６

　「指定申請対象事業等」「既に指定（登録）を受けている事業等」の欄は、該当する欄に「○」を記入してください。
法人等の種類は、「社会福祉法人（社協以外）」、「社会福祉法人（社協）」、「医療法人」、「社団・財団」、「営利法人」、

「非営利法人（ＮＰＯ）」、「農協」、「生協」、「その他法人」、「地方公共団体（都道府県）」、「地方公共団体（市町村）」、
「地方公共団体（広域連合・一部事務組合等）」、「非法人」、「その他」のいずれかを記入してください。

様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はありません。
また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してください。ただし、建物名
や部屋番号を追記することも可能です。
　指定を受けようとする事業所の種類に応じた付表と必要書類を添付してください。

「介護予防訪問介護相当サービス」「介護予防通所介護相当サービス」は介護保険法施行規則第140条の63の６第１
号で定める基準に基づき行われるサービスを指します。

「緩和した基準による訪問型サービス（定率）」「緩和した基準による訪問型サービス（定額）」「緩和した基準による通
所型サービス（定率）」「緩和した基準による通所型サービス（定額）」は介護保険法施行規則第140条の63の６第２号で
定める基準に基づき行われるサービスを指します。

　基準該当通所介護

　地域密着型通所介護

既に指定（登録）を受けてい
る事業所の種類（該当に〇）

　訪問介護

　基準該当訪問介護

　通所介護

指定を受けている他市町村名

様 式

介護予防通所介護相当サービス
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定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係
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厚生労働大臣が定める様式（総合事業）

別紙様式第三号（五）

年 月 日

申請者

　  介護保険法に規定する事業所に係る指定の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

法人番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考

指定更新申請書

市（区・町・村）長殿
所在地

名称

代表者職名・氏名

申
　
請
　
者

フリガナ

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

氏　名

代表者の住所

（郵便番号

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名

フリガナ 生年月日

事
 

業
 

所

事業等の種類 介護保険事業所番号

指定有効期間満了日

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

フリガナ

名称

所在地

（郵便番号

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

管
理
者

フリガナ

生年月日
氏名

住所

（郵便番号

１
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要は
ありません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載して
ください。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。
　「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が
２つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

付付表表第第三三号号（（一一））  訪訪問問型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項  

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

- ）

- ）

（（訪訪問問型型ササーービビスス事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

１
２
３

４

サービス種類（該当に〇） 介護予防訪問介護相当サービス 緩和した基準による訪問型サービス
定率

定額

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

氏    名

生年月日

管
 

理
 

者

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施設
等の職務との兼務
（兼務の場合のみ

記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス
種別、兼務する職種

及び勤務時間等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
訪問介護員等

専  従 兼  務

常　勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

利用者の推定数（人）

サービス提供
責任者

※介護予防訪問介護相当サー
ビス該当時

フリガナ
住所

フリガナ
住所

添付書類 別添のとおり

（郵便番号

氏　名

（郵便番号

氏　名

備考 　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者について
は、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。
　　「介護予防訪問介護相当サービス」は介護保険法施行規則第140条の63の６第１号で定める基準に基づき行われるサービスを、「緩和した基
準による訪問型サービス」は介護保険法施行規則第140条の63の６第２号で定める基準に基づき行われるサービスを指します。

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

事
 

業
 

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号
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厚生労働大臣が定める様式（総合事業）

（（参参考考））  訪訪問問型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■■ササーービビスス提提供供責責任任者者
- ）

- ）

- ）

- ）

（（訪訪問問型型ササーービビスス事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））
■■複複数数事事業業所所

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

サービス提供責任者
※介護予防訪問介護相当サー

ビス該当時

フリガナ
住所

（郵便番号

氏　名

氏　名

フリガナ
住所

（郵便番号

氏　名

フリガナ
住所

（郵便番号

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

氏　名

フリガナ
住所

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係
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料
老
人
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ー
ム
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Web 1　指定に関する事務処理関係

付付表表第第三三号号（（二二））  通通所所型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項     

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

㎡ 人利用定員（同時利用）

サービス種類（該当に〇） 介護予防通所介護相当サービス 緩和した基準による通所型サービス
定率

定額

事
 

業
 

所

法人番号
フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

兼務先の名称、所在地

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

氏    名

生年月日

管
 

理
 

者

フリガナ

住所

（郵便番号

他の事業所、施
設等の職務との

兼務
（兼務の場合の

み記入）

兼務先のサービス種別、
兼務する職種及び勤務

時間等

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

添付書類 別添のとおり

指
定
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す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
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厚生労働大臣が定める様式（総合事業）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

㎡ 人

 

火曜日 水曜日 木曜日

利用定員（同時利用）

（（通通所所型型ササーービビスス事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））

事
 

業
 

所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

サービス提供時間

：

土曜日

営業時間 ： ：

：： ～

金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

：

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
１

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

曜日ごとに
異なる場合記入

平日 ： ～

～

日曜日・祝日 ： ～

利用定員 人

： ～

：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
２

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ：

： ～ ：

： ～ ：

～ ：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
３

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

～ ：

土曜日

利用定員 人

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合記入

平日

その他（年末年始休日等）

：

営業時間 ： ～ ：

：

土曜日 ：

：

平日 ： ～

備考 １
２
３
４

５
６

　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
　機能訓練指導員については、生活相談員、看護職員又は介護職員と兼務しない場合にのみ記載してください。

当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従
業者については、上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。
　サービス提供時間は、 送迎時間を除きます。

「介護予防通所介護相当サービス」は介護保険法施行規則第140条の63の６第１号で定める基準に基づき行われるサービスを、
「緩和した基準による通所型サービス」は介護保険法施行規則第140条の63の６第２号で定める基準に基づき行われるサービスを指
します。

利用定員 人

添付書類 平面図

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ～

曜日ごとに
異なる場合記入

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
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導
指
針
等

（
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料
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係

（
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老
人
ホ
ー
ム
）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

㎡ 人

（（参参考考））  通通所所型型ササーービビスス事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項記記入入欄欄不不足足時時のの資資料料

■サービス提供単位４以降

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務

常　勤（人）

兼務 専従 兼務 専従

～

兼務 専従

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日

非常勤（人）

金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～ ：

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数
生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常　勤（人）

非常勤（人）

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

：

日曜日・祝日 ： ～ ：

土曜日 ： ～

：

利用定員 人

サービス提供時間 ： ～

（（通通所所型型ササーービビスス事事業業をを事事業業所所所所在在地地以以外外のの場場所所でで一一部部実実施施すするる場場合合））
■■複複数数事事業業所所又又ははササーービビスス提提供供単単位位４４以以降降

事
 
業
 
所

フリガナ

名　　称

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な事項

食堂及び機能訓練室の合計面積

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
４

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ：

利用定員（同時利用）

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ： ～ ：

土曜日 ： ～ ：

祝日

：

～

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

：

利用定員 人

サ
ー

ビ
ス
提
供
単
位
５

○設備に関する基準の確認に必要な事項

営業日（該当に〇）

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 祝日

その他（年末年始休日等）

営業時間 ： ～ ：

～ ：

土曜日 ： ～ ：

利用定員 人

：

サービス提供時間 ： ～ ：

日曜日・祝日 ： ～

曜日ごとに
異なる場合
記入

平日 ：

指
定
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る
事
務
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関
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運
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厚生労働大臣が定める様式（事務連絡）

指
定
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す
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務
処
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設
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運
営
標
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指
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指
針
等

（
有
料
老
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ー
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）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

　介護サービス事業者等が都道府県知事又は市町村
長に対して行う指定の申請や変更の届出等（以下
「指定申請等」という。）の手続については，社会保
障審議会介護保険部会介護分野の文書に係る負担軽
減に関する専門委員会等での議論を踏まえ，介護保
険法施行規則の一部を改正する省令（令和５年厚生
労働省令第46号）による改正後の介護保険法施行規
則（平成11年厚生省令第36号）において，厚生労働
大臣が定める様式により行うものとされました。
　今般，介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労
働大臣が定める様式（令和５年12月19日厚生労働省
告示第331号）において，介護保険法施行規則の規
定に基づき厚生労働大臣が定める様式をお示ししま
したので，下記内容をご確認の上で，指定申請等の
際の様式としていただくようお願いいたします。
　なお，施行期日までの間に，既に従来の様式を用
いて指定申請等の手続を進めている事業所につきま
しては，施行期日までに提出がなされる場合は，改
めて本様式にて申請する必要はないことを申し添え
ます。

記

１．施行期日
　　令和６年４月１日
２�．介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大

臣が定める様式名等
　�　【別紙１】〔略→６頁「厚生労働大臣が定める様
式」参照〕のとおり。

３．様式に関する留意事項
　�　【別紙１】の厚生労働大臣が定める様式は，変
更を加えずに使用ください。
　�　【別紙２】の標準様式についても，原則，変更
を加えずにご活用ください。
　　※�各種申請等に必要な書類は，ホームページに

てチェックリストをお示ししております。
４．様式の掲載場所
　�　厚生労働省ホームページ「指定申請等のウェブ
入力・電子申請について」
　�　https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.
html� 以上

【別紙２】標準様式

No. 分類 様式番号 様式・付表名 〔掲載頁〕

１ 基準該当 別紙様式第十号（一） 登録申請書 105

２ 別紙様式第十号（二） 変更届出書 107

３ 別紙様式第十号（三） 再開届出書 108

４ 別紙様式第十号（四） 廃止・休止届出書 109

５ 別紙様式第十号（五） 登録更新申請書 110

６ 居宅施設 標準様式１ 勤務表 111

７ 標準様式２ 受託居宅サービス事業所等 139

８ 標準様式３ 平面図 140

９ 標準様式４ 設備・備品等一覧表 141

10 標準様式５ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 142

11 標準様式６ 誓約書 143

12 標準様式７ 当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧 149

13 地域密着型 標準様式１ 勤務表 150

14 標準様式２ 管理者経歴書 187

15 標準様式３ 平面図 188

16 標準様式４ 設備等一覧表 189

17 標準様式５ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 190

（令和５年12月19日 厚生労働省老健局高齢者支援課／認知症施策・地域介護推進課／
老人保健課 事務連絡）

介護保険法施行規則の規定に基づき
厚生労働大臣が定める様式について
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18 標準様式６ 誓約書 191

19 標準様式７ 当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧 196

20 総合事業 標準様式１ 勤務表 197

21 標準様式２ 平面図 207

22 標準様式３ 設備等一覧表 208

23 標準様式４ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 209

24 標準様式５ 誓約書 210

〔令和６年３月25日事務連絡（211頁掲載）にあわせ一部修正〕
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別紙様式第十号（一）

基準該当居宅サービス事業所

基準該当介護予防サービス事業所

基準該当居宅介護支援事業所

基準該当介護予防支援事業所

年 月 日

申請者

　  基準該当事業所として、登録を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

法人番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

　　法人の吸収合併又は吸収分割における指定（許可）申請時に☑

訪問介護

訪問入浴介護

通所介護

短期入所生活介護

福祉用具貸与

介護予防訪問入浴介護

介護予防短期入所生活介護

介護予防福祉用具貸与

居宅介護支援事業

介護予防支援事業

基準該当事業所番号 （既に登録を受けている場合）

介護保険事業所番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

市（区・町・村）長　殿

登録申請をする事業等の
開始予定年月日

様　式

所在地

名称

指定居宅
付表第一号（二）

指定居宅
付表第一号（十三）

指定居宅
付表第一号（八）（九）

（十）

指定居宅
付表第一号（六）

指定居宅
付表第一号（二）登

録
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
の
種
類

法人等の種類

居
宅
サ
ー

ビ
ス

指定居宅

付表第一号（一）

既に登録を
受けている事業等
（該当事業に○）

登録申請
対象事業等

（該当事業に○）

（郵便番号

指定地域密着型
付表第二号（十一）

指定居宅
付表第一号（十三）

指定居宅

付表第一号（八）（九）
（十）

生年
月日

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

指定地域密着型
付表第二号（十二）

（郵便番号

氏　名

フリガナ

代表者職名・氏名

登録申請書

申

請

者

職名

連絡先

主たる事務所の
所在地

Email

代表者の職名・氏
名・生年月日

フリガナ

名称

代表者の住所

同一所在地において行う事業等の種類
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備考 　「登録申請対象事業等」「既に登録を受けている事業等」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。
　保険医療機関、保険薬局、老人保健施設又は老人訪問看護ステーションとして既に医療機関コード等が付番されてい
る場合には、そのコードを「医療機関コード等」欄に記載してください。複数のコードを有する場合には、適宜様式を補正し
て､その全てを記載してください。
　法人等の種類は、「社会福祉法人（社協以外）」、「社会福祉法人（社協）」、「医療法人」、「社団・財団」、「営利法人」、
「非営利法人（ＮＰＯ）」、「農協」、「生協」、「その他法人」、「地方公共団体（都道府県）」、「地方公共団体（市町村）」、「地
方公共団体（広域連合・一部事務組合等）」、「非法人」、「その他」のいずれかを記入してください。
　様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はありません。ま
た、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してください。ただし、建物名や部
屋番号を追記することも可能です。

１
２

３

４
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別紙様式第十号（二）

年 月 日

申請者

次のとおり登録を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

法人番号

年 月 日

事業所の名称 （変更前）

事業所の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所の建物の構造、専用区画等

利用者の推定数

（変更後）

運営規程

協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関

事業実施形態

（本体施設が特別養護老人ホームの場合の

空床型・併設型の別）

利用者、入所者又は入院患者の定員

福祉用具の保管・消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考 １　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
２ 　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。
　　なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付
表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分か
るように入力してください。

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業）

事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

サービスの種類

変更年月日

代表者職名・氏名

基準該当事業所番号

登録内容を変更した事業所等

名称

所在地

市（区・町・村）長　殿
所在地

名称

変更届出書
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係

（
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料
老
人
ホ
ー
ム
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　 別紙様式第十号（三）

年 月 日

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

法人番号

年 月 日

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付してください。

サービスの種類

再開した年月日

名称

代表者職名・氏名

基準該当事業所番号

再開した事業所

名称

所在地

再開届出書

市（区・町・村）長　殿
所在地
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指
定
に
関
す
る
事
務
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関
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設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

　 別紙様式第十号（四）

廃止・休止届出書

年 月 日

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

法人番号

年 月 日

年 月 日

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

現にサービス又は支援を
受けている者に対する措置

休止予定期間 休止日 ～

廃止・休止する年月日

廃止・休止する理由

サービスの種類

廃止・休止の別 廃止 ・ 休止

名称

代表者職名・氏名

基準該当事業所番号

廃止（休止）する事業所

名称

所在地

市（区・町・村）長　殿
所在地
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標
準
指
導
指
針
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前
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等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

別紙様式第十号（五）

基準該当居宅サービス事業所

基準該当介護予防サービス事業所

基準該当居宅介護支援事業所

基準該当介護予防支援事業所

登録更新申請書

年 月 日

申請者

　  基準該当事業所に係る登録の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

法人番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考 １
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要
はありません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載
してください。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。
　「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象
が２つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

住所

（郵便番号
管
理
者

フリガナ

生年月日
氏名

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

所在地

（郵便番号

事
 

業
 

所

事業等の種類 基準該当事業所番号

登録有効期間満了日

フリガナ

名称

代表者の住所

（郵便番号

生年月日

氏　名

Email

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名

フリガナ

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

名称

代表者職名・氏名

申
　
請
　
者

フリガナ

連絡先

市（区・町・村）長　殿 所在地
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ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（訪訪問問介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 サービス提供責任者

3 訪問介護員

※サービス提供責任者は介護訪問員から選任しますが、この場合は「サービス提供責任者」として1行にまとめて記入してください。

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(12)前3か月の利用者数をそれぞれの欄に入力してください。新規または再開の場合は、推定数とします。

　　　 当該指定訪問介護事業所が提供する指定訪問介護のうち、通院等乗降介助に該当するもののみを利用した者の当該月における利用者の数については、0.1人として計算してください。

　(13)【任意入力】 訪問介護員について、各欄に該当する数字を入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
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係
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料
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人
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ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（訪訪問問入入浴浴介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 看護職員

3 介護職員

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（居宅施設）
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（訪訪問問看看護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 看護職員

3 理学療法士

4 作業療法士

5 言語聴覚士

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(12)【任意入力】 看護職員について、各欄に該当する数字を入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24
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記
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憩
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間
1時

間
は
「
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憩
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間
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と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
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標準様式（居宅施設）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職
種
ご
と
の
勤
務
時
間
を
「
○
：
○
○
～
○
：
○
○
」
と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

21
～
30

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

1～
20

は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

・
通
所
介
護
に
お
け
る
「
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
」
に
は
、
「
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
は
含
め
て
差
し
支
え
な
い
」
と
し
て
お
り
、

　
「
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間
」
の
計
算
に
あ
た
っ
て
そ
の
休
憩
時
間
を
差
し
引
く
必
要
は
な
い
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
（
上
記
「
U」

列
）

平
成

年
度
介
護
報
酬
改
定
に
関
す
る

（
）
（
平
成

年
月

日
）

問
通
所
介
護
に
お
い
て
、
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
は
、
実
労
働
時
間
し
か
算
入
で
き
な
い
の
か
。
休
憩
時
間
は
ど
の
よ
う
に
取
扱
う
の
か
。

（
答
）
労
働
基
準
法
第

条
に
お
い
て
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
に
つ
い
て
は
、
確
保
す
べ
き
勤
務
延
時
間
数
に
含
め
て
差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
場
合
に
お
い
て
も
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
介
護
職
員
全
員
が
同
一
時
間
帯
に
一
斉
に
休
憩
を
取
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
介
護
職
員
が
常
時
１
名
し
か
配
置
さ
れ
て
い
な
い
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
当
該
職
員
が
休

憩
を
取
る
時
間
帯
に
、
介
護
職
員
以
外
で
利
用
者
に
対
し
て
直
接
ケ
ア
を
行
う
職
員
（
居
宅
基
準
第

条
第

項
第

号
の
生
活
相
談
員
又
は
同
項
第

号
の
看
護
職
員
）
が
配
置
さ
れ
て
い
れ
ば
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
の

規
定
を
満
た
す
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

こ
の
よ
う
な
取
扱
い
は
、
通
常
の
常
勤
換
算
方
法
と
は
異
な
り
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
に
お
い
て
必
要
な
労
働
力
を
確
保
し
つ
つ
ピ
ー
ク
タ
イ
ム
に
手
厚
く
配
置
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
な
ど
、
交
代
で
休
憩
を
取
得
し
た
と
し

て
も
必
ず
し
も
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下
に
は
繋
が
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
通
所
介
護
（
療
養
通
所
介
護
は
除
く
）
に
限
っ
て
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
管
理
者
は
従
業
者
の
雇
用
管
理
を
一
元
的
に
行
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
休
憩
時
間
の
取
得
等
に
つ
い
て
労
働
関
係
法
規
を
遵
守
す
る
こ
と
。

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
に
つ
い
て
も
同
様
の
考
え
方
と
す
る
。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（通通所所介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。（送迎時間は含まれません。）

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 生活相談員がサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 介護職員がサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(16) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

　(17) サービス提供時間（平均提供時間）を入力してください。（平均提供時間＝利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）

　(18) 確保すべき介護職員の勤務時間数が自動計算されます。（(15)(16)を入力しないと計算されません。）

 （参考）
　(19) 1日の職種別人員内訳が自動カウントされますので、誤りがないか確認してください。職種を追加したい場合は、機能訓練指導員の下に１種追加可能です。

　　　（追加した職種の人員内訳を自動計算させるためには、職種名称は(5)職種と一致させる必要があります。）

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（居宅施設）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
)事

業
所

に
お

け
る

常
勤

の
従

業
者

が
勤

務
す

べ
き

時
間

数
時

間
/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

事
業

所
全

体
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

数
単

位

単
位

目

(5
) 

当
該

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
 

～
（

計
時

間
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

予
定

4
0

1
6
0

3
0

1 1

通通
所所

リリ
ハハ

ビビ
リリ

テテ
ーー

シシ
ョョ

ンン

66
22
00
22
44

44

４
週 0

N
o

(6
)

職
種

(7
)

勤
務

形
態

(8
)

資
格

(9
) 

氏
　

名

(1
0
)

1

シ
フ

ト
記

号

(1
1
) 

1
～

4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
2
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
3
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

及
び

兼
務

す
る

職
務

の
内

容
）

等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

2

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

5

シ
フ

ト
記

号

3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

4

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

7

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

6

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

8

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
1

シ
フ

ト
記

号

9

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
0

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
2

シ
フ

ト
記

号

作
業

療
法

士

言
語

聴
覚

士

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

(1
5
) 

利
用

者
数

経
験

を
有

す
る

看
護

師

(1
4
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

内
の

勤
務

延
時

間
数

理
学

療
法

士

他
の

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
提

供
者

看
護

職
員

介
護

職
員
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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標準様式（居宅施設）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職
種
ご
と
の
勤
務
時
間
を
「
○
：
○
○
～
○
：
○
○
」
と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

21
～
30

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

1～
20

は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

・
通
所
介
護
に
お
け
る
「
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
」
に
は
、
「
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
は
含
め
て
差
し
支
え
な
い
」
と
し
て
お
り
、

　
「
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間
」
の
計
算
に
あ
た
っ
て
そ
の
休
憩
時
間
を
差
し
引
く
必
要
は
な
い
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
（
上
記
「
U」

列
）

平
成

年
度
介
護
報
酬
改
定
に
関
す
る

（
）
（
平
成

年
月

日
）

問
通
所
介
護
に
お
い
て
、
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
は
、
実
労
働
時
間
し
か
算
入
で
き
な
い
の
か
。
休
憩
時
間
は
ど
の
よ
う
に
取
扱
う
の
か
。

（
答
）
労
働
基
準
法
第

条
に
お
い
て
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
に
つ
い
て
は
、
確
保
す
べ
き
勤
務
延
時
間
数
に
含
め
て
差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
場
合
に
お
い
て
も
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
介
護
職
員
全
員
が
同
一
時
間
帯
に
一
斉
に
休
憩
を
取
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
介
護
職
員
が
常
時
１
名
し
か
配
置
さ
れ
て
い
な
い
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
当
該
職
員
が
休

憩
を
取
る
時
間
帯
に
、
介
護
職
員
以
外
で
利
用
者
に
対
し
て
直
接
ケ
ア
を
行
う
職
員
（
居
宅
基
準
第

条
第

項
第

号
の
生
活
相
談
員
又
は
同
項
第

号
の
看
護
職
員
）
が
配
置
さ
れ
て
い
れ
ば
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
の

規
定
を
満
た
す
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

こ
の
よ
う
な
取
扱
い
は
、
通
常
の
常
勤
換
算
方
法
と
は
異
な
り
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
に
お
い
て
必
要
な
労
働
力
を
確
保
し
つ
つ
ピ
ー
ク
タ
イ
ム
に
手
厚
く
配
置
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
な
ど
、
交
代
で
休
憩
を
取
得
し
た
と
し

て
も
必
ず
し
も
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下
に
は
繋
が
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
通
所
介
護
（
療
養
通
所
介
護
は
除
く
）
に
限
っ
て
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
管
理
者
は
従
業
者
の
雇
用
管
理
を
一
元
的
に
行
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
休
憩
時
間
の
取
得
等
に
つ
い
て
労
働
関
係
法
規
を
遵
守
す
る
こ
と
。

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
に
つ
い
て
も
同
様
の
考
え
方
と
す
る
。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務との兼務（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、所在地

兼務先のサービス種別、兼務する職種及び勤務時間等

添付書類 別添のとおり

備考 １　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。

非常勤（人）

利用者の推定数（人）

常　勤（人）

協力医療機関

名称 主な診療科名

○人員に関する基準の確認に必要な事項

従業者の職種・員数 看護職員 介護職員

専従 兼務 専従 兼務

名称

名称 主な診療科名

主な診療科名

氏    名

生年月日

Email

管 理 者

フリガナ

住所

（郵便番号

連絡先 電話番号 ＦＡＸ番号

フリガナ

付付表表第第一一号号（（二二））    訪訪問問入入浴浴・・介介護護予予防防訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項

事 業 所

法人番号

名　　称

所在地

（郵便番号

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（通通所所リリハハビビリリテテーーシショョンン））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。（送迎時間は含まれません。）

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 医師

2 理学療法士

3 作業療法士

4 言語聴覚士

5 看護職員

6 介護職員

7 経験を有する看護師

8 他のリハビリテーション提供者

（※）運動器リハビリテーションに関する理論、評価法等に関する基本的内容を含む研修であって、

　　　関係学会等により開催されているものを指します。

　　　具体的には、日本運動器リハビリテーション学会の行う運動器リハビリテーションセラピスト研修、

　　　全国病院理学療法協会の行う運動療法機能訓練技能講習会が該当します。

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 各職種（医師を除く）のサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

通所リハビリテーション又はこれに類するサービスに1年以上従事した経験を有する看護師とします。

定期的に適切な研修（※）を修了している看護師、准看護師、柔道整復師又はあん摩マッサージ師とします。

下記の記入方法に従って、入力してください。

備考

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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標準様式（居宅施設）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 利用者数を入力してください。利用者数は、前年度の平均値（前年度の利用者延数を当該前年度の日数で除して得た数。小数点第2位以下を切り上げ）とします。

　　  新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

6 計画作成担当者

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(13)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（福福祉祉用用具具貸貸与与・・特特定定福福祉祉用用具具販販売売））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 福祉用具専門相談員

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(12)【任意入力】 福祉用具専門相談員について、各欄に該当する数字を入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（居宅施設）
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、
   勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、
   入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（【【ユユニニッットト型型】】指指定定介介護護老老人人福福祉祉施施設設・・短短期期入入所所生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 入所者数（利用者数）を入力してください。入所者数（利用者数）は、前年度の平均値（前年度の入所者（利用者）延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　  小数点第2位以下を切り上げ）とします。新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) ユニットリーダーに以下の印をつけてください。

　　  ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下、「研修受講者」）　・・・　◎

　　  研修受講者ではない、ユニットにおけるケアに責任を持つ従業者　　　　・・・　○

　(6) ユニットに属する従業者（看護職員・介護職員）については、その属するユニット名を入力してください。

　　  記入の順序はユニットごとにまとめてください。また、夜勤時間帯に、２ユニットごとに1人以上の看護職員・介護職員を配置する場合は、

　　  原則、そのユニットを並べて記載してください。

　　  なお、夜勤時間帯に２ユニットを担当する従業者は、通常主に担当するユニット名を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 生活相談員

4 看護職員

5 介護職員

6 栄養士

7 機能訓練指導員

8 介護支援専門員

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　　　　  ※※ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修をを受受講講ししたた従従業業者者ににつついいててはは、、必必要要にに応応じじてて、、ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修修修了了証証のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、
   勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、
   入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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標準様式（居宅施設）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（【【ユユニニッットト型型】】指指定定介介護護老老人人保保健健施施設設・・短短期期入入所所療療養養介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 入所者数（利用者数／入院患者）を入力してください。入所者数は、前年度の平均値（前年度の入所者延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　  小数点第2位以下を切り上げ）とします。新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) ユニットリーダーに以下の印をつけてください。

　　  ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下、「研修受講者」）　・・・　◎

　　  研修受講者ではない、ユニットにおけるケアに責任を持つ従業者　　　　・・・　○

　(6) ユニットに属する従業者（看護職員・介護職員）については、その属するユニット名を入力してください。

　　  記入の順序はユニットごとにまとめてください。また、夜勤時間帯に、２ユニットごとに1人以上の看護職員・介護職員を配置する場合は、

　　  原則、そのユニットを並べて記載してください。

　　  なお、夜勤時間帯に２ユニットを担当する従業者は、通常主に担当するユニット名を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 薬剤師

4 看護職員

5 介護職員

6 支援相談員

7 理学療法士

8 作業療法士

9 言語聴覚士

10 栄養士

11 介護支援専門員

12 調理員

13 事務員

14 その他の従業者

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　　　　  ※※ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修をを受受講講ししたた従従業業者者ににつついいててはは、、必必要要にに応応じじてて、、ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修修修了了証証のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、
   勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、
   入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（【【ユユニニッットト型型】】介介護護医医療療院院））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) Ⅰ型療養床・Ⅱ型療養床の入所者の数をそれぞれ入力してください。入所者の数は、前年度の平均値（前年度の入所者延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　  小数点第2位以下を切り上げ）とします。新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) ユニットリーダーに以下の印をつけてください。

　　  ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下、「研修受講者」）　・・・　◎

　　  研修受講者ではない、ユニットにおけるケアに責任を持つ従業者　　　　・・・　○

　(6) ユニットに属する従業者（看護職員・介護職員）については、その属するユニット名を入力してください。

　　  記入の順序はユニットごとにまとめてください。また、夜勤時間帯に、２ユニットごとに1人以上の看護職員・介護職員を配置する場合は、

　　  原則、そのユニットを並べて記載してください。

　　  なお、夜勤時間帯に２ユニットを担当する従業者は、通常主に担当するユニット名を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 薬剤師

4 栄養士

5 看護職員

6 介護職員

7 理学療法士

8 作業療法士

9 言語聴覚士

10 介護支援専門員

11 診療放射線技師

12 調理員

13 事務員

14 その他の従業者

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　　　　  ※※ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修をを受受講講ししたた従従業業者者ににつついいててはは、、必必要要にに応応じじてて、、ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修修修了了証証のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（居宅施設）
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）
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（
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老
人
ホ
ー
ム
）

（標準様式２）

サービス フリガナ フリガナ

名称 名称

受受託託居居宅宅ササーービビスス事事業業者者がが事事業業をを行行うう事事業業所所のの名名称称及及びび所所在在地地並並びびにに当当該該事事業業者者のの名名称称及及びび所所在在地地

予防サー
ビスの場
合に○

事業者 事業所

所在地 所在地

指定訪問
介護

指定訪問
入浴介護

指定訪問
看護

指定訪問
リハビリ
テーショ
ン

指定通所
介護

指定通所
リハビリ
テーショ
ン

指定福祉
用具貸与

備考     １　訪問介護、訪問看護、通所介護については必ず記入してください。

         ２  記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。

指定認知
症対応型
通所介護
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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標準様式（居宅施設）
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サービス種類　（ ）

事業所名・施設名　（ ）

備備品品一一覧覧（（訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業及及びび介介護護予予防防訪訪問問入入浴浴介介護護事事業業ののみみ））

（標準様式４）

設設備備・・備備品品等等一一覧覧表表

チェック欄 設備の種類 設備基準上適合すべき項目

（例）消火設備その他非常災害に際して必要
な設備

チェック欄 備品の種類 品名 数量

備考 1　申請するサービス種類に関して、基準省令で定められた設備基準上適合すべき項目のうち、付表及び平面図で確認できる項目
以外の事項について記載してください。
2　「設備の種類」、「備品の種類」及び「設備基準上適合すべき項目」については、予め指定権者が、サービス毎に確認すべき内容
を本様式に記載し、申請者が「チェック欄」、「品名」及び「数量」を記入して提出する形とすることを推奨します。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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（標準様式５）

事業所又は施設名

申請するサービス種類

備考  上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記してください。

３  苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

４  その他参考事項

利利用用者者かかららのの苦苦情情をを処処理理すするるたためめにに講講ずずるる措措置置のの概概要要

措  置  の  概  要

１  利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

２  円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
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標準様式（居宅施設）
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年 月 日

都道府県知事    殿

（名称）

　申請者が別紙のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

（該当に○）

別紙⑤：　介護予防サービス事業所向け

（標準様式６）

誓誓　　約約　　書書

○○

申申請請者者        

（代表者の職名・氏名）

別紙①：　居宅サービス事業所向け

別紙②：　介護老人福祉施設向け

別紙③：　介護老人保健施設向け

別紙④：　介護医療院向け
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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（別紙①：居宅サービス事業所向け）
介護保険法第７０条第２項

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていないと
き。

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税
法の規定による国民健康保険税を含む。以下この号、第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七
号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三、第百十五条の二十二第二項第四号の三及び第二百三条第二項において「保険料等」という。）に
ついて、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受け
た日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。第
七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の
十二第二項第五号の三及び第百十五条の二十二第二項第四号の三において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定
を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条
の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者
であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三条第二
項において同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当
該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を
経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の
発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責
任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定
に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五
条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で
ない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であると
き。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定
居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本
文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号において同じ。）の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し、若しくはその事業に
重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じて
その事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事
業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法
人をいう。以下この章において同じ。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していない
とき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定
居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本
文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日
又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出
の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を
行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した
場合における当該特定の日をいう。）までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出
の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八 第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事
業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者
で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のある
ものであるとき。

十の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれか
に該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する
者であるとき。

十二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までの
いずれかに該当する者であるとき。
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（別紙②：介護老人福祉施設向け）
介護保険法第８６条第２項

一 第八十八条第一項に規定する人員を有しないとき。

二 第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護老人福祉施設の運営をすることができないと認められるとき。

三 当該特別養護老人ホームの開設者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又
は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

三の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの
者であるとき。

三の三 当該特別養護老人ホームの開設者が、健康保険法、地方公務員等共済組合法、厚生年金保険法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律の定めるところにより納付義務を
負う保険料、負担金又は掛金について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の
期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料、負担金又は掛金の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料、負担金又は掛金の納付義務を負
うことを定める法律によって納付義務を負う保険料、負担金又は掛金に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。

四 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であ
るとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護老人福祉施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指
定介護老人福祉施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考
慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

五 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が
あった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第九十一条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除
く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

五の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第九十二条第一項の規定による指定の
取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該特別養護老人ホームの開設者に当該検査
が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第九十一条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の
理由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六 当該特別養護老人ホームの開設者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

七 当該特別養護老人ホームの開設者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

ロ 第三号、第三号の二又は前号に該当する者

ハ この法律、国民健康保険法又は国民年金法の定めるところにより納付義務を負う保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下このハにおいて「保険料等」という。）
について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当
該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険
料等に限る。）を引き続き滞納している者

ニ 第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消された特別養護老人ホームにおいて、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による
通知があった日前六十日以内にその開設者の役員又はその長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（当該指定の取消しが、指定介護老人福祉施設の
指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護老人福祉施設の開設者による業務管理体制の整備につい
ての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する指定の取消しに該当しないこととすること
が相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。）

ホ 第五号に規定する期間内に第九十一条の規定による指定の辞退をした特別養護老人ホーム（当該指定の辞退について相当の理由がある特別養護老人ホームを除く。）において、
同号の通知の日前六十日以内にその開設者の役員又はその長であった者で当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないもの



− 146 −

Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（別紙③：介護老人保健施設向け）
介護保険法第９４条第３項

一 当該介護老人保健施設を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。

二 当該介護老人保健施設が第九十七条第一項に規定する療養室、診察室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設又は同条第二項の厚生労働省令及び都道府県の
条例で定める人員を有しないとき。

三 第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護老人保健施設の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人
である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又はその開設した介護老人保健施設の管理
者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないものである場合にお
いては、当該通知があった日前六十日以内に当該者の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。
ただし、当該許可の取消しが、介護老人保健施設の許可の取消しのうち当該許可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該介護老人保健施
設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該介護老人保健施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規
定する許可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又
は処分をしないことを決定する日までの間に第九十九条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して
五年を経過しないものであるとき。

七の二 申請者が、第百条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百四条第一項の規定による許可の取消しの処分に係る聴聞を行うか
否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合に
おける当該特定の日をいう。）までの間に第九十九条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五
年を経過しないものであるとき。

八 第七号に規定する期間内に第九十九条第二項の規定による廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該廃止につ
いて相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくはその開設した介護老人保健施設の管理者又は当該届出に係る第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもの（当該
廃止について相当の理由がある者を除く。）の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもので、その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号から第九号までのいずれかに該当
する者のあるものであるとき。
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（別紙④：介護医療院向け）
介護保険法第１０７条第３項

一 当該介護医療院を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。

二 当該介護医療院が第百十一条第一項に規定する療養室、診察室、処置室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設又は同条第二項の厚生労働省令及び都道府県の
条例で定める人員を有しないとき。

三 第百十一条第三項に規定する介護医療院の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護医療院の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

六 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

七 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

八 申請者が、第百十四条の六第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該許可を取り消された者
が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又はその開設した介護医療院の管理
者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないものである場合にお
いては、当該通知があった日前六十日以内に当該者の開設した介護医療院の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただ
し、当該許可の取消しが、介護医療院の許可の取消しのうち当該許可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該介護医療院の開設者による
業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該介護医療院の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する許可の取消しに該
当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

九 申請者が、第百十四条の六第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十三条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から
起算して五年を経過しないものであるとき。

十 申請者が、第百十四条の二第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十四条の六第一項の規定による許可の取消しの処分に係
る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を
通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十三条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日
から起算して五年を経過しないものであるとき。

十一 第九号に規定する期間内に第百十三条第二項の規定による廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該廃止につ
いて相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくはその開設した介護医療院の管理者又は当該届出に係る第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもの（当該廃止に
ついて相当の理由がある者を除く。）の開設した介護医療院の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

十二 申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十三 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十四 申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもので、その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号から第十二号までのいずれかに該
当する者のあるものであるとき。
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（別紙⑤：介護予防サービス事業所向け）
介護保険法第１１５条の２第２項

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の四第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしてい
ないとき。

三 申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び
運営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居
者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係
る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り
消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも
のを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防
止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責
任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入
居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分
に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を
取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな
いものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生
を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有してい
た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していない
とき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該
指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮し
て、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、
当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指定の取消しの処分に係
る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を
通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）
で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八 第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当
該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であっ
た者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する
者のあるものであるとき。

十の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までの
いずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれか
に該当する者であるとき。

十二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九
号までのいずれかに該当する者であるとき。
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（標準様式７）

フリガナ

氏　名

当当該該事事業業所所にに勤勤務務すするる介介護護支支援援専専門門員員一一覧覧

介護支援専門員番号
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週

(7
) 

氏
　

名

(8
)

(9
)1

～
4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
0
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
1
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

/
兼

務
す

る
職

務
の

内
容

）
等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

予
定

4
0

1
6
0

3
0
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、
　勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、
　入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（夜夜間間対対応応型型訪訪問問介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 オペレーター

3 訪問介護員

　(5) 面接相談員に印（○）をつけてください。

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
)事

業
所

に
お

け
る

常
勤

の
従

業
者

が
勤

務
す

べ
き

時
間

数
時

間
/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

事
業

所
全

体
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

数
単

位

単
位

目

(5
) 

当
該

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
 

～
（

計
時

間
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

生
活

相
談

員

看
護

職
員

介
護

職
員

機
能

訓
練

指
導

員

(1
4
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

内
の

勤
務

延
時

間
数

生
活

相
談

員

シ
フ

ト
記

号

看
護

職
員

介
護

職
員

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

(1
5
) 

利
用

者
数

(1
6
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

（
平

均
提

供
時

間
）

（
参

考
）

(1
7
) 

1
日

の
職

種
別

人
員

内
訳

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
2

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
0

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
1

シ
フ

ト
記

号

9

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

8

シ
フ

ト
記

号

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

7

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

6

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

4

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

5

シ
フ

ト
記

号

3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

2

シ
フ

ト
記

号

1

シ
フ

ト
記

号

(1
1
) 

1
～

4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
2
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
3
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

及
び

兼
務

す
る

職
務

の
内

容
）

等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

0

N
o

(6
)

職
種

(7
)

勤
務

形
態

(8
)

資
格

(9
) 

氏
　

名

(1
0
)

予
定

4
0

1
6
0

3
0

1 1

認認
知知

症症
対対

応応
型型

通通
所所

介介
護護

66
22
00
22
44

44
○○

○○
デデ

イイ
ササ

ーー
ビビ

スス

４
週
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職
種
ご
と
の
勤
務
時
間
を
「
○
：
○
○
～
○
：
○
○
」
と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

21
～
30

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

1～
20

は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

・
（
介
護
予
防
）
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
に
お
け
る
「
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
」
に
は
、
「
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
は
含
め
て
差
し
支
え
な
い
」
と
し
て
お
り
、

　
「
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間
」
の
計
算
に
あ
た
っ
て
そ
の
休
憩
時
間
を
差
し
引
く
必
要
は
な
い
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
（
上
記
「
U」

列
）

平
成

年
度
介
護
報
酬
改
定
に
関
す
る

（
）
（
平
成

年
月

日
）

問
通
所
介
護
に
お
い
て
、
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
は
、
実
労
働
時
間
し
か
算
入
で
き
な
い
の
か
。
休
憩
時
間
は
ど
の
よ
う
に
取
扱
う
の
か
。

（
答
）
労
働
基
準
法
第

条
に
お
い
て
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
に
つ
い
て
は
、
確
保
す
べ
き
勤
務
延
時
間
数
に
含
め
て
差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
場
合
に
お
い
て
も
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
介
護
職
員
全
員
が
同
一
時
間
帯
に
一
斉
に
休
憩
を
取
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
介
護
職
員
が
常
時
１
名
し
か
配
置
さ
れ
て
い
な
い
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
当
該
職
員
が
休

憩
を
取
る
時
間
帯
に
、
介
護
職
員
以
外
で
利
用
者
に
対
し
て
直
接
ケ
ア
を
行
う
職
員
（
居
宅
基
準
第

条
第

項
第

号
の
生
活
相
談
員
又
は
同
項
第

号
の
看
護
職
員
）
が
配
置
さ
れ
て
い
れ
ば
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
の

規
定
を
満
た
す
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

こ
の
よ
う
な
取
扱
い
は
、
通
常
の
常
勤
換
算
方
法
と
は
異
な
り
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
に
お
い
て
必
要
な
労
働
力
を
確
保
し
つ
つ
ピ
ー
ク
タ
イ
ム
に
手
厚
く
配
置
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
な
ど
、
交
代
で
休
憩
を
取
得
し
た
と
し

て
も
必
ず
し
も
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下
に
は
繋
が
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
通
所
介
護
（
療
養
通
所
介
護
は
除
く
）
に
限
っ
て
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
管
理
者
は
従
業
者
の
雇
用
管
理
を
一
元
的
に
行
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
休
憩
時
間
の
取
得
等
に
つ
い
て
労
働
関
係
法
規
を
遵
守
す
る
こ
と
。

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
に
つ
い
て
も
同
様
の
考
え
方
と
す
る
。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（認認知知症症対対応応型型通通所所介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。（送迎時間は含まれません。）

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 生活相談員・看護職員・介護職員のサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

　(16) サービス提供時間（平均提供時間）を入力してください。（平均提供時間＝利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）

 （参考）
　(17) 1日の職種別人員内訳が自動カウントされますので、誤りがないか確認してください。職種を追加したい場合は、機能訓練指導員の下に１種追加可能です。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
) 

事
業

所
に

お
け

る
常

勤
の

従
業

者
が

勤
務

す
べ

き
時

間
数

時
間

/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

利
用

者
数

（
通

い
サ

ー
ビ

ス
）

　
（

前
年

度
の

平
均

値
ま

た
は

推
定

数
）

人

(5
) 

日
中

／
夜

間
及

び
深

夜
の

時
間

帯
の

区
分

利
用

者
の

生
活

時
間

帯
（

日
中

）
～

夜
間

及
び

深
夜

の
時

間
帯

～

(1
0
)

（
宿

直
  
 ･

･･
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

シ
フ

ト
記

号

1
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

2
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

3
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

4
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

5
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

6
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

7
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

8
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

9
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
0

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
1

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
2

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
3

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
4

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
5

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
6

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

(1
4
) 

宿
直

①
　

（
上

記
に

お
け

る
該

当
者

の
NN
oo
を

記
載

）

(1
4
) 

宿
直

②
　

（
上

記
に

お
け

る
該

当
者

の
NN
oo
を

記
載

）

(1
5
) 

日
ご

と
の

通
い

サ
ー

ビ
ス

の
実

利
用

者
数

(1
6
) 

日
ご

と
の

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

の
実

利
用

者
数

(1
7
) 

介
護

従
業

者
の

日
中

の
勤

務
時

間
の

合
計

0

(1
8
) 

介
護

従
業

者
の

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

の
合

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
00

0
0

4
週

目
5
週

目

7
:0
0

2
0
:0
0

2
0
:0
0

7
:0
0

0
0

0
0

0

小小
規規

模模
多多

機機
能能

型型
居居

宅宅
介介

護護

66
22
00
22
44

44
○○

○○
ササ

ーー
ビビ

スス
４

週

N
o

(6
)

職
種

(7
)

勤
務

形
態

(8
) 

資
格

(9
) 

氏
　

名
日

中
／

夜
間

及
び

深
夜

の
区

分

予
定

4
0

1
6
0

3
0

(1
1
)1

か
月

の
勤

務
時

間
数

合
計

(1
2
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
3
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

/
兼

務
す

る
職

務
の

内
容

）
等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
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運
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標
準
指
導
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（
有
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有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

夜
間
及
び
深
夜

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

の
勤
務
時
間

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

1日
に
2回

勤
務
す
る
場
合

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

1日
に
2回

勤
務
す
る
場
合

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

：
～

（
）

～
～

（
）

1日
に
2回

勤
務
す
る
場
合

・
職
種
ご
と
の
勤
務
時
間
を
「
○
：
○
○
～
○
：
○
○
」
と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

18
～
33

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

18
～
33

以
外
は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

勤
務
時
間

日
中
の
時
間
帯

日
中
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 通いサービスの利用者数（前年度の平均値：前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数。小数点第２位以下を切り上げ）を入力してください。

　　  新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) 事業所における日中、夜間及び深夜の時間帯の区分を入力してください。

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 介護従業者 （正式名称：小規模多機能型居宅介護従事者）

3 介護支援専門員

4 計画作成担当者 （サテライトの場合に選択）

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 宿直の従業者の「No（ナンバー）」（本一覧表におけるNo）を記載してください。入力すると従業者の該当の日付のセルが に色づけされます。

　(15) 通いサービスの利用者数を入力してください。

　(16) 宿泊サービスの利用者数を入力してください。

　(17) 介護従業者の日中の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(18) 介護従業者の夜間・深夜の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））
令令

和和
((

))
年年

月月
事事

業業
所所

名名
（（

））
(1
)

(2
)

(3
) 

事
業

所
に

お
け

る
常

勤
の

従
業

者
が

勤
務

す
べ

き
時

間
数

時
間

/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

利
用

者
数

（
前

年
度

の
平

均
値

ま
た

は
推

定
数

）
人

(5
) 

事
業

所
の

共
同

生
活

住
居

（
ユ

ニ
ッ

ト
）

数
(6

) 
日

中
／

夜
間

及
び

深
夜

の
時

間
帯

の
区

分

ユ
ニ

ッ
ト

利
用

者
の

生
活

時
間

帯
（

日
中

）
～

ユ
ニ

ッ
ト

目
夜

間
及

び
深

夜
の

時
間

帯
～

(1
1
)

（
宿

直
  
 ･

･･
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

シ
フ

ト
記

号

1
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

2
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

3
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

4
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

5
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

6
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

7
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

8
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

9
日

中
の

勤
務

時
間

数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
0

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
1

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
2

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
3

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
4

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
5

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

1
6

日
中

の
勤

務
時

間
数

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

数

(1
5
) 

宿
直

①
　

（
上

記
に

お
け

る
該

当
者

の
NN
oo
を

記
載

）

(1
5
) 

宿
直

②
　

（
上

記
に

お
け

る
該

当
者

の
N N
oo
を

記
載

）

(1
6
) 

日
ご

と
の

実
利

用
者

数

(1
7
) 

介
護

従
業

者
の

日
中

の
勤

務
時

間
の

合
計

0

(1
8
) 

介
護

従
業

者
の

夜
間

・
深

夜
の

勤
務

時
間

の
合

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目
N
o

(7
)

職
種

(8
)

勤
務

形
態

(9
) 

資
格

(1
0
) 

氏
　

名
日

中
／

夜
間

及
び

深
夜

の
区

分

2
0
:0
0

7
:0
0

予
定

4
0

1
6
0

3
0

(1
2
)1

か
月

の
勤

務
時

間
数

合
計

(1
3
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
4
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

/
兼

務
す

る
職

務
の

内
容

）
等

認認
知知

症症
対対

応応
型型

共共
同同

生生
活活

介介
護護

66
22
00
22
44

44
○○

○○
○○

○○
４

週

7
:0
0

2
0
:0
0
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

夜
間
及
び
深
夜

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

の
勤
務
時
間

：
～

（
）
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～

（
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～
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～
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と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

18
～
33

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

18
～
33

以
外
は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

勤
務
時
間

日
中
の
時
間
帯

日
中
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

（参考）記入欄不足時の資料
指定介護予防支援委託先一覧

名称 所在地 連絡先

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

■委託する指定介護予防支援の内容

指定介護予防支援の一部を委託する期間項番 介護保険事業所番号

委託先事業所 委託する指定介護予防支援の内容（下記内容参照、該当番号に○、10は下段に内容を記載）

～

～

～

～

～

～

～

～

～

  1 ：アセスメントの実施　2 ：介護予防サービス計画原案の作成　3 ：サービス担当者会議の開催　4 ：介護予防サービス計画原案の説明・同意　5 ：介護予防サービス計画書の交付

6  ：サービス提供の連携・調整7  ：モニタリング8  ：評価9  ：給付管理10 ：その他

～

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 利用者数を入力してください。利用者数は、前年度の平均値（前年度の入所者延数を当該前年度の日数で除して得た数。小数点第2位以下を切り上げ。

　　  共用型認知症対応型通所介護を実施している場合は、同サービスの利用者を含む。）とします。

　　  新規又は再開の場合は、推定数（共用型認知症対応型通所介護を実施している場合は、同サービスの利用者の推定数を含む。）を入力してください。

　(5) 事業所の共同生活住居（ユニット）数を入力してください。複数の共同生活住居（ユニット）からなる事業所の場合は、本表は共同生活住居（ユニット）ごとに作成してください。

　　この場合、どの共同生活住居についての記載であるのかをわかるようにしてください。（例　１ユニット目／２ユニット目）

　(6) 事業所における日中、夜間及び深夜の時間帯の区分を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 介護従業者

3 計画作成担当者

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15) 宿直の従業者の「No（ナンバー）」（本一覧表におけるNo）を記載してください。入力すると従業者の該当の日付のセルが に色づけされます。

　(16) 通いサービスの利用者数を入力してください。

　(17) 宿泊サービスの利用者数を入力してください。

　(18) 介護従業者の日中の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(19) 介護従業者の夜間・深夜の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）
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1
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のの

勤勤
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のの
体体

制制
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勤勤

務務
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覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
) 

事
業

所
に

お
け

る
常

勤
の

従
業

者
が

勤
務

す
べ

き
時

間
数

時
間

/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

利
用

者
数

（
前

年
度

の
平

均
値

ま
た

は
推

定
数

）
人

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
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フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
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フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
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フ

ト
記

号
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務

時
間

数
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フ

ト
記

号
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時
間

数
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フ

ト
記

号
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務

時
間

数
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フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
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フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

(1
3
)【

任
意

入
力

】
人

員
基

準
の

確
認

（
看

護
職

員
・

介
護

職
員

）

①
看

護
職

員
②

介
護

職
員

③
看

護
職

員
と

介
護

職
員

の
合

計

常
勤

換
算

方
法

対
象

外
の

常
勤
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方
法

対
象

外
の

常
勤

の
従

業
者

の
人

数
常

勤
の

従
業

者
の

人
数

看
護

職
員

介
護

職
員

＋
＝

（
勤

務
形

態
の

記
号

）

■
 常

勤
換

算
方

法
に

よ
る

人
数

基
準

：
■

 常
勤

換
算

方
法

に
よ

る
人

数
基

準
：

常
勤

換
算

の
常

勤
の

従
業

者
が

常
勤

換
算

の
常

勤
の

従
業

者
が

対
象

時
間
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（

週
平

均
）

週
に

勤
務

す
べ

き
時

間
数

常
勤

換
算

後
の

人
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対
象

時
間

数
（

週
平

均
）

週
に

勤
務

す
べ

き
時

間
数

常
勤

換
算

後
の

人
数

÷
＝

÷
＝

（
小

数
点

第
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位

以
下

切
り

捨
て

）
（

小
数

点
第

2
位

以
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切
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）

■
 看

護
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員
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勤

換
算

方
法

に
よ

る
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数
■

 介
護

職
員
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よ
る
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方
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換
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よ
る
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数

常
勤
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従

業
者

の
人

数
常

勤
換

算
方

法
に

よ
る

人
数

＋
＝

＋
＝

D
非

常
勤

で
兼

務

0
4
0

0
.0

0
4
0

0
.0

合
計

合
計

0
0
.0

0
.0

人
0

0
.0

0
.0

人

合
計

0
0

0
0

0
合

計
0

0

週
週

B
常

勤
で

兼
務
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非

常
勤

で
専

従

0
0

0
記

号
区

分

A
常

勤
で

専
従

0
0

0
0

-

D
0

0
0

0

C
0

0
0

0
-

C

-
-

D
0

0
0

0

週
平

均

0
.0

人

B
0

0
0

0
0

B
0

00
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0
.0

人
0
.0

人
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計
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0
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務
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計
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計
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0
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0
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月
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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標準様式（地域密着型）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 利用者数を入力してください。利用者数は、前年度の平均値（前年度の利用者延数を当該前年度の日数で除して得た数。小数点第2位以下を切り上げ）とします。

　　  新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

6 計画作成担当者

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(13)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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標準様式（地域密着型）
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（【【従従来来型型】】指指定定介介護護老老人人福福祉祉施施設設・・短短期期入入所所生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 入所者数（利用者数）を入力してください。入所者数（利用者数）は、前年度の平均値（前年度の入所者（利用者）延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　  小数点第2位以下を切り上げ）とします。新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 生活相談員

4 看護職員

5 介護職員

6 栄養士

7 機能訓練指導員

8 介護支援専門員

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(13)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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標準様式（地域密着型）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（【【ユユニニッットト型型】】指指定定介介護護老老人人福福祉祉施施設設・・短短期期入入所所生生活活介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 入所者数（利用者数）を入力してください。入所者数（利用者数）は、前年度の平均値（前年度の入所者（利用者）延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　  小数点第2位以下を切り上げ）とします。新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) ユニットリーダーに以下の印をつけてください。

　　  ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下、「研修受講者」）　・・・　◎

　　  研修受講者ではない、ユニットにおけるケアに責任を持つ従業者　　　　・・・　○

　(6) ユニットに属する従業者（看護職員・介護職員）については、その属するユニット名を入力してください。

　　  記入の順序はユニットごとにまとめてください。また、夜勤時間帯に、２ユニットごとに1人以上の看護職員・介護職員を配置する場合は、

　　  原則、そのユニットを並べて記載してください。

　　  なお、夜勤時間帯に２ユニットを担当する従業者は、通常主に担当するユニット名を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 生活相談員

4 看護職員

5 介護職員

6 栄養士

7 機能訓練指導員

8 介護支援専門員

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　　　　  ※※ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修をを受受講講ししたた従従業業者者ににつついいててはは、、必必要要にに応応じじてて、、ユユニニッットトケケアアリリーーダダーー研研修修修修了了証証のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。



− 172 −

Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））
令令

和和
((

))
年年

月月
事事

業業
所所

名名
（（

））
(1
)

(2
)

(3
) 

事
業

所
に

お
け

る
常

勤
の

従
業

者
が

勤
務

す
べ

き
時

間
数

時
間

/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数

(1
2
)【

任
意

入
力

】
人

員
基

準
の

確
認

（
看

護
職

員
）

（
勤

務
形

態
の

記
号

）

常
勤

換
算

方
法

対
象

外
の

常
勤

の
従

業
者

の
人

数

■
 常

勤
換

算
方

法
に

よ
る

人
数

基
準

：

常
勤

換
算

の
常

勤
の

従
業

者
が

対
象

時
間

数
（

週
平

均
）

週
に

勤
務

す
べ

き
時

間
数

常
勤

換
算

後
の

人
数

÷
＝

（
小

数
点

第
2
位

以
下

切
り

捨
て

）

■
 看

護
職

員
の

常
勤

換
算

方
法

に
よ

る
人

数

常
勤

換
算

方
法

対
象

外
の

常
勤

の
従

業
者

の
人

数
常

勤
換

算
方

法
に

よ
る

人
数

＋
＝

0
0

0
0

-

C
0

0
0

0
-

週
平

均
当

月
合

計
週

平
均

A
常

勤
で

専
従

0
0
.0

0
.0

人

週

0
4
0

0
.0

合
計

合
計

0
0

0
0

0

D
非

常
勤

で
兼

務

D

勤
務

形
態

勤
務

時
間

数
合

計
常

勤
換

算
の

対
象

時
間

数
記

号
区

分

B
常

勤
で

兼
務

B
0

0
0

0
0

C
非

常
勤

で
専

従

A
0

0
0

0
0

当
月

合
計

0
0

1
7

1
6

0
0

0
0

1
5

1
4

0
0

0
0

1
3

1
2

0
0

0
0

1
1

1
0

0
0

0
0

98

0
0

0
0

76

0
0

0
0

4

0
0

0
0

53

0
0

21N
o

(4
)

職
種

(5
)

勤
務

形
態

(6
) 

資
格

(7
) 

氏
　

名

(8
)

0
0

定定
期期

巡巡
回回

・・
随随

時時
対対

応応
型型

訪訪
問問

介介
護護

看看
護護

（（
一一

体体
型型

））
66

22
00
22
44

44
○○

○○
○○

○○
４

週

(9
)1

～
4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
0
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
1
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

/
兼

務
す

る
職

務
の

内
容

）
等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

予
定

4
0

1
6
0

3
0



− 173 −

標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪要 提出≫
■シフト記号表（勤務時間帯）
※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合
： ～ （ ）
： ～ （ ）
： ～ （ ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、
   勤務時間数のみを入力してください。
・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、
   入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。
・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（定定期期巡巡回回・・随随時時対対応応型型訪訪問問介介護護看看護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 オペレーター

3 訪問介護員

4 看護職員

5 理学療法士

6 作業療法士

7 言語聴覚士

8 計画作成責任者

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　　　  ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(12)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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標準様式（地域密着型）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（看看護護小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 通いサービスの利用者数（前年度の平均値：前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数。小数点第２位以下を切り上げ）を入力してください。

　　  新規又は再開の場合は、推定数を入力してください。

　(5) 事業所における日中、夜間及び深夜の時間帯の区分を入力してください。

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 介護従業者 （正式名称：看護小規模多機能型居宅介護従事者）

3 看護職員 （介護従業者のうち、保健師、看護師又は准看護師は、看護職員とします。）

4 介護支援専門員

5 計画作成担当者 （サテライトの場合に選択）

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 宿直の従業者の「No（ナンバー）」（本一覧表におけるNo）を記載してください。入力すると従業者の該当の日付のセルが に色づけされます。

　(15) 通いサービスの利用者数を入力してください。

　(16) 宿泊サービスの利用者数を入力してください。

　(17) 介護従業者（看護職員を含む）の日中の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(18) 看護職員の日中の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(19) 介護従業者（看護職員を含む）の夜間・深夜の勤務時間の合計が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
1
）

従従
業業

者者
のの

勤勤
務務

のの
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

　　
ササ

ーー
ビビ

スス
種種

別別
（（

））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
)事

業
所

に
お

け
る

常
勤

の
従

業
者

が
勤

務
す

べ
き

時
間

数
時

間
/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

事
業

所
全

体
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

数
単

位

単
位

目

(5
) 

当
該

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
 

～
（

計
時

間
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

(1
7
) 

確
保

す
べ

き
介

護
職

員
の

勤
務

時
間

数
（

注
：

記
入

方
法

参
照

）

（
参

考
）

(1
8
) 

1
日

の
職

種
別

人
員

内
訳

生
活

相
談

員

看
護

職
員

介
護

職
員

機
能

訓
練

指
導

員

(1
4
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

内
の

勤
務

延
時

間
数

生
活

相
談

員

シ
フ

ト
記

号

看
護

職
員

介
護

職
員

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

(1
5
) 

利
用

者
数

(1
6
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

（
平

均
提

供
時

間
）

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
2

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
0

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
1

シ
フ

ト
記

号

9

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

8

シ
フ

ト
記

号

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

7

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

6

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

4

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

5

シ
フ

ト
記

号

3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

2

シ
フ

ト
記

号

1

シ
フ

ト
記

号

(1
1
) 

1
～

4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
2
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
3
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

及
び

兼
務

す
る

職
務

の
内

容
）

等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

0

N
o

(6
)

職
種

(7
)

勤
務

形
態

(8
)

資
格

(9
) 

氏
　

名

(1
0
)

予
定

4
0

1
6
0

3
0

1 1

地地
域域

密密
着着

型型
通通

所所
介介

護護

66
22
00
22
44

44
○○

○○
デデ

イイ
ササ

ーー
ビビ

スス

４
週
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標準様式（地域密着型）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職
種
ご
と
の
勤
務
時
間
を
「
○
：
○
○
～
○
：
○
○
」
と
表
記
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
No

21
～
30

を
活
用
し
、
勤
務
時
間
数
の
み
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

・
No

1～
20

は
始
業
時
刻
・
終
業
時
刻
・
休
憩
時
間
等
を
入
力
す
る
と
勤
務
時
間
数
が
計
算
さ
れ
ま
す
が
、
入
力
の
補
助
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
結
果
に
誤
り
が
な
い
か
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
が
足
り
な
い
場
合
は
、
適
宜
、
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

・
シ
フ
ト
記
号
は
、
適
宜
、
使
い
や
す
い
記
号
に
変
更
し
て
い
た
だ
い
て
構
い
ま
せ
ん
。

・
地
域
密
着
型
通
所
介
護
に
お
け
る
「
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
」
に
は
、
「
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
は
含
め
て
差
し
支
え
な
い
」
と
し
て
お
り
、

　
「
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間
」
の
計
算
に
あ
た
っ
て
そ
の
休
憩
時
間
を
差
し
引
く
必
要
は
な
い
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
（
上
記
「
U」

列
）

平
成

年
度
介
護
報
酬
改
定
に
関
す
る

（
）
（
平
成

年
月

日
）

問
通
所
介
護
に
お
い
て
、
確
保
す
べ
き
従
業
者
の
勤
務
延
時
間
数
は
、
実
労
働
時
間
し
か
算
入
で
き
な
い
の
か
。
休
憩
時
間
は
ど
の
よ
う
に
取
扱
う
の
か
。

（
答
）
労
働
基
準
法
第

条
に
お
い
て
最
低
限
確
保
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
程
度
の
休
憩
時
間
に
つ
い
て
は
、
確
保
す
べ
き
勤
務
延
時
間
数
に
含
め
て
差
し
支
え
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
場
合
に
お
い
て
も
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
介
護
職
員
全
員
が
同
一
時
間
帯
に
一
斉
に
休
憩
を
取
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
介
護
職
員
が
常
時
１
名
し
か
配
置
さ
れ
て
い
な
い
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
当
該
職
員
が
休

憩
を
取
る
時
間
帯
に
、
介
護
職
員
以
外
で
利
用
者
に
対
し
て
直
接
ケ
ア
を
行
う
職
員
（
居
宅
基
準
第

条
第

項
第

号
の
生
活
相
談
員
又
は
同
項
第

号
の
看
護
職
員
）
が
配
置
さ
れ
て
い
れ
ば
、
居
宅
基
準
第

条
第

項
の

規
定
を
満
た
す
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

こ
の
よ
う
な
取
扱
い
は
、
通
常
の
常
勤
換
算
方
法
と
は
異
な
り
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
に
お
い
て
必
要
な
労
働
力
を
確
保
し
つ
つ
ピ
ー
ク
タ
イ
ム
に
手
厚
く
配
置
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
な
ど
、
交
代
で
休
憩
を
取
得
し
た
と
し

て
も
必
ず
し
も
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下
に
は
繋
が
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
通
所
介
護
（
療
養
通
所
介
護
は
除
く
）
に
限
っ
て
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
管
理
者
は
従
業
者
の
雇
用
管
理
を
一
元
的
に
行
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
休
憩
時
間
の
取
得
等
に
つ
い
て
労
働
関
係
法
規
を
遵
守
す
る
こ
と
。

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
に
つ
い
て
も
同
様
の
考
え
方
と
す
る
。
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標準様式（地域密着型）

主な診療科名

（（参参考考））　　認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所・・介介護護予予防防認認知知症症対対応応型型共共同同生生活活介介護護事事業業所所のの指指定定等等にに係係るる記記載載事事項項  記記入入欄欄不不足足
時時のの資資料料

■■協協力力医医療療機機関関

協力医
療機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

名称

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（地地域域密密着着型型通通所所介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。（送迎時間は含まれません。）

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 生活相談員・看護職員・介護職員のサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

　(16) サービス提供時間（平均提供時間）を入力してください。（平均提供時間＝利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）

　(17) 確保すべき介護職員の勤務時間数が自動計算されます。（(15)(16)を入力しないと計算されません。）

　　　（注）利用定員が10人以下の場合は、「確保すべき看護職員及び介護職員の勤務時間数」

 （参考）
　(18) 1日の職種別人員内訳が自動カウントされますので、誤りがないか確認してください。職種を追加したい場合は、機能訓練指導員の下に１種追加可能です。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（療療養養通通所所介介護護））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 看護職員

3 介護職員

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14) 看護職員・介護職員のサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

　(16) 利用者の数1.5に対し、提供時間帯を通じて専従で確保すべき看護職員・介護職員の員数が自動計算されます。（（14)を入力しないと計算されません。）

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。
（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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前
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（
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料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（居居宅宅介介護護支支援援））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 利用者の数（新規・再開の場合は推定数）を入力してください。

　(5) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 介護支援専門員

3 介護予防支援担当職員

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(13)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（地域密着型）
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（標準様式２）

～

備考 　「主な職歴等」には、管理者の要件を満たすことが分かる職歴等について記載ください。

　別添

年　月 年　月 勤 務 先 等 職 務 内 容

主 な 職 歴 等

管 理 者 経 歴 書

事業所又は施設の名称

カナ

生年月日 年 月 日
氏名

認知症対応型サービス事業管理者研修修了証の写

保健師又は看護師免許の写
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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標準様式（地域密着型）
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サービス種類　（ ）

事業所名・施設名　（ ）

備考 1　申請するサービス種類に関して、基準省令で定められた設備基準上適合すべき項目のうち、付表及び平面図で確認できる項目
以外の事項について記載してください。
2　「設備の種類」及び「設備基準上適合すべき項目」については、予め指定権者が、サービス毎に確認すべき内容を本様式に記
載し、申請者が「チェック欄」等を記入して提出する形とすることを推奨します。

（例）消火設備その他非常災害に際して必要
な設備

（標準様式４）

設設備備等等一一覧覧表表

チェック欄 設備の種類 設備基準上適合すべき項目
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（標準様式５）

事業所又は施設名

申請するサービス種類

備考  上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記してください。

３  苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

４  その他参考事項

利利用用者者かかららのの苦苦情情をを処処理理すするるたためめにに講講ずずるる措措置置のの概概要要

措  置  の  概  要

１  利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

２  円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
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標準様式（地域密着型）
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年 月 日

市（町・村）長     殿

（名称）

　申請者が別紙のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

（該当に○）

別紙①：　地域密着型サービス事業所向け

別紙②：　居宅介護支援事業所向け

別紙③：　地域密着型介護予防サービス事業所向け

別紙④：　介護予防支援事業所向け

（代表者の職名・氏名）

（標準様式６）

誓誓　　約約　　書書

○○

申申請請者者        
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Web 1　指定に関する事務処理関係
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（別紙①：地域密着型サービス事業所向け）
介護保険法第７８条の２第４項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第五
項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営をするこ
とができないと認められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得ていないとき。

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十八条の
十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に
係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法
第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が
法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）で
あるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため
の当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の
程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十八条の
十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に
係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続
法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者
が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）
であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任
の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条の十（第二号から第五号ま
でを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消
しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の
状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当
であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又
は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十
八条の八の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであると
き。七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の
日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について
相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退
に係る法人でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであ
るとき。八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役
員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その
役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事
業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事
業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。
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（別紙②：居宅介護支援事業所向け）
介護保険法第７９条第２項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の市町村の条例で定める員数を満たしていないとき。

三 申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認められるとき。

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

五 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法
人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算し
て五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で
当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分
の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指
定居宅介護支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で
定めるものに該当する場合を除く。

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。
ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅
介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に
規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日
又は処分をしないことを決定する日までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出
の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の二 申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第八十四条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を
行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合
における当該特定の日をいう。）までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日
から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の三 第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事
業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者
で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七号までのいずれかに該当する者であるとき。
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（別紙③：地域密着型介護予防サービス事業所向け）
介護保険法第１１５条の１２第２項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の十四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第
五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型
介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長の同意を得ていないとき。

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知症対応型共
同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係
る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り
消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも
のを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事
実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介
護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で
定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知症対応型共
同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に
係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取
り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しない
ものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事
実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介
護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で
定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。
ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため
の当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が
有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場
合を除く。七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日
又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当
該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 前号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当
該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であっ
た者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

九 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のあ
るものであるとき。

十 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八
号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのい
ずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号か
ら第八号までのいずれかに該当する者であるとき。
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標準様式（地域密着型）
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（別紙④：介護予防支援事業所向け）
介護保険法第115条の22第２項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の二十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数を満たしてい
ないとき。

三 申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関する
基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができないと認められるとき。

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上
の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

五 申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該
取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含
み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して
五年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該
事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有し
ていた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を
除く。五の二 五の二　申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取
消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者によ
る業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消
しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六 申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定す
る日までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年
を経過しないものであるとき。

六の二 申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に
係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通
知した場合における当該特定の日をいう。)までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の三 第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法
人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者で
あった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七号までのいずれかに該当する者であるとき。
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（標準様式７）

フリガナ

氏　名

当当該該事事業業所所にに勤勤務務すするる介介護護支支援援専専門門員員一一覧覧

介護支援専門員番号
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標準様式（総合事業）
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≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（訪訪問問型型ササーービビスス））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 サービス提供責任者

3 訪問介護員

※介護予防訪問介護相当サービスの場合、サービス提供責任者は介護訪問員から選任しますが、この場合は「サービス提供責任者」として1行にまとめて記入してください。

　(5) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(6) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(7) 従業者の氏名を記入してください。

　(8) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(9) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※ 入力することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(10) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(11) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称、兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(12)前3か月の利用者数をそれぞれの欄に入力してください。新規または再開の場合は、推定数とします。

　(13)【任意入力】 訪問介護員について、各欄に該当する数字を入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、
　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。
　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、
　　　　　手入力すること。
　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、
　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に
　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職

種
ご

と
の

勤
務

時
間

を
「

○
：

○
○

～
○

：
○

○
」

と
表

記
す

る
こ

と
が

困
難

な
場

合
は

、
No

21
～

30
を

活
用

し
、

勤
務

時
間

数
の

み
を

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。
・

No
1～

20
は

始
業

時
刻

・
終

業
時

刻
・

休
憩

時
間

等
を

入
力

す
る

と
勤

務
時

間
数

が
計

算
さ

れ
ま

す
が

、
入

力
の

補
助

を
目

的
と

す
る

も
の

で
す

の
で

、
結

果
に

誤
り

が
な

い
か

ご
確

認
く

だ
さ

い
。

・
シ

フ
ト

記
号

が
足

り
な

い
場

合
は

、
適

宜
、

行
を

追
加

し
て

く
だ

さ
い

。
・

シ
フ

ト
記

号
は

、
適

宜
、

使
い

や
す

い
記

号
に

変
更

し
て

い
た

だ
い

て
構

い
ま

せ
ん

。
・

 介
護

予
防

通
所

介
護

相
当

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

「
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

」
に

は
、

「
最

低
限

確
保

す
べ

き
と

さ
れ

て
い

る
程

度
の

休
憩

時
間

は
含

め
て

差
し

支
え

な
い

」
と

し
て

お
り

、
　

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
」

の
計

算
に

あ
た

っ
て

そ
の

休
憩

時
間

を
差

し
引

く
必

要
は

な
い

の
で

ご
留

意
く

だ
さ

い
。

（
上

記
「

U」
列

）

平
成

年
度

介
護

報
酬

改
定

に
関

す
る

（
）

（
平

成
年

月
日

）
問

通
所

介
護

に
お

い
て

、
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

は
、

実
労

働
時

間
し

か
算

入
で

き
な

い
の

か
。

休
憩

時
間

は
ど

の
よ

う
に

取
扱

う
の

か
。

（
答

）
労

働
基

準
法

第
条

に
お

い
て

最
低

限
確

保
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
る

程
度

の
休

憩
時

間
に

つ
い

て
は

、
確

保
す

べ
き

勤
務

延
時

間
数

に
含

め
て

差
し

支
え

な
い

。
た

だ
し

、
そ

の
場

合
に

お
い

て
も

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
を

満
た

す
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
介

護
職

員
全

員
が

同
一

時
間

帯
に

一
斉

に
休

憩
を

取
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

。
ま

た
、

介
護

職
員

が
常

時
１

名
し

か
配

置
さ

れ
て

い
な

い
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

当
該

職
員

が
休

憩
を

取
る

時
間

帯
に

、
介

護
職

員
以

外
で

利
用

者
に

対
し

て
直

接
ケ

ア
を

行
う

職
員

（
居

宅
基

準
第

条
第

項
第

号
の

生
活

相
談

員
又

は
同

項
第

号
の

看
護

職
員

）
が

配
置

さ
れ

て
い

れ
ば

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
の

規
定

を
満

た
す

も
の

と
し

て
取

り
扱

っ
て

差
し

支
え

な
い

。
こ

の
よ

う
な

取
扱

い
は

、
通

常
の

常
勤

換
算

方
法

と
は

異
な

り
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

に
お

い
て

必
要

な
労

働
力

を
確

保
し

つ
つ

ピ
ー

ク
タ

イ
ム

に
手

厚
く

配
置

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

な
ど

、
交

代
で

休
憩

を
取

得
し

た
と

し
て

も
必

ず
し

も
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

低
下

に
は

繋
が

ら
な

い
と

考
え

ら
れ

る
通

所
介

護
（

療
養

通
所

介
護

は
除

く
）

に
限

っ
て

認
め

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

。
な

お
、

管
理

者
は

従
業

者
の

雇
用

管
理

を
一

元
的

に
行

う
も

の
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

休
憩

時
間

の
取

得
等

に
つ

い
て

労
働

関
係

法
規

を
遵

守
す

る
こ

と
。

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

に
つ

い
て

も
同

様
の

考
え

方
と

す
る

。



− 201 −

標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
１

）
従従

業業
者者

のの
勤勤

務務
のの

体体
制制

及及
びび

勤勤
務務

形形
態態

一一
覧覧

表表
　　

ササ
ーー

ビビ
スス

種種
別別

（（
））

令令
和和

((
))

年年
月月

事事
業業

所所
名名

（（
））

(1
)

(2
)

(3
)事

業
所

に
お

け
る

常
勤

の
従

業
者

が
勤

務
す

べ
き

時
間

数
時

間
/
週

時
間

/
月

当
月

の
日

数
日

(4
) 

事
業

所
全

体
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

数
単

位

単
位

目

(5
) 

当
該

サ
ー

ビ
ス

提
供

単
位

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
 

～
（

計
時

間
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

看
護

職
員

介
護

職
員

機
能

訓
練

指
導

員

(1
4
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

内
の

勤
務

延
時

間
数

（
生

活
相

談
員

）

シ
フ

ト
記

号

(1
5
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

内
の

勤
務

延
時

間
数

（
介

護
職

員
）

(1
6
) 

利
用

者
数

(1
7
) 

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

（
平

均
提

供
時

間
）

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

(1
8
) 

確
保

す
べ

き
介

護
職

員
の

勤
務

時
間

数

（
参

考
）

(1
9
) 

1
日

の
職

種
別

人
員

内
訳

生
活

相
談

員

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
2

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
0

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

1
1

シ
フ

ト
記

号

9

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

8

シ
フ

ト
記

号

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

7

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

6

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

4

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

5

シ
フ

ト
記

号

3

シ
フ

ト
記

号

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

2

シ
フ

ト
記

号

1

シ
フ

ト
記

号

(1
1
) 

1
～

4
週

目
の

勤
務

時
間

数
合

計

(1
2
)

週
平

均
勤

務
時

間
数

(1
3
) 

兼
務

状
況

（
兼

務
先

及
び

兼
務

す
る

職
務

の
内

容
）

等

1
週

目
2
週

目
3
週

目
4
週

目
5
週

目

勤
務

時
間

数
0

0
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
数

0
0

0

N
o

(6
)

職
種

(7
)

勤
務

形
態

(8
)

資
格

(9
) 

氏
　

名

(1
0
)

予
定

4
0

1
6
0

3
0

1 1

介介
護護

予予
防防

通通
所所

介介
護護

相相
当当

ササ
ーー

ビビ
スス

66
22
00
22
44

44

４
週
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪提出不要≫
従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表　　記記入入方方法法　　（（通通所所型型ササーービビスス））

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　　ななおお、、「「従従業業者者のの勤勤務務のの体体制制及及びび勤勤務務形形態態一一覧覧表表」」にに「「シシフフトト記記号号表表（（勤勤務務時時間間帯帯））」」もも必必ずず添添付付ししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4) 事業所全体のサービス提供単位数及び、本シートに記入する単位目を入力してください。

　(5) 当該サービス提供単位のサービス提供時間を入力してください。（送迎時間は含まれません。）

　(6) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 生活相談員

3 看護職員

4 介護職員

5 機能訓練指導員

　(7) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(8) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 保有資格を全て記入するのではなく、人員基準上、求められる資格等を入力してください。

              ※※選選択択ししたた資資格格及及びび研研修修にに関関ししてて、、必必要要にに応応じじてて、、資資格格証証又又はは研研修修修修了了証証等等のの写写ししをを添添付付資資料料ととししてて提提出出ししててくくだだささいい。。

　(9) 従業者の氏名を記入してください。

　(10) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(11) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(12) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(13) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(14)介護予防通所介護相当サービスの場合の生活相談員がサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(15) 介護職員がサービス提供時間内に勤務する時間数の合計（勤務延時間数）が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(16) 利用者数は、単位ごとの利用者の実人数（予定の場合は定員数）を入力してください。

　(17) サービス提供時間（平均提供時間）を入力してください。（平均提供時間＝利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）

　(18) 介護予防通所介護相当サービスの場合の確保すべき介護職員の勤務時間数が自動計算されます。（(15)(16)を入力しないと計算されません。）

 （参考）
　(19) 1日の職種別人員内訳が自動カウントされますので、誤りがないか確認してください。職種を追加したい場合は、機能訓練指導員の下に１種追加可能です。

　　　（追加した職種の人員内訳を自動計算させるためには、職種名称は(5)職種と一致させる必要があります。）

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】
・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）
・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。
・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。
・必要項目を満たしていれば、各事業所で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。
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標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職

種
ご

と
の

勤
務

時
間

を
「

○
：

○
○

～
○

：
○

○
」

と
表

記
す

る
こ

と
が

困
難

な
場

合
は

、
No

21
～

30
を

活
用

し
、

勤
務

時
間

数
の

み
を

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。
・

No
1～

20
は

始
業

時
刻

・
終

業
時

刻
・

休
憩

時
間

等
を

入
力

す
る

と
勤

務
時

間
数

が
計

算
さ

れ
ま

す
が

、
入

力
の

補
助

を
目

的
と

す
る

も
の

で
す

の
で

、
結

果
に

誤
り

が
な

い
か

ご
確

認
く

だ
さ

い
。

・
シ

フ
ト

記
号

が
足

り
な

い
場

合
は

、
適

宜
、

行
を

追
加

し
て

く
だ

さ
い

。
・

シ
フ

ト
記

号
は

、
適

宜
、

使
い

や
す

い
記

号
に

変
更

し
て

い
た

だ
い

て
構

い
ま

せ
ん

。
・

 介
護

予
防

通
所

介
護

相
当

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

「
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

」
に

は
、

「
最

低
限

確
保

す
べ

き
と

さ
れ

て
い

る
程

度
の

休
憩

時
間

は
含

め
て

差
し

支
え

な
い

」
と

し
て

お
り

、
　

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
」

の
計

算
に

あ
た

っ
て

そ
の

休
憩

時
間

を
差

し
引

く
必

要
は

な
い

の
で

ご
留

意
く

だ
さ

い
。

（
上

記
「

U」
列

）

平
成

年
度

介
護

報
酬

改
定

に
関

す
る

（
）

（
平

成
年

月
日

）
問

通
所

介
護

に
お

い
て

、
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

は
、

実
労

働
時

間
し

か
算

入
で

き
な

い
の

か
。

休
憩

時
間

は
ど

の
よ

う
に

取
扱

う
の

か
。

（
答

）
労

働
基

準
法

第
条

に
お

い
て

最
低

限
確

保
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
る

程
度

の
休

憩
時

間
に

つ
い

て
は

、
確

保
す

べ
き

勤
務

延
時

間
数

に
含

め
て

差
し

支
え

な
い

。
た

だ
し

、
そ

の
場

合
に

お
い

て
も

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
を

満
た

す
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
介

護
職

員
全

員
が

同
一

時
間

帯
に

一
斉

に
休

憩
を

取
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

。
ま

た
、

介
護

職
員

が
常

時
１

名
し

か
配

置
さ

れ
て

い
な

い
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

当
該

職
員

が
休

憩
を

取
る

時
間

帯
に

、
介

護
職

員
以

外
で

利
用

者
に

対
し

て
直

接
ケ

ア
を

行
う

職
員

（
居

宅
基

準
第

条
第

項
第

号
の

生
活

相
談

員
又

は
同

項
第

号
の

看
護

職
員

）
が

配
置

さ
れ

て
い

れ
ば

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
の

規
定

を
満

た
す

も
の

と
し

て
取

り
扱

っ
て

差
し

支
え

な
い

。
こ

の
よ

う
な

取
扱

い
は

、
通

常
の

常
勤

換
算

方
法

と
は

異
な

り
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

に
お

い
て

必
要

な
労

働
力

を
確

保
し

つ
つ

ピ
ー

ク
タ

イ
ム

に
手

厚
く

配
置

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

な
ど

、
交

代
で

休
憩

を
取

得
し

た
と

し
て

も
必

ず
し

も
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

低
下

に
は

繋
が

ら
な

い
と

考
え

ら
れ

る
通

所
介

護
（

療
養

通
所

介
護

は
除

く
）

に
限

っ
て

認
め

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

。
な

お
、

管
理

者
は

従
業

者
の

雇
用

管
理

を
一

元
的

に
行

う
も

の
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

休
憩

時
間

の
取

得
等

に
つ

い
て

労
働

関
係

法
規

を
遵

守
す

る
こ

と
。

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

に
つ

い
て

も
同

様
の

考
え

方
と

す
る

。
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標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

≪
要

 提
出

≫
■
シ
フ
ト
記
号
表
（
勤
務
時
間
帯
）

※
24

時
間
表
記

休
憩
時
間
1時

間
は
「
1:
00

」
、
休
憩
時
間
45

分
は
「
00

:4
5」

と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

記
号

始
業
時
刻

終
業
時
刻

う
ち
、
休
憩
時
間

勤
務
時
間

開
始
時
刻

終
了
時
刻

開
始
時
刻

終
了
時
刻

勤
務
時
間

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

休
：

～
（

～
～

休
日

：
～

（
～

～
：

～
（

～
～

：
～

（
～

～

勤
務
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
内
の
勤
務
時
間

自
由
記
載
欄
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

・
職

種
ご

と
の

勤
務

時
間

を
「

○
：

○
○

～
○

：
○

○
」

と
表

記
す

る
こ

と
が

困
難

な
場

合
は

、
No

21
～

30
を

活
用

し
、

勤
務

時
間

数
の

み
を

入
力

し
て

く
だ

さ
い

。
・

No
1～

20
は

始
業

時
刻

・
終

業
時

刻
・

休
憩

時
間

等
を

入
力

す
る

と
勤

務
時

間
数

が
計

算
さ

れ
ま

す
が

、
入

力
の

補
助

を
目

的
と

す
る

も
の

で
す

の
で

、
結

果
に

誤
り

が
な

い
か

ご
確

認
く

だ
さ

い
。

・
シ

フ
ト

記
号

が
足

り
な

い
場

合
は

、
適

宜
、

行
を

追
加

し
て

く
だ

さ
い

。
・

シ
フ

ト
記

号
は

、
適

宜
、

使
い

や
す

い
記

号
に

変
更

し
て

い
た

だ
い

て
構

い
ま

せ
ん

。
・

 介
護

予
防

通
所

介
護

相
当

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

「
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

」
に

は
、

「
最

低
限

確
保

す
べ

き
と

さ
れ

て
い

る
程

度
の

休
憩

時
間

は
含

め
て

差
し

支
え

な
い

」
と

し
て

お
り

、
　

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

の
勤

務
時

間
」

の
計

算
に

あ
た

っ
て

そ
の

休
憩

時
間

を
差

し
引

く
必

要
は

な
い

の
で

ご
留

意
く

だ
さ

い
。

（
上

記
「

U」
列

）

平
成

年
度

介
護

報
酬

改
定

に
関

す
る

（
）

（
平

成
年

月
日

）
問

通
所

介
護

に
お

い
て

、
確

保
す

べ
き

従
業

者
の

勤
務

延
時

間
数

は
、

実
労

働
時

間
し

か
算

入
で

き
な

い
の

か
。

休
憩

時
間

は
ど

の
よ

う
に

取
扱

う
の

か
。

（
答

）
労

働
基

準
法

第
条

に
お

い
て

最
低

限
確

保
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
る

程
度

の
休

憩
時

間
に

つ
い

て
は

、
確

保
す

べ
き

勤
務

延
時

間
数

に
含

め
て

差
し

支
え

な
い

。
た

だ
し

、
そ

の
場

合
に

お
い

て
も

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
を

満
た

す
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
介

護
職

員
全

員
が

同
一

時
間

帯
に

一
斉

に
休

憩
を

取
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

。
ま

た
、

介
護

職
員

が
常

時
１

名
し

か
配

置
さ

れ
て

い
な

い
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

当
該

職
員

が
休

憩
を

取
る

時
間

帯
に

、
介

護
職

員
以

外
で

利
用

者
に

対
し

て
直

接
ケ

ア
を

行
う

職
員

（
居

宅
基

準
第

条
第

項
第

号
の

生
活

相
談

員
又

は
同

項
第

号
の

看
護

職
員

）
が

配
置

さ
れ

て
い

れ
ば

、
居

宅
基

準
第

条
第

項
の

規
定

を
満

た
す

も
の

と
し

て
取

り
扱

っ
て

差
し

支
え

な
い

。
こ

の
よ

う
な

取
扱

い
は

、
通

常
の

常
勤

換
算

方
法

と
は

異
な

り
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
内

に
お

い
て

必
要

な
労

働
力

を
確

保
し

つ
つ

ピ
ー

ク
タ

イ
ム

に
手

厚
く

配
置

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

な
ど

、
交

代
で

休
憩

を
取

得
し

た
と

し
て

も
必

ず
し

も
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

低
下

に
は

繋
が

ら
な

い
と

考
え

ら
れ

る
通

所
介

護
（

療
養

通
所

介
護

は
除

く
）

に
限

っ
て

認
め

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

。
な

お
、

管
理

者
は

従
業

者
の

雇
用

管
理

を
一

元
的

に
行

う
も

の
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

休
憩

時
間

の
取

得
等

に
つ

い
て

労
働

関
係

法
規

を
遵

守
す

る
こ

と
。

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

に
つ

い
て

も
同

様
の

考
え

方
と

す
る

。
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標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（
標

準
様

式
２

）
平

面
図

　
調

理
室

静
養

室
相

談
室

　
3
0
㎡

2
0
㎡

2
0
㎡

玄
関

ホ
ー

ル

　
　

機
能

訓
練

室
　

1
0
0
㎡

　
　

（
食

堂
兼

用
）

倉
庫

浴
室

 7
0
㎡

2
0
㎡

備
考

　
1

　
必

ず
し

も
本

様
式

に
よ

ら
ず

、
各

室
の

用
途

及
び

面
積

の
分

か
る

も
の

で
あ

れ
ば

、
既

存
の

平
面

図
等

を
も

っ
て

提
出

書
類

と
し

て
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

2
　

各
室

の
用

途
及

び
面

積
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

3
　

当
該

事
業

の
専

用
部

分
と

他
と

の
共

用
部

分
を

色
分

け
す

る
等

使
用

関
係

を
分

か
り

易
く
表

示
し

て
く
だ

さ
い

。

事
務

室
 3

0
㎡

4
0
㎡

事
業

所
名

展
示

コ
ー

ナ
ー

便
所
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

サービス種類　（ ）

事業所名　（ ）

備考 1　申請するサービス種類に関して、基準省令で定められた設備基準上適合すべき項目のうち、付表及び平面図で確認できる項目
以外の事項について記載してください。
2　「設備の種類」及び「設備基準上適合すべき項目」については、予め指定権者が、サービス毎に確認すべき内容を本様式に記
載し、申請者が「チェック欄」を記入して提出する形とすることを推奨します。

（例）消火設備その他非常災害に際して必要
な設備

（標準様式３）

設設備備等等一一覧覧表表

チェック欄 設備の種類 設備基準上適合すべき項目
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標準様式（総合事業）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

（標準様式４）

事業所名

申請するサービス種類

備考  上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記してください。

３  その他参考事項

利利用用者者かかららのの苦苦情情をを処処理理すするるたためめにに講講ずずるる措措置置のの概概要要

措  置  の  概  要

１  利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

２  円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

年 月 日

    殿

（名称）

一
イ

ロ

ハ

ニ

【介護保険法施行規則第１４０条の６３の６】
（法第１１５条の４５の５第２項の厚生労働省令で定める基準）
法第115条の45の５第２項に規定する厚生労働省令で定める基準は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。

第一号事業（第一号生活支援事業を除く。）に係る基準として、次に掲げるいずれかに該当する基準
介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）附則第２条第３号若しくは第４条第３号の規定によりなお
その効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。）に
規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運
営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。ロにおい
て「指定介護予防支援等基準」という。）に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準

旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに
限る。）に係る基準又は指定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準

平成26年改正前法第54条第１項第３号又は法第59条第１項第２号に規定する離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に
該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者等が、平成26年改正前法第54条第１項第３号又は法第59条第１項第２号に規定する
サービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準

第一号事業に係る基準として、当該第一号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準（前号に掲げるものを除く。）

（標準様式５）

誓誓　　約約　　書書

申申請請者者        

（代表者の職名・氏名）

　 申請者が、介護保険法第１１５条の４５の５第２項に規定する厚生労働省令で定める基準（平成１１年厚生省令第３６号　介護保険法施行規則
第１４０条の６３の６）に従って適正に第一号事業を行うことができないと認められるものに該当しないことを誓います。

記
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関連事務連絡

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

　介護サービス事業者等が都道府県知事又は市町村
長に対して行う指定の申請や変更の届出等（以下

「指定申請等」という。）の手続については，社会保
障審議会介護保険部会介護分野の文書に係る負担軽
減に関する専門委員会等での議論を踏まえ，介護保
険法施行規則の一部を改正する省令（令和５年厚生
労働省令第46号）による改正後の介護保険法施行規
則（平成11年厚生省令第36号）において，厚生労働
大臣が定める様式により行うものとされました。
　この厚生労働大臣が定める様式については，介護
保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定め
る様式（令和５年12月19日厚生労働省告示第331 
号）によりお示ししていたところですが，令和６年
度介護報酬改定の議論を踏まえ，今般，指定居宅サ
ービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一
部を改正する告示（令和６年３月15日厚生労働省告
示第86号）において，厚生労働大臣が定める様式の
改正を行いましたので，下記内容をご確認の上で，
指定申請等の際の様式としていただくようお願いい
たします。
　なお，令和６年９月30日までの間，改正前の様式
は，改正後の様式に代えて使用することができるこ
とを申し添えます。

記

１．施行期日
　　令和６年４月１日

　　※�付表第一号（三），（十六）及び（十七）の改
正については，令和６年６月１日

２�．経過措置期限
　　令和６年９月30日
３�．介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大

臣が定める様式名等
　�　【別紙１】〔略〕のとおり。
４．様式に関する留意事項
　�　【別紙１】の厚生労働大臣が定める様式は，変

更を加えずに使用ください。
　�　なお，【別紙２】〔略〕の標準様式は，改正を行

っていないことを申し添えます。
　�　各種申請等に必要な書類は，ホームページにて

チェックリストをお示ししております。
５．様式の掲載場所
　�　厚生労働省ホームページ「指定申請等のウェブ

入力・電子申請について」
　�　https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.

html
６．「電子申請・届出システム」への反映時期等
　�　令和６年10月１日に「電子申請・届出システ

ム」へ反映予定です。なお，令和６年４月１日か
ら９月30日（経過措置期限）までの期間について
は，令和５年12月19日厚生労働省告示第331号に
おいてお示しした，介護保険法施行規則の規定に
基づき厚生労働大臣が定める様式に基づいた入力
項目となっております。

以上

（令和６年３月25日 厚生労働省老健局高齢者支援課／認知症施策・地域介護推進課／
老人保健課 事務連絡）

介護保険法施行規則の規定に基づき
厚生労働大臣が定める様式について
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Web 1　指定に関する事務処理関係

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

２�．吸収分割後の法人の指定の際に必要な書類につ
いて

　また，吸収分割後の法人が運営する事業所が指定
を受けようとする際に，提出すべき書類について
は，吸収分割前の旧法人が運営する事業所が指定を
受けた際に提出している内容から変更があった部分
についてのみ届け出ることで足りるものとする。こ
のため，例えば，法人格以外に変更がない場合は，
事業所を運営する法人の法人格が変更したことがわ
かる登記事項証明書等を提出することで差し支えな
い（表２）。

（表２）�指定申請及び変更等の届出の際に都道府県
知事に届け出ることとされている事項と，
指定の際の柔軟な取扱の例における届出書
類（訪問介護の場合）

吸収合併
（Ａ法人がＢ法人
と合併し，合併に
より消滅するＡ法
人の権利義務の全
部をＢ法人が引き

継ぐ場合）

吸収分割
（Ａ法人がその事
業に関して有する
権利義務の全部又
は一部が分割さ

れ，Ｂ法人が引き
継ぐ場合）

新規指定の
要否

Ｂ法人の運営する
事業所として新規

指定が必要

Ｂ法人の運営する
事業所として新規

指定が必要
指定手続 指定を簡便に行う

ことが可能
（※２）

指定を簡便に行う
ことが可能

介護報酬の
取扱い

過去の実績が必要
な加算について，
実績の通算が可能

（※２）

過去の実績が必要
な加算について，
実績の通算が可能

（※１）新設合併や新設分割の際も同様。
（※２） 「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長

会議資料」（平成30年３月６日）。

①事業者
の指定

（介護保
険法第70

条）

②変更の
届出等

（介護保
険法第75

条）

③前ペー
ジの例に
よる柔軟
な取扱い
（注１）

１ ．事業所の名称及
び所在地

〇 △ ×（※）

２ ．申請者の名称及
び主たる事務所の
所在地並びにその
代表者の氏名，生
年月日，住所及び
職名

〇 △ ×（※）

３ ．当該申請に係る
事業の開始の予定
年月日

〇 × 〇

４ ．申請者の登記事
項証明書又は条例
等

〇 △ 〇

５．事業所の平面図 〇 △ ×（※）
６．利用者の推定数 〇 △ ×（※）
７ ．事業所の管理者

の氏名，生年月日
及び住所並びにサ
ービス提供責任者
の 氏 名， 生 年 月
日，住所及び経歴

〇 △ ×（※）

８．運営規程 〇 △ ×（※）
９ ．利用者からの苦

情を処理するため
に講ずる措置の概
要

〇 × ×（※）

10 ．当該申請に係る
事業に係る従業者
の勤務の体制及び
勤務形態

〇 × ×（※）

11 ．指定の欠格事由
に該当しないこと
を 誓 約 す る 書 面

（誓約書）

〇 × ×（※）

12 ．その他指定に関
し必要と認める事
項

〇 × ×（※）

〇＝必要　△＝事項に変更があった場合に届出が必要
×＝不要
×（※）＝事項に変更がなければ，提出不要とする
ことが可能

（注１） 吸収分割後の法人が運営する事業所で，法
人格以外に変更がない場合

（注２） 吸収合併，新設合併及び新設分割の際も同
様

　事業所を運営する法人が吸収合併する場合の指定
の取扱いについては，「運営基準等に係るＱ＆Ａに
ついて」（平成13年３月28日発出事務連絡），「全国
介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」（平
成30年３月６日）等において，お示ししているとこ
ろです。
　今般，介護事業所の吸収分割等に伴う指定の取扱
いについて，別紙のとおり整理いたしましたので，
送付いたします。内容御了知の上，貴管内市町村，
介護サービス事業所等への周知等をお願いいたしま
す。

１．吸収分割に伴う指定の取扱いについて
　事業所を運営する法人が吸収合併する場合の指定
の取扱いについては，「運営基準等に係るＱ＆Ａに
ついて」（平成13年３月28日発出事務連絡）におい
て，「Ａ法人がＢ法人に吸収合併され，吸収合併の
日にＡ法人の事業所をＢ法人が引き継ぐ場合は，Ｂ
法人の事業所として新規に申請・指定を行う必要が
ある。」としている。
　一方で，その場合であっても，指定権者におい
て，事業所の職員に変更がない等，吸収合併の前後
で事業所が実質的に継続して運営されると認める場
合は，事業所が自治体へ行う手続きの簡素化や介護
報酬上の実績の通算など柔軟な取扱いが可能として
いる（全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議
資料（平成30年３月６日）（別添１））。
　本取扱いは，表１のとおり，事業所を運営する法
人が吸収分割される場合においても同様とする。

（表１）�吸収合併及び吸収分割（※１）の場合にお
ける各手続の取扱

吸収合併
（Ａ法人がＢ法人
と合併し，合併に
より消滅するＡ法
人の権利義務の全
部をＢ法人が引き

継ぐ場合）

吸収分割
（Ａ法人がその事
業に関して有する
権利義務の全部又
は一部が分割さ

れ，Ｂ法人が引き
継ぐ場合）

新規指定の
要否

Ｂ法人の運営する
事業所として新規

指定が必要

Ｂ法人の運営する
事業所として新規

指定が必要
指定手続 指定を簡便に行う

ことが可能
（※２）

指定を簡便に行う
ことが可能

介護報酬の
取扱い

過去の実績が必要
な加算について，
実績の通算が可能

（※２）

過去の実績が必要
な加算について，
実績の通算が可能

（※１）新設合併や新設分割の際も同様。
（※２） 「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長

会議資料」（平成30年３月６日）。

（令和２年８月３日 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室／高齢者支援課／振興課／
老人保健課 事務連絡　介護保険最新情報Vol.862）

事業所の吸収分割等に伴う事務の簡素化について
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（別添１）

全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議　振興課
９　介護事業所の業務効率化に向けた取組みについて
⑴～⑵　（略）
⑶　事業所の吸収合併に伴う事務の簡素化について
　介護事業所の吸収合併に伴う指定については，介
護保険最新情報vol.106（運営基準等に係るＱ＆Ａ

（平成13年３月28日発出事務連絡））において，「A
法人がB法人に吸収合併され，吸収合併の日にA法
人の事業所をB法人が引き継ぐ場合は，B法人の事
業所として新規に申請指定を行う必要がある」とし
ている。そのため，指定権者においては，新規指定
に係る審査と，新規指定に伴う各種事務手続きに対
応いただく必要がある。
　一方，介護事業所が吸収合併を行う場合，合併前
の旧法人が運営する事業所を合併後の法人が継続し
て運営し，事業所が実質的に継続して運営されると
認められることがある。指定権者においては，当該
事業所の職員に変更が無い等，吸収合併の前後で介
護事業所が実質的に継続して運営されると認めた場
合においては，下記の例示のように，合併前の旧法
人が運営する事業所の利用者に対するサービスの継
続的な提供と質の確保を優先するよう，十分な配慮
をお願いする。
　また，都道府県におかれては，管内市町村及び介
護事業所等に対する周知をお願いする。

【例】
ⅰ　事業所が自治体へ行う手続
・�　地域密着型サービスについて，更新の期限の到

来前の再公募を不要とすること。
・�　認知症対応型グループホームなどの代表者は，

①事業者
の指定

（介護保
険法第70

条）

②変更の
届出等

（介護保
険法第75

条）

③前ペー
ジの例に
よる柔軟
な取扱い
（注１）

１ ．事業所の名称及
び所在地

〇 △ ×（※）

２ ．申請者の名称及
び主たる事務所の
所在地並びにその
代表者の氏名，生
年月日，住所及び
職名

〇 △ ×（※）

３ ．当該申請に係る
事業の開始の予定
年月日

〇 × 〇

４ ．申請者の登記事
項証明書又は条例
等

〇 △ 〇

５．事業所の平面図 〇 △ ×（※）
６．利用者の推定数 〇 △ ×（※）
７ ．事業所の管理者

の氏名，生年月日
及び住所並びにサ
ービス提供責任者
の 氏 名， 生 年 月
日，住所及び経歴

〇 △ ×（※）

８．運営規程 〇 △ ×（※）
９ ．利用者からの苦

情を処理するため
に講ずる措置の概
要

〇 × ×（※）

10 ．当該申請に係る
事業に係る従業者
の勤務の体制及び
勤務形態

〇 × ×（※）

11 ．指定の欠格事由
に該当しないこと
を 誓 約 す る 書 面

（誓約書）

〇 × ×（※）

12 ．その他指定に関
し必要と認める事
項

〇 × ×（※）

〇＝必要　△＝事項に変更があった場合に届出が必要
×＝不要
×（※）＝事項に変更がなければ，提出不要とする
ことが可能

（注１） 吸収分割後の法人が運営する事業所で，法
人格以外に変更がない場合

（注２） 吸収合併，新設合併及び新設分割の際も同
様

全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会
議資料（平成30年３月６日）（抄）

認知症に関する研修を修了している必要がある
が，新たな代表者が既に同研修を受講している場
合には，その再研修を不要とすること。

・�　吸収合併の日と介護事業所の指定の日に差が生
じることによってサービス提供の空白期間が発生
し，利用者に対する介護サービスが途切れるよう
なことがないよう，可能な限り迅速・簡便な対応
を行うこと。

・�　合併前の旧法人の本体事業所とサテライト事業
所を引き継ぐ場合，介護保険法上の手続きを並行
して行い，吸収合併の日から本体事業所とサテラ
イト事業所が事業運営を行えるようにすること。

ⅱ　事業所と利用者が行う手続
・�　介護事業所の利用契約の再締結を不要とするこ

と（会社法に基づく吸収合併については，合併後
の法人は合併前の旧法人の権利義務を承継する）

・�　ケアプランの変更を不要とすること（利用者の
希望による軽微な変更扱いが可能）

ⅲ　介護報酬上の取扱いについて
・�　事業所が合併した場合における介護報酬上の取

扱いに関し，介護保険最新情報vol.69（平成21年
4 月改定関係Q＆A（vol. 1 ）（平成21年３月23日
発出））においては，サービス提供体制強化加算
について，「施設・事業所の職員に変更がないな
ど，事業所が実質的に継続して運営していると認
められる場合」には，勤続年数を通算できるとし
ている。

　�　この他，例えば，訪問介護の特定事業所加算の
重度要介護者の受入割合などの過去の実績が必要
な加算については，事業所が実質的に継続して運
営していると認められる場合，実績の通算が可能
である。

　�　また，介護職員処遇改善加算における介護職員
処遇改善計画書や介護職員処遇改善実績報告書に
ついて，事業所が実質的に継続して運営している
と認められる場合，合併前の旧法人が運営する事
業所分と合併後の法人が運営する事業所分を一括
して作成・提出することも可能である。

ⅳ�　厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処
分に関する手続き

・�　厚生労働省所管一般会計補助金等の交付を受け
て取得等をした財産に係る取り扱いについては，

「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処
分について」（平成20年 4 月17日会発0417001号）
に基づいて対応すること。

※�　吸収合併による財産の承継が行われる場合の財
産処分の手続き等

・�　事業所（間接補助事業者等）は，地方公共団体
（補助事業者等）を経由して，厚生労働大臣（適
正化法第26条により事務委任されている場合は地
方厚生（支）局長。）に財産処分の申請手続きを
行うことが原則必要。

　（注）�財産処分制限期間を経過した財産である場
合は，手続きを要しない。

　・�　財産処分に伴う国庫納付の要否については以
下の通り。

　　①�　財産の承継が有償の場合については，国庫
納付を要する。

　　②�　財産の承継が無償の場合については，以下
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について国庫納付を要しない。
ⅰ�　経過年数が10年以上である場合は，財産の承継

後に介護保険法に規定する事業等を含む別表に掲
げる事業に使用する場合。

ⅱ�　経過年数が10年未満である場合は，同一事業を
10年以上継続する場合。

（参考）
別表（地方公共団体以外の者について国庫納付に関
する条件を付加しない財産処分後の事業）（第３の
２⑴関係）
国庫納付に関する条件を付加しない財
産処分後の事業

（各事業には施設を含む。）
備考

（担当部局）

（略）
・�老人福祉法（昭和38年法律第133号）老健局

　�に規定する事業（老人居宅生活支援
事業，老人福祉施設及び有料老人ホ
ーム）

・�介護保険法（平成 9 年法律第123号）
に規定する事業（居宅サービス事
業，地域密着型サービス事業，居宅
介護支援事業，介護保険施設，介護
予防サービス事業，地域密着型介護
予防サービス事業及び介護予防支援
事業等）

（略）
・�高齢者の居住の安定確保に関する法

律（平成13年法律第26号）に規定す
る高齢者優良賃貸住宅

（略）

老健局
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ていない場合は，本標準指導指針に基づき指導を行
うこととして差し支えないが，できる限り速やかに
指導指針を作成されたい。

⑴　有料老人ホームの定義の周知
　老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条第１
項において，有料老人ホームとは，①老人を入居さ
せ（以下「入居サービス」という。），②当該老人に
対して「入浴，排せつ又は食事の介護」，「食事の提
供」，「洗濯，掃除等の家事」又は「健康管理」の少
なくとも一つのサービス（以下「介護等サービス」
という。）を供与する施設として定義されている。
　従って，同項の規定に基づく「届出」の有無にか
かわらず，入居サービス及び介護等サービスの実施
が認められるものは，すべて有料老人ホームに該当
するものとして取り扱うこととなる。
　また，「届出」とは，一定の基準に該当するかど
うかを判断した上で実施する「認可」や「指定」と
は異なるものであるため，入居サービス及び介護等
サービスの実態が認められるものについて事業者か
ら届出があった場合に，都道府県等において受理を
拒否することの裁量の余地はない。
　なお，有料老人ホームは，老人を入居させること
を目的とする施設であることから，入居要件を専ら
老人に限らず，老人以外も当然に入居できるような
ものは有料老人ホームには当たらない。ただし，①
入居要件では老人以外も入居できるとしつつ，意図
的に老人を集めて入居させているものについては施
設全体について，②共同住宅や寄宿舎のように老人
とそれ以外の者が混在して入居しているものであっ
ても，施設の一部については専ら老人を入居要件と
するものについては当該老人が利用している部分に
ついて，有料老人ホームとして取り扱うこととする。
　以上の内容を事業者に対して周知し，必要に応じ
て届出を求めることをお願いしたい。
⑵　有料老人ホームに該当することの判断
　老人福祉法第29条第１項において，委託契約によ
り第三者が介護等サービスを提供する場合について
も，有料老人ホーム事業に該当することを明確化し
ているところであるが，同項の規定は，入居サービ
ス提供者と介護等サービス提供者との間に直接の委
託契約がない場合を一律に排除しているものではな
い。介護等サービス提供者には，入居サービス提供
者と委託契約をした者から再委託をされた者など，

２　指導上の留意点

　高齢者が安心して暮らせる高齢者向け住まいに対
するニーズの高まりを受け，有料老人ホームが増加
する中，入居者の居住の安定を確保する観点から，
有料老人ホームに対する適切な指導監督が不可欠と
なっている。
　このような背景を踏まえ，介護保険制度改正にお
いて，入居者保護のため，更なる指導の徹底を図る
観点から，老人福祉法を改正し，都道府県に届出の
あった有料老人ホームの情報を市町村に通知するこ
とを義務づけるとともに，未届の疑いのある有料老
人ホームを市町村が発見したときは，都道府県に通
知するよう努めることとしたところである。
　このほか，令和３年度介護報酬改定が行われたこ
と等を踏まえ，今般，別添のとおり標準指導指針を
改正することとしたので，次の事項に留意の上，貴
管内の有料老人ホームに対して適切な指導を行われ
たい。なお，サービス付き高齢者向け住宅において
は，有料老人ホームに該当するものが多いという実
態もあるため，貴職においては，有料老人ホームに
該当するサービス付き高齢者向け住宅についても適
確に把握の上，必要に応じて，適切な指導を行われ
たい。
　なお，本通知は，地方自治法第245条の４第１項
に規定する技術的な助言に該当するものである。

　有料老人ホームは民間の活力と創意工夫により高
齢者の多様なニーズに応えていくことが求められる
ものであり，一律の規制には馴染まない面がある
が，一方，高齢者が長年にわたり生活する場であ
り，入居者の側からも介護を始めとするサービスに
対する期待が大きいこと，入居に当たり前払金を支
払う場合を含めて大きな金銭的な負担を伴うことか
ら，行政としても，サービス水準の確保等のため十
分に指導を行う必要がある。特に，有料老人ホーム
事業は，設置者と入居者との契約が基本となること
から，契約の締結及び履行に必要な情報が，入居者
に対して十分提供されることが重要である。
　このような事業の性格を踏まえ，各都道府県，指
定都市又は中核市（以下「都道府県等」という。）
は，本標準指導指針を参考として，地域の状況に応
じて指導指針（以下「指導指針」という。）を定
め，これに基づき設置前及び事業開始後において継
続的な指導を行われたい。なお，指導指針を作成し

１　標準指導指針の性格

（平成14年７月18日 老発第0718003号）
（最終改正；令和３年４月１日 老発0401第14号）

有料老人ホームの設置運営標準指導指針について



− 216 −

Web 2　設置運営標準指導指針等（有料老人ホーム）

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

⑹　有料老人ホーム情報の報告，情報開示等
　入居希望者のニーズに合った有料老人ホームの選
択に資するとともに，事業者の法令遵守の確保を図
るため，老人福祉法の規定に基づき，設置者に対し
て，有料老人ホーム情報を報告させること。
　また，有料老人ホーム事業は，設置者と入居者の
契約が基本となることから，できる限り多くの情報
が開示されることが重要である。特に，高齢者の多
くは有料老人ホームにおいて提供される介護サービ
スに対して大きな期待を寄せていることから，当該
有料老人ホームにおいて提供される介護サービスの
内容，費用負担等について，重要事項説明書等にお
いて明確にするよう指導するとともに，重要事項説
明書の交付及び説明の徹底，体験入居制度の実施，
財務諸表及び事業収支計画書の開示等について，設
置者に対し十分な指導を行われたい。
　さらに，必要に応じて，貸借対照表，損益計算書
等の財務諸表の提出を求めること等により，経営状
況の把握を行い，届出時の事業収支計画と財務諸表
に乖離がある場合には対処方針等を報告させるな
ど，適切な措置を講ずるよう指導するとともに，重
要事項説明書，入居契約書，管理規程，入居案内パ
ンフレット等について，定期的に又は変更の都度，
提出を求め，表示と実態が乖離することのないよう
指導されたい。
　その上で，各都道府県においては，設置者から報
告のあった有料老人ホーム情報を公表するととも
に，重要事項説明書等についても公開するよう努め
られたい。
　なお，重要事項説明書等の公開にあたっては，介
護サービス情報公表システムの活用も検討すること。
⑺　有料老人ホームに対する指導
①立入調査等
　管内の有料老人ホームについて，定期的な立入調
査を実施するほか，必要に応じ適宜調査を実施され
たい。立入調査に当たっては，介護保険担当部局
（管内の市町村の介護保険担当部局を含む。）とも連
携を図り，重要事項説明書の記載内容等に照らしつ
つ，居室の状況や介護サービスの実施状況等につい
て調査し，必要に応じ，指導指針に基づく指導を行
う。また，合理的な理由がなく，再三の指導に従わ
ない場合は，老人福祉法に基づく改善命令等必要な
対応を行うこと。特に，立入調査において，入居者
の処遇に関する不当な行為が認められたときは，入
居者の保護を図る観点から，迅速にその改善に必要
な措置をとることを指導し，又は命じられたい。そ
の上で，再三の指導に従わずに悪質な事業を続ける
場合など，入居者の保護のため特に必要があると認
めるときは，老人福祉法に基づきその事業の制限又
は停止を命じられたい。
　なお，事業の停止を命じた場合，その他入居者の
心身の健康の保持及び生活の安定を図るため必要が
あると認めるときは，入居者からの問合せに応じ

すべての第三者のうち，実質的にサービスの提供を
行なっている者を含むと解するものである。
　従って，入居者に対して，入居サービス又は介護
等サービスのいずれかの提供者がもう一方の提供者
を紹介・斡旋するなどにより，入居サービスと介護
等サービスが一体的に提供されていることが認めら
れる事業については，有料老人ホーム事業として取
り扱って差し支えない。
⑶　有料老人ホームの届出の徹底
　老人福祉法に規定する有料老人ホームに該当する
にもかかわらず，廊下の幅員等が指導指針に適合し
ないことを理由に有料老人ホームの届出が行われな
い場合があるが，指導指針に適合しなくとも届出義
務がある。
　また，届出を行っていない有料老人ホームに対す
る指導に際して，複数の法人が協同して一体的な経
営を行っている場合については，必ずしも特定の一
の法人を設置者として扱わなければならないもので
はなく，複数の法人がいずれも設置者に該当するも
のとして取り扱って差し支えない。
　老人福祉法の観点からは，重要事項の説明や情報
開示など有料老人ホームの運営が適切に行われるこ
とが重要であり，事業者に対して指導の徹底をお願
いしたい。
⑷　有料老人ホームの特定
　まずは，有料老人ホームに該当する可能性のある
施設を的確に把握することが必要である。このた
め，特に都道府県においては市町村と必要な情報を
共有するなど，密に連携してその把握に努めること
が重要である。
　その結果，未届の有料老人ホームを把握した場合
にあっては，都道府県等において，その施設が有料
老人ホームに該当する旨を設置者に対して通知する
などの方法により，有料老人ホームであることを特
定した上で，指導を行うことも有効である。届出が
行われていない場合であっても，有料老人ホームに
該当する事業については，老人福祉法に基づく命令
や罰則の適用が可能であるため，設置者に対してそ
の理解を促す観点からも，有料老人ホームであるこ
との特定は必要である。
　また，介護保険法の住所地特例の規定など，他の
法律においても，有料老人ホームであることを前提
とした制度があることから，これらの業務の明確化
を図る上でも，適切に有料老人ホームの特定を行う
ことが必要である。
⑸　地域の状況に応じた指導指針の策定
　標準指導指針においては，介護居室の床面積等に
ついて規定しているが，本来これらは地域の状況に
応じて求められる水準が異なる場合も想定され，必
ずしも全国一律に適用しなければならないものでは
ない。このため，指導指針の策定又は変更に当たっ
ては，地域の状況に応じて規定することも差し支え
ない。
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　・有料老人ホームの防火安全対策の推進について
⑤景品表示法担当部局
　・有料老人ホームの表示の適正化について
⑥�消費生活センター，国民健康保険団体連合会等
　・苦情対応，入居者保護等について

⑴　「届出」に対する適切な理解の促進
　有料老人ホームにおいては，高齢者福祉に大きく
関わる住まいの場であることを踏まえて，地域に開
かれた存在であることが求められる。また，必要に
応じて行政庁が適切に関与するための前提として，
その設置者に対して「届出」を義務付けている。
　一部において，届出を行うことで指導指針等によ
る行政指導の対象となるかのような誤解もあるが，
食事の提供など有料老人ホームの要件に該当する事
業であれば，届出の有無にかかわらず，老人福祉法
上の有料老人ホームとして取り扱われる。つまり，
有料老人ホームとして取り扱われることを回避する
ために届出を行わないという行為には合理性がない
ことから，設置者に対しては，その旨を丁寧に説明
し，自ら届出を行うよう促していただきたい。
　なお，有料老人ホームの届出は，老人福祉法上の
定義に適合する場合に必要となる手続に過ぎず，こ
れを行うことによって「有料老人ホーム」という名
称を使用しなければならないわけではないところで
あり，その点についても適切に説明していただきた
い。
⑵　指導指針の適切な運用
　一方で，有料老人ホームの設置者が，「届出」の
趣旨や効果について誤解をしていることの一因は，
これまでの行政指導において，あたかも指導指針が
届出基準であるかのように扱ったり，その規定の内
容に強制力があるかのような指導を行ってきたりし
た経緯にある，という可能性にも目を向ける必要が
ある。行政指導を行う側と受ける側では違った受け
止め方をする可能性があることに留意し，丁寧な制
度説明が必要である。
　有料老人ホーム制度が「届出」に基づくものにな
っているのは，民間の創意工夫を尊重し，高齢者の
多様なニーズに応じた取組を進めやすくするための
ものであるとともに，高齢者の福祉を損なうもので
あると認められるときには行政庁が介入する必要が
あるためである。仮に，届出を行いにくいような環
境を現出させた場合，民間の創意工夫を阻害するだ
けでなく，結果として，届出が行われない物件が増
えることとなり，そのような物件の把握や，届出を
促すための指導に関する業務が拡大し，本来の福祉
的な観点での指導等を行うことが困難になることも
懸念されるため，二重の意味で制度の趣旨を損なう
ことになりかねない。
　従って，有料老人ホームの設置者が自ら届出を行

３�　指導指針の取扱いと届出の関係につい
て

て，当該高齢者に適した諸条件が整った他の賃貸住
宅等のリストを提示したり，入居に必要な公的主体
による支援措置を紹介したりするなど，当該入居者
に対し，介護等の供与を継続的に受けるために必要
な助言その他の援助を行うように努めること。
　また，立入調査に限らず，老人福祉法に基づく定
期の報告徴収の際を活用するなどにより，状況の把
握に努めること。
②集団指導
　有料老人ホームに対する指導として，個別の有料
老人ホームへの立入調査のほか，必要に応じて，複
数の事業者を一定の場所に集めて講習等を行う集団
指導を適宜実施されたい。
　集団指導に当たっては，講習の内容に応じて事業
者を選定し，あらかじめ集団指導の日時，場所，出
席者，指導内容等を文書により事業者に通知した上
で，指導指針の内容，制度改正内容及び過去の指導
事例等について講習等の方式で行う。その際，多く
の事業者が参加できるよう，必要に応じてオンライ
ンでの開催なども検討すること。また，届出を行っ
ていない有料老人ホームに対しても集団指導に参加
するよう働きかけること。さらに，集団指導に欠席
した事業者に対しては，当日使用した資料を送付す
る等，必要な情報提供に努めるものとする。
⑻　全国有料老人ホーム協会との連携
　有料老人ホームに対する指導及び協議に当たって
は，必要に応じ，公益社団法人全国有料老人ホーム
協会と連携を図ることとし，同協会への入会や同協
会に設けられている有料老人ホーム入居者生活保証
制度の加入についても十分配慮するよう指導された
い。
⑼　介護サービスに係る表示の留意事項
　介護が必要となった場合に，介護保険の訪問介護
等を利用することとなっている有料老人ホームにつ
いては，当該有料老人ホームが自ら介護サービスを
提供しているとは認められないため，重要事項説明
書等における職員数の表示に訪問介護事業所等の勤
務時間を重複して計上することや，広告等において
「介護付終身利用型有料老人ホーム」，「ケア付き高
齢者住宅」，「終身介護マンション」等の表示を行う
ことは不当表示となるおそれがあるので留意された
い。
⑽　関係機関との連携
　有料老人ホームの指導に当たっては，以下の関係
機関と十分な連携を図られたい。
①�介護保険担当部局（管内の市町村を含む。）
　・介護サービス基盤の整備等について
②�住宅担当部局
　・サービス付き高齢者向け住宅の運用について
③�開発許可・建築確認担当部局（管内の市町村を含
む。）
　・有料老人ホームの設置計画の事前把握について
④�消防担当部局（所轄の消防署を含む。）
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　本通知及び標準指導指針は，令和３年７月１日か
ら適用する。
　ただし，各都道府県等が指導指針を別に定めてい
る場合は，当該指導指針が適用される。従って，各
都道府県等において本標準指導指針を参考に指導指
針を改正しようとする場合にあっては，できる限り
速やかに改正を行うこととし，その適用日について
も，令和３年７月１日以前とすることが可能である
ので，念のため申し添える。
　なお，今般，標準指導指針に新たに追加された計
画の策定等について，指導等にあたっては，特定施
設入居者生活介護の基準等においては，以下の一定
の経過措置期間が設けられていること等に留意する
こと。
①�　標準指導指針７⑵二に示す認知症介護基礎研修
を受講させるために必要な措置を講じることにつ
いて，特定施設入居者生活介護等の基準において
は，令和６年３月31日までは努力義務としている
こと及び新たに採用した職員については採用後１
年間の猶予期間を設けていること。
②�　標準指導指針８⑸に示す業務継続計画の策定，
同指針８⑺に示す衛生管理等及び同指針９⑹ロか
らホに示す虐待の防止のための対策を検討する委
員会の開催等について，特定施設入居者生活介護
等の基準においては，令和６年３月31日までは努
力義務としていること。
③�　標準指導指針12⑻四に示す事故発生防止等の措
置を適切に実施するための担当者を置くことにつ
いて，軽費老人ホーム等の基準においては，令和
３年９月30日までは努力義務としていること。

⑵　経過措置
　本標準指導指針の適用の際現に存する有料老人ホ
ーム，既に着工している有料老人ホーム等について
は，構造設備に係る規定を満たさない場合，従前の
規定によることとして差し支えない。

目次
１　用語の定義
２　基本的事項
３　設置者
４　立地条件
５　規模及び構造設備
６　既存建築物等の活用の場合等の特例
７　職員の配置，研修及び衛生管理
８　有料老人ホーム事業の運営
９　サービス等
10　事業収支計画
11　利用料等
12　契約内容等
13　情報開示
14　電磁的記録等

有料老人ホーム設置運営標準指導指針

いやすくなる環境を構築することは，地方公共団体
における届出促進に関する業務を軽減し，結果的に
は，入居者の適切な処遇を確保するための施策に注
力することが可能になると期待できることから，今
回の標準指導指針の改正を機会に，各地方公共団体
においては，指導指針の内容の見直しだけでなく，
その運用の方法についても見直しを行い，有料老人
ホームの設置者が自ら届出を行うことを促すような
取組を進めるよう，お願いする。
⑶�　既存建築物や小規模建築物を活用する取組への

対応
　有料老人ホームにおける居住の質を確保するため
には，指導指針への適合が一つの目安となるところ
である。その一方で，指導指針への適合を画一的に
求めることは，事業者による有料老人ホームの届出
意欲を削ぎ，結果として，都道府県等が把握できな
い有料老人ホームを増加させることにもつながりか
ねず，入居している高齢者に対する不適切な処遇や
虐待などの発見が遅れる可能性も生じる。
　特に，住宅の転用など既存建築物を活用する場合
や小規模な建築物で運営を行う場合については，標
準指導指針で示している設備基準への適合を求める
ことは困難であることも多いと考えられるため，民
間の活力と創意工夫を取り入れた取組を行っている
事業者自らの届出を促す観点から，入居者への十分
な説明を前提に，
①�　標準指導指針で示している規定の趣旨を満たす
ような代替の方法によること
②�　将来的な改善に向けた計画を策定していること
などの方法により，標準指導指針上も差し支えのな
いものとする旨を明記しているため，指導指針の策
定や運用においても，個別具体の内容を吟味した上
で，適切な指導を行うように留意されたい。

⑴　令和３年度介護報酬改定を踏まえた見直し
　令和３年度介護報酬改定により，指定特定施設等
において，感染症対策の強化，業務継続に向けた取
組の強化，ハラスメント対策の強化，高齢者虐待防
止の推進，認知症介護基礎研修の受講の義務づけ等
の見直しが行われたことを踏まえ，有料老人ホーム
においても同様の措置を求めることとした。
⑵　書面規制，押印，対面規制の見直し
　利便性の向上及び事業者の業務負担軽減の観点か
ら，政府が推進する押印・書面手続きの見直し方針
を踏まえ，本指針に定められている書面等について
は，電磁的記録で行うことができること，また，書
面での説明等については，入居者等の承諾を得たう
えで，電磁的方法によって行うことができることと
した。

⑴　本通知の適用

４　主要な改正点

５　その他
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次の事項に留意すること。
⑴�　有料老人ホーム経営の基本姿勢としては，入居
者の福祉を重視するとともに，安定的かつ継続的
な事業運営を確保していくことが求められるこ
と。特に，介護サービスを提供する有料老人ホー
ムにあっては，より一層，入居者の個人としての
尊厳を確保しつつ福祉の向上を図ることが求めら
れること。
⑵�　老人福祉法の帳簿の作成及び保存，情報の開
示，権利金等の受領の禁止並びに前払金の保全措
置及び返還に関する規定を遵守するとともに，入
居者等に対し，サービス内容等の情報を開示する
などにより施設運営について理解を得るように努
め，入居者等の信頼を確保することが求められる
こと。
⑶�　本指針を満たすだけでなく，より高い水準の施
設運営に向けて努力することが期待されること。
⑷�　特定施設入居者生活介護等の事業者の指定を受
けた有料老人ホームにあっては，本指針に規定す
ることのほか，「指定居宅サービス等の事業の人
員，設備及び運営に関する基準」（平成11年厚生
省令第37号），「指定地域密着型サービスの事業の
人員，設備及び運営に関する基準」（平成18年厚
生労働省令第34号）又は「指定介護予防サービス
等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予
防サービス等に係る介護予防のための効果的な支
援の方法に関する基準」（平成18年厚生労働省令
第35号）のうち当該施設に該当する基準を遵守す
ること。
⑸�　高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方
針（平成21年厚生労働省・国土交通省告示第１
号）の五の４「高齢者居宅生活支援サービスの提
供」を参考に，特定の事業者によるサービスを利
用させるような入居契約を締結することなどの方
法により，入居者が希望する医療・介護サービス
を設置者が妨げてはならないこと。
⑹�　都市計画法（昭和43年法律第100号）による開
発許可又は建築許可申請が必要な場合にあっては
当該申請を行う前，開発許可対象外の場合にあっ
ては建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づ
く建築確認の申請を行う前から，地元市町村及び
都道府県と十分な事前協議を行うこと。
⑺�　建築確認後速やかに，有料老人ホームの設置を
行う前に，都道府県知事（地方自治法（平成22年
法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以
下「指定都市」という。）及び同法第252条の22第
１項の中核市（以下「中核市」という。）におい
ては，指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）
に，老人福祉法第29条第１項の規定に基づく届出
を行うこと。
⑻�　都道府県知事への届出後（サービス付き高齢者
向け住宅の登録を受けている場合は，登録後）に
入居募集を行うこと。

　老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条第１
項に規定する有料老人ホームの設置・運営に関し
て，標準となる指導指針については以下のとおり定
める。

１　用語の定義
　この指導指針において次の各号に掲げる用語の意
義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。
一�　有料老人ホーム　老人福祉法第29条第１項に規
定する施設
二�　有料老人ホーム事業　老人を入居させ，次のイ
からニまでのいずれかをする事業
　イ�　入浴，排せつ又は食事の介護
　ロ�　食事の提供
　ハ�　洗濯，掃除等の家事の供与
　ニ�　健康管理の供与
三�　サービス付き高齢者向け住宅　高齢者の居住の
安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第
５条第１項の登録を受けている高齢者向けの賃貸
住宅又は有料老人ホーム
四�　サービス付き高齢者向け住宅事業　高齢者の居
住の安定確保に関する法律第５条第１項の規定に
基づき，高齢者を入居させ，状況把握サービス，
生活相談サービスその他の高齢者が日常生活を営
むために必要な福祉サービスを提供する事業とし
て登録を受けている事業
五�　設置者　有料老人ホームの設置者（複数の事業
者が協同して有料老人ホーム事業を運営する場合
の各事業者及び委託を受けた事業者を含む。）
六�　管理者　職員の管理，業務の実施状況の把握そ
の他の管理を一元的に行う立場にある者（有料老
人ホームの施設長，サービス付き高齢者向け住宅
の責任者など，その呼称に関わらない）
七�　特定施設入居者生活介護等　次のイ，ロ及びハ
に掲げるサービス
　イ�　介護保険法（平成９年法律第123号）第８条
第11項に規定する特定施設入居者生活介護

　ロ�　介護保険法第８条第21項に規定する地域密着
型特定施設入居者生活介護

　ハ�　介護保険法第８条の２第９項に規定する介護
予防特定施設入居者生活介護

八�　介護サービスを提供する有料老人ホーム　次の
イ及びロに掲げる有料老人ホーム
　イ�　特定施設入居者生活介護等を提供する有料老
人ホーム

　ロ�　設置者が，介護サービス（介護保険法第40条
に規定する介護給付又は同法第52条に規定する
予防給付に係る介護サービス以外の介護サービ
ス）を提供する有料老人ホーム

２　基本的事項
　有料老人ホームの事業を計画するに当たっては，
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継続について協力する旨を契約上明記するこ
と。

　　ロ�　建物の登記をするなど法律上の対抗要件を
具備すること。

　　ハ�　入居者との入居契約の契約期間の定めがな
い場合には，借地借家法（平成３年法律第90
号）第３条の規定に基づき，当初契約の借地
契約の期間は30年以上であることとし，自動
更新条項が契約に入っていること。

　　ニ�　無断譲渡，無断転貸の禁止条項が契約に入
っていること。

　　ホ�　設置者による増改築の禁止特約がないこ
と，又は，増改築について当事者が協議し土
地の所有者は特段の事情がない限り増改築に
つき承諾を与える旨の条項が契約に入ってい
ること。

　　へ�　賃料改定の方法が長期にわたり定まってい
ること。

　　ト�　相続，譲渡等により土地の所有者が変更さ
れた場合であっても，契約が新たな所有者に
承継される旨の条項が契約に入っていること。

　　チ�　借地人に著しく不利な契約条件が定められ
ていないこと。

　二�　借家の場合（建物の所有者と設置者による建
物の賃貸借）

　　イ�　有料老人ホーム事業のための借家であるこ
と及び建物の所有者は有料老人ホーム事業の
継続について協力する旨を契約上明記するこ
と。

　　ロ�　入居者との入居契約の契約期間の定めがな
い場合には，当初契約の契約期間は20年以上
であることとし，更新後の借家契約の期間
（極端に短期間でないこと）を定めた自動更
新条項が契約に入っていること。

　　ハ�　無断譲渡，無断転貸の禁止条項が契約に入
っていること。

　　ニ�　賃料改定の方法が長期にわたり定まってい
ること。

　　ホ�　相続，譲渡等により建物の所有者が変更さ
れた場合であっても，契約が新たな所有者に
承継される旨の条項が契約に入っていること。

　　へ�　建物の賃借人である設置者に著しく不利な
契約条件が定められていないこと。

　　ト�　入居者との入居契約の契約期間の定めがな
い場合には，建物の優先買取権が契約に定め
られていることが望ましいこと。

⑷�　借地・借家等の契約関係が複数になる場合にあ
っては，土地信託方式，生命保険会社による新借
地方式及び実質的には二者間の契約関係と同一視
できる契約関係であって当該契約関係が事業の安
定に資する等やむを得ないと認められるものに限
られること。
⑸�　定期借地・借家契約による場合には，入居者と

⑼�　本指針に基づく指導を受けている場合は，本指
針の遵守に向け計画的に運営の改善を図ること。
⑽�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けてい
るものにあっては，３，４，５，６及び10の規定は
適用せず，高齢者の居住の安定確保に関する法律
第７条第１項に定める登録基準によること。

３　設置者
⑴�　設置者は，老人福祉施設の場合と異なり，地方
公共団体及び社会福祉法人に限定されるものでは
ないこと。
⑵�　公益法人にあっては，有料老人ホーム事業を行
うに当たって主務官庁の承認を得ていること。
⑶�　事業を確実に遂行できるような経営基盤が整っ
ているとともに，社会的信用の得られる経営主体
であること。
⑷�　個人経営でないこと。また少数の個人株主等に
よる独断専行的な経営が行われる可能性のある体
制でないこと。
⑸�　他業を営んでいる場合には，その財務内容が適
正であること。
⑹�　役員等の中には，有料老人ホーム運営について
知識，経験を有する者等を参画させること。さら
に，介護サービスを提供する有料老人ホームの場
合は，役員等の中に高齢者の介護について知識，
経験を有する者を参画させるなど介護サービスが
適切に提供される運営体制が確保されていること。

４　立地条件
⑴�　入居者が健康で安全な生活を維持できるよう，
交通の利便性，地域の環境，災害に対する安全性
及び医療機関等との連携等を考慮して立地するこ
と。特に，有料老人ホームは，入居者である高齢
者が介護等のサービスを受けながら長期間にわた
り生活する場であることから，住宅地から遠距離
であったり，入居者が外出する際に不便が生じた
りするような地域に立地することは好ましくない
こと。
⑵�　有料老人ホームの事業の用に供する土地及び建
物については，有料老人ホーム事業以外の目的に
よる抵当権その他の有料老人ホームとしての利用
を制限するおそれのある権利が存しないことが登
記簿謄本及び必要に応じた現地調査等により確認
できること。
⑶�　借地による土地に有料老人ホームを設置する場
合又は借家において有料老人ホーム事業を実施す
る場合には，入居契約の契約期間中における入居
者の居住の継続を確実なものとするため，契約関
係について次の要件を満たすこと。
　一�　借地の場合（土地の所有者と設置者による土
地の賃貸借）

　　イ�　有料老人ホーム事業のための借地であるこ
と及び土地の所有者は有料老人ホーム事業の
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　四�　機能訓練室（専用室を確保する場合に限ら
ず，機能訓練を行うために適当な広さの場所が
確保できる場合を含む。）

　五　談話室又は応接室
　六　洗濯室
　七　汚物処理室
　八�　健康・生きがい施設（スポーツ，レクリエー
ション等のための施設，図書室その他の施設）

　九�　前各号に掲げるもののほか，事務室，宿直室
その他の運営上必要な設備

⑼�　⑹，⑺及び⑻に定める設備の基準は，次による
こと。
　一�　一般居室，介護居室及び一時介護室は次によ
ること。

　　イ�　個室とすることとし，入居者１人当たりの
床面積は13平方メートル以上とすること。

　　ロ�　各個室は，建築基準法第30条の規定に基づ
く界壁により区分されたものとすること。

　二�　医務室を設置する場合には，医療法施行規則
（昭和23年厚生省令第50号）第16条に規定する
診療所の構造設備の基準に適合したものとする
こと。

　三�　要介護者等が使用する浴室は，身体の不自由
な者が使用するのに適したものとすること。

　四�　要介護者等が使用する便所は，居室内又は居
室のある階ごとに居室に近接して設置すること
とし，緊急通報装置等を備えるとともに，身体
の不自由な者が使用するのに適したものとする
こと。

　五�　介護居室のある区域の廊下は，入居者が車い
す等で安全かつ円滑に移動することが可能とな
るよう，次のイ又はロによること。

　　イ�　すべての介護居室が個室で，１室当たりの
床面積が18平方メートル（面積の算定方法は
バルコニーの面積を除き，壁芯（へきしん）
方法による。）以上であって，かつ，居室内
に便所及び洗面設備が設置されている場合，
廊下の幅は1.4メートル以上とすること。た
だし，中廊下の幅は1.8メートル以上とする
こと。

　　ロ�　上記以外の場合，廊下の幅は1.8メートル
以上とすること。ただし，中廊下の幅は2.7
メートル以上とすること。

６　既存建築物等の活用の場合等の特例
⑴�　既存の建築物を転用して開設される有料老人ホ
ーム又は定員９人以下の有料老人ホームについ
て，建物の構造上５⑼に定める基準を満たすこと
が困難である場合においては，次のいずれかの基
準を満たす場合，当該基準に適合することを要し
ない。
　一�　次のイ，ロ及びハの基準を満たすもの
　　イ�　すべての居室が個室であること。

の入居契約の契約期間が当該借地・借家契約の契
約期間を超えることがないようにするとともに，
入居契約に際して，その旨を十分に説明するこ
と。なお，入居者との入居契約の契約期間の定め
がない場合には，定期借地・借家契約ではなく，
通常の借地・借家契約とすること。

５　規模及び構造設備
⑴�　建物は，入居者が快適な日常生活を営むのに適
した規模及び構造設備を有すること。
⑵�　建物は，建築基準法に規定する耐火建築物又は
準耐火建築物とすること。
⑶�　建物には，建築基準法，消防法（昭和23年法律
第186号）等に定める避難設備，消火設備，警報
設備その他地震，火災，ガスもれ等の防止や事
故・災害に対応するための設備を十分設けるこ
と。また，緊急通報装置を設置する等により，入
居者の急病等緊急時の対応を図ること。
⑷�　建物の設計に当たっては，「高齢者が居住する
住宅の設計に係る指針」（平成13年国土交通省告
示第1301号）を踏まえて，入居者の身体機能の低
下や障害が生じた場合にも対応できるよう配慮す
ること。
⑸�　建物の配置及び構造は，日照，採光，換気等入
居者の保健衛生について十分考慮されたものであ
ること。
⑹　次の居室を設けること。
　一�　一般居室
　二�　介護居室
　　�　設置者が自ら介護サービスを提供するための
専用の居室であり，入居者の状況等に応じて適
切な数を確保すること。なお，一般居室で介護
サービスが提供される場合又は有料老人ホーム
が自ら介護サービスを提供しない場合は介護居
室を設置しなくてもよいこと。

　三�　一時介護室
　　�　設置者が自ら一時的な介護サービスを提供す
るための居室であり，入居者の状況等に応じて
適切な数を確保すること。なお，一般居室又は
介護居室で一時的な介護サービスを提供するこ
とが可能である場合は一時介護室を設置しなく
てもよいこと。

⑺�　次の設備について，居室内に設置しない場合
は，全ての入居者が利用できるように適当な規模
及び数を設けること。
　一　浴室
　二　洗面設備
　三　便所
⑻�　設置者が提供するサービス内容に応じ，次の共
同利用の設備を設けること。
　一　食堂
　二　医務室又は健康管理室
　三　看護・介護職員室
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し，建築基準法，消防法等に定める避難設備，消
火設備，警報設備その他地震，火災，ガスもれ等
の防止や事故，災害に対応するための設備を十分
に設けるとともに，緊急通報装置を設置する等に
より，入居者の急病等緊急時の対応を図ること。

７　職員の配置，研修及び衛生管理
⑴　職員の配置
　一�　職員の配置については，入居者の数及び提供
するサービス内容に応じ，その呼称にかかわら
ず，次の職員を配置すること。

　　イ�　管理者
　　ロ�　生活相談員（サービス付き高齢者向け住宅

の登録を受けている場合は，国土交通省・厚
生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関す
る法律施行規則（平成23年厚生労働省・国土
交通省令第２号）第11条第一号の規定に基づ
く状況把握サービス及び生活相談サービスを
提供する職員）

　　ハ�　栄養士
　　ニ�　調理員
　二�　介護サービスを提供する有料老人ホームの場
合は，上記の他，提供する介護サービスの内容
に応じ，次によること。

　　イ�　要介護者等を直接処遇する職員（介護職員
及び看護職員をいう。以下「直接処遇職員」
という。）については，介護サービスの安定
的な提供に支障がない職員体制とすること。

　　ロ�　看護職員については，入居者の健康管理に
必要な数を配置すること。ただし，看護職員
として看護師の確保が困難な場合には，准看
護師を充てることができる。

　　ハ�　機能訓練指導員は，日常生活を営むのに必
要な機能の減退を防止するための訓練を行う
能力を有する者を配置すること。

　　ニ�　管理者その他の介護サービスの責任者の地
位にある者は，高齢者の介護について知識，
経験を有する者を配置すること。

　三�　入居者の実態に即し，夜間の介護，緊急時に
対応できる数の職員を配置すること。

⑵�　職員の研修
　一�　職員に対しては，採用時及び採用後において
定期的に研修を実施すること。特に，生活相談
員及び直接処遇職員については，高齢者の心身
の特性，実施するサービスのあり方及び内容，
介護に関する知識及び技術，作業手順等につい
て研修を行うこと。

　二�　介護に直接携わる職員（看護師，准看護師，
介護福祉士，介護支援専門員，介護保険法第８
条第２項に規定する政令で定める者等の資格を
有する者その他これに類する者を除く。）に対
し，認知症介護基礎研修を受講させるために必
要な措置を講じること。

　　ロ�　５⑼に定める基準を満たしていない事項に
ついて，重要事項説明書又は管理規程に記入
し，その内容を適切に入居者又は入居希望者
に対して説明すること。

　　ハ�　次の①又は②のいずれかに適合するもので
あること

　　　①�　代替の措置（入居者が車いす等で安全か
つ円滑に移動することが可能となる廊下幅
を確保できない場合において，入居者の希
望に応じて職員が廊下の移動を介助するこ
となど）を講ずること等により，５⑼の基
準を満たした場合と同等の効果が得られる
と認められるものであること。

　　　②�　将来において５⑼に定める基準に適合さ
せる改善計画を策定し，入居者への説明を
行っていること。

　二�　建物の構造について，文書により適切に入居
者又は入居希望者に対して説明しており，外部
事業者によるサービスの受入や地域との交流活
動の実施などにより，事業運営の透明性が確保
され，かつ，入居者に対するサービスが適切に
行われているなど，適切な運営体制が確保され
ているものとして都道府県知事が個別に認めた
もの

⑵�　都道府県知事が，火災予防，消火活動等に関し
専門的知識を有する者の意見を聴いて，次の各号
のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての有
料老人ホームであって，火災に係る入居者の安全
性が確保されていると認めたものについては，5
⑵の規定にかかわらず，耐火建築物又は準耐火建
築物とすることを要しない。
　一�　スプリンクラー設備の設置，天井等の内装材
等への難燃性の材料の使用，調理室等火災が発
生するおそれがある箇所における防火区画の設
置等により，初期消火及び延焼の抑制に配慮し
た構造であること。

　二�　非常警報設備の設置等による火災の早期発見
及び通報の体制が整備されており，円滑な消火
活動が可能なものであること。

　三�　避難口の増設，搬送を容易に行うために十分
な幅員を有する避難路の確保等により，円滑な
避難が可能な構造であり，かつ，避難訓練を頻
繁に実施すること，配置人員を増員すること等
により，火災の際の円滑な避難が可能なもので
あること。

⑶�　高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部
を改正する法律（平成23年法律第74号。以下「改
正法」という。）の施行（平成23年10月20日）の
際現に改正法による改正前の高齢者の居住の安定
確保に関する法律第４条に規定する高齢者円滑入
居賃貸住宅の登録を受けている高齢者専用賃貸住
宅であった有料老人ホームについては，５⑵，
⑶，⑹，⑺，⑻及び⑼の基準を適用しない。ただ
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　ニ�　緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った
場合にあっては，その態様及び時間，その際の
入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理
由

　ホ�　提供サービスに係る入居者及びその家族から
の苦情の内容

　ヘ�　提供サービスの供与により入居者に事故が発
生した場合は，その状況及び事故に際して採っ
た処置の内容

　ト�　提供サービスの供与を委託により他の事業者
に行わせる場合にあっては，当該事業者の名
称，所在地，委託に係る契約事項及び業務の実
施状況

　チ�　設備，職員，会計及び入居者の状況に関する
事項

⑷�　個人情報の取り扱い
　�　⑵の名簿及び⑶の帳簿における個人情報に関す
る取り扱いについては，個人情報の保護に関する
法律（平成15年法律第57号）及び同法に基づく
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切
な取扱いのためのガイダンス（平成29年４月14
日・厚生労働省）」を遵守すること。
⑸　業務継続計画の策定等
　イ�　感染症や非常災害の発生時において，入居者
に対する処遇を継続的に行うための，及び非常
時の体制で早期の業務再開を図るための計画
（以下「業務継続計画」という。）を策定し，当
該業務継続計画に従い必要な措置を講じるこ
と。計画の策定にあたっては，「介護施設・事
業所における新型コロナウイルス感染症発生時
の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事
業所における自然災害発生時の業務継続ガイド
ライン」を参照されたい。

　ロ�　職員に対し，業務継続計画について周知する
とともに，必要な研修及び訓練を定期的に実施
すること。なお，訓練については，机上を含め
その実施手法は問わないものの，机上及び実地
で実施するものを適切に組み合わせながら実施
することが適切である。

　ハ�　定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要
に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

⑹　非常災害対策
　イ�　非常災害に関する具体的計画を立て，非常災
害時の関係機関への通報及び連携体制を整備
し，それらを定期的に職員に周知するととも
に，定期的に避難，救出その他必要な訓練を行
うこと。なお，「非常災害に関する具体的計画」
とは，消防法施行規則第３条に規定する消防計
画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害，
地震等の災害に対処するための計画をいう。

　ロ�　イに規定する訓練の実施に当たって，地域住
民の参加が得られるよう連携に努めること。

⑺　衛生管理等

⑶�　職員の衛生管理
　一�　職員の心身の健康に留意し，職員の疾病の早
期発見及び健康状態の把握のために，採用時及
び採用後において定期的に健康診断を行うとと
もに，就業中の衛生管理について十分な点検を
行うこと。

　二�　適正なサービスの提供を確保する観点から，
職場において行われる性的な言動又は優越的な
関係を背景とした言動であって業務上必要かつ
相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境
が害されることを防止するため，職場における
ハラスメントの内容及び職場におけるハラスメ
ントを行ってはならない旨の方針を明確化し，
職員に周知・啓発するとともに，相談に対応す
る担当者をあらかじめ定めること等により，相
談への対応のための窓口をあらかじめ定め，職
員に周知する等，必要な措置を講じること。

　　�　また，入居者やその家族等からの著しい迷惑
行為（カスタマーハラスメント）の防止のため
に，相談に応じ，適切に対応するために必要な
体制を整備するなど，必要な対策を講じること
が望ましい。

８　有料老人ホーム事業の運営
⑴　管理規程の制定
　�　入居者の定員，利用料，サービスの内容及びそ
の費用負担，介護を行う場合の基準，医療を要す
る場合の対応などを明示した管理規程を設けるこ
と。なお，上記内容を含み，入居者に対する説明
事項を適切に提示している資料であれば，その呼
称にかかわらず，管理規程として扱って差し支え
ない。
⑵　名簿の整備
　�　緊急時において迅速かつ適切に対応できるよう
にする観点から，入居者及びその身元引受人等の
氏名及び連絡先を記載した名簿を整備しておくこ
と。
⑶　帳簿の整備
　�　老人福祉法第29条第４項の規定を参考に，次の
事項を記載した帳簿を作成し，２年間保存するこ
と。
　イ�　有料老人ホームの修繕及び改修の実施状況
　ロ�　老人福祉法第29条第７項に規定する前払金，
利用料その他の入居者が負担する費用の受領の
記録

　ハ�　入居者に供与した次のサービス（以下「提供
サービス」という。）の内容

　　①�　入浴，排せつ又は食事の介護
　　②�　食事の提供
　　③�　洗濯，掃除等の家事の供与
　　④�　健康管理の供与
　　⑤�　安否確認又は状況把握サービス
　　⑥�　生活相談サービス
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　ロ�　入居者の介護サービスの利用にあっては，設
置者及び当該設置者と関係のある事業者など特
定の事業者からのサービス提供に限定又は誘導
しないこと。

　ハ�　入居者が希望する介護サービスの利用を妨げ
ないこと。

⑾　運営懇談会の設置等
　�　有料老人ホーム事業の運営について，入居者の
積極的な参加を促し，かつ，外部の者等との連携
により透明性を確保する観点から，運営懇談会
（テレビ電話装置等を活用して行うことができる
ものとする。）を設置し，その運営に当たって
は，次の事項について配慮すること。ただし，入
居定員が少ないなどの理由により，運営懇談会の
設置が困難なときは，地域との定期的な交流が確
保されていることや，入居者の家族との個別の連
絡体制が確保されていることなどの代替となる措
置があり，かつ，当該措置が運営懇談会の代替に
なるものとして入居者への説明を行っている場合
にあっては，この限りでない。
　イ�　運営懇談会は，管理者，職員及び入居者によ
って構成されること。

　ロ�　運営懇談会の開催に当たっては，入居者（入
居者のうちの要介護者等についてはその身元引
受人等）に周知し，必要に応じて参加できるよ
うに配慮すること。

　ハ�　有料老人ホーム事業の運営について外部から
の点検が働くよう，職員及び入居者以外の第三
者的立場にある学識経験者，民生委員などを加
えるよう努めること。

　ニ�　運営懇談会では，次に掲げる事項を定期的に
報告し，説明すること。また，入居者の要望，
意見を運営に反映させるよう努めること。

　　①�　入居者の状況
　　②�　サービス提供の状況
　　③�　管理費，食費その他の入居者が設置者に支

払う金銭に関する収支等の内容

９　サービス等
⑴�　設置者は，入居者に対して，契約内容に基づ
き，次に掲げるサービス等を自ら提供する場合に
あっては，それぞれ，その心身の状況に応じた適
切なサービスを提供すること。
　一�　食事サービス
　　イ�　高齢者に適した食事を提供すること。
　　ロ�　栄養士による献立表を作成すること。
　　ハ�　食堂において食事をすることが困難である

など，入居者の希望に応じて，居室において
食事を提供するなど必要な配慮を行うこと。

　二　生活相談・助言等
　　イ�　入居時には，心身の健康状況等について調

査を行うこと。
　　ロ�　入居後は入居者の各種の相談に応ずるとと

　�　感染症が発生し，又はまん延しないように，次
に掲げる措置を講じること。
　イ�　感染症の予防及びまん延の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情
報通信機器（以下，「テレビ電話装置等」とい
う。）を活用して行うことができるものとす
る。）をおおむね６月に１回以上開催するとと
もに，その結果について，職員に周知徹底を図
ること。なお，委員会については，感染対策の
知識を有する者を含む，幅広い職種により構成
することが望ましい。

　ロ�　感染症及びまん延の防止のための指針を整備
すること。

　ハ�　職員に対し，感染症の予防及びまん延の防止
のための研修及び訓練を定期的に実施するこ
と。なお，訓練については，机上を含めその実
施手法は問わないものの，机上及び実地で実施
するものを適切に組み合わせながら実施するこ
とが適切である。

⑻　緊急時の対応
　�　⑸から⑺に掲げるもののほか，事故・災害及び
急病・負傷に迅速かつ適切に対応できるよう具体
的な計画を立てるとともに，避難等必要な訓練を
定期的に行うこと。なお，当該計画の策定や訓練
の実施にあたっては，⑸から⑺に定める計画や訓
練と併せて実施することとして差し支えない。
⑼　医療機関等との連携
　イ�　入居者の病状の急変等に備えるため，あらか
じめ，医療機関と協力する旨及びその協力内容
を取り決めておくこと。

　ロ�　あらかじめ，歯科医療機関と協力する旨及び
その協力内容を取り決めておくよう努めること。

　ハ�　協力医療機関及び協力歯科医療機関との協力
内容，協力医療機関及び協力歯科医療機関の診
療科目，協力科目等について入居者に周知して
おくこと。

　ニ�　入居者が適切に健康相談や健康診断を受けら
れるよう，協力医療機関による医師の訪問や，
嘱託医の確保などの支援を行うこと。

　ホ�　入居者が，医療機関を自由に選択することを
妨げないこと。協力医療機関及び協力歯科医療
機関は，あくまでも，入居者の選択肢として設
置者が提示するものであって，当該医療機関に
おける診療に誘引するためのものではない。

　ヘ�　医療機関から入居者を患者として紹介する対
価として金品を受領することその他の健康保険
事業の健全な運営を損なうおそれのある経済上
の利益を受けることにより，入居者が当該医療
機関において診療を受けるように誘引してはな
らないこと。

⑽　介護サービス事業所との関係
　イ�　近隣に設置されている介護サービス事業所に
ついて，入居者に情報提供すること。
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っては，要介護者等の生活の自立の支援を図る
観点から，その身体的，精神的条件に応じた機
能訓練等を実施すること。

　七�　レクリエーション
　　�　入居者の要望を考慮し，運動，娯楽等のレク
リエーションを実施すること。

　八　身元引受人への連絡等
　　イ�　入居者の生活において必要な場合には，身

元引受人等への連絡等所要の措置をとるとと
もに，本人の意向に応じ，関連諸制度，諸施
策の活用についても迅速かつ適切な措置をと
ること。

　　ロ�　要介護者等については，入居者の生活及び
健康の状況並びにサービスの提供状況を身元
引受人等へ定期的に報告すること。

　九　金銭等管理
　　イ�　入居者の金銭，預金等の管理は入居者自身

が行うことを原則とすること。ただし，入居
者本人が特に設置者に依頼した場合，又は入
居者本人が認知症等により十分な判断能力を
有せず金銭等の適切な管理が行えないと認め
られる場合であって，身元引受人等の承諾を
得たときには，設置者において入居者の金銭
等を管理することもやむを得ないこと。

　　ロ�　設置者が入居者の金銭等を管理する場合に
あっては，依頼又は承諾を書面で確認すると
ともに，金銭等の具体的な管理方法，本人又
は身元引受人等への定期的報告等を管理規程
等で定めること。

　十　家族との交流・外出の機会の確保
　　�　常に入居者の家族との連携を図り，入居者と
その家族との交流等の機会を確保するよう努め
るとともに，入居者の外出の機会を確保するよ
う努めること。

⑵�　設置者は，⑴各号に掲げるサービス等の提供に
係る入居者との契約を締結する場合，その職員に
対して，提供するサービス等の内容を十分に周知
徹底すること。
⑶�　有料老人ホームの職員が，介護保険サービスそ
の他の業務を兼ねる場合にあっては，各職員につ
いて，それぞれが従事する業務の種別に応じた勤
務状況を明確にする観点から，適切に勤務表の作
成及び管理を行うこと。
⑷�　設置者は，高齢者虐待の防止，高齢者の養護者
に対する支援等に関する法律（平成17年法律第
124号）に基づき，次の事項を実施すること。
　イ�　同法第５条の規定に基づき，高齢者虐待を受
けた入居者の保護のための施策に協力すること。

　ロ�　虐待の防止のための対策を検討する委員会
（テレビ電話装置等を活用して行うことができ
るものとする。）を定期的に開催するととも
に，その結果について，職員に周知徹底を図る
こと。

もに適切な助言等を行うこと。
　三　健康管理と治療への協力
　　イ�　入居時及び定期的に健康診断（歯科に係る

ものを含む。）の機会を設けるなど，入居者
の希望に応じて健康診断が受けられるよう支
援するとともに，常に入居者の健康の状況に
注意し，必要に応じて健康保持のための適切
な措置をとること。

　　ロ�　入居者の意向を確認した上で，入居者の希
望に応じて，健康診断及び健康保持のための
措置の記録を適切に保存しておくこと。

　　ハ�　入居者が一時的疾病等のため日常生活に支
障がある場合には介助等日常生活の世話を行
うこと。

　　ニ�　医療機関での治療が必要な場合には適切な
治療が受けられるよう医療機関への連絡，紹
介，受診手続，通院介助等の協力を行うこと。

　四　介護サービス
　　イ�　介護サービスを提供する有料老人ホームに

あっては，契約に定めるところにより，当該
有料老人ホーム又はその提携有料老人ホーム
（一定限度以上の要介護状態になった場合に
入居者が住み替えてそこで介護サービスを行
うことが入居契約書に明定されているものに
限る。）において行うこととし，当該有料老
人ホームが行うべき介護サービスを介護老人
保健施設，病院，診療所又は特別養護老人ホ
ーム等に行わせてはならないこと。なお，こ
の場合の介護サービスには，医療行為は含ま
れないものであること。

　　ロ�　契約内容に基づき，入居者を一般居室，一
時介護室又は介護居室において入居者の自立
を支援するという観点に立って処遇するとと
もに，常時介護に対応できる職員の勤務体制
をとること。

　　ハ�　介護記録を作成し，保管するとともに，主
治医との連携を十分図ること。

　五　安否確認又は状況把握
　　�　入居者が居住部分への訪問による安否確認や
状況把握を希望しない場合であっても，電話，
居住部分内での入居者の動体を把握できる装置
による確認，食事サービスの提供時における確
認等その他の適切な方法により，毎日１回以
上，安否確認等を実施すること。

　　�　安否確認等の実施にあたっては，安全・安心
の確保の観点のみならず，プライバシーの確保
について十分に考慮する必要があることから，
その方法等については，運営懇談会その他の機
会を通じて入居者の意向の確認，意見交換等を
行い，できる限りそれを尊重したものとするこ
と。

　六　機能訓練
　　�　介護サービスを提供する有料老人ホームにあ
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益計画を策定すること。
　一�　長期安定的な経営が可能な計画であること。
　二�　最低30年以上の長期的な計画を策定し，少な
くとも３年ごとに見直しを行うこと。

　三�　借入金の返済に当たっては，資金計画上無理
のない計画となっていること。

　四�　適切かつ実行可能な募集計画に基づいている
こと。

　五�　長期推計に基づく入居時平均年齢，男女比，
単身入居率，入退去率，入居者数及び要介護者
発生率を勘案すること。

　六�　人件費，物件費等の変動や建物の修繕費等を
適切に見込んでいること。

　七�　前払金（入居時に老人福祉法第29条第７項に
規定する前払金として一括して受領する利用
料）の償却年数は，入居者の終身にわたる居住
が平均的な余命等を勘案して想定される期間
（以下「想定居住期間」という。）とすること。

　八　常に適正な資金残高があること。
⑷　経理・会計の独立
　�　有料老人ホーム以外にも事業経営を行っている
経営主体については，当該有料老人ホームについ
ての経理・会計を明確に区分し，他の事業に流用
しないこと。

11　利用料等
⑴�　有料老人ホームは，契約に基づき入居者の負担
により賄われるものであり，その支払方法につい
ては，月払い方式，前払い方式又はこれらを組み
合わせた方式等多様な方法が考えられるが，いず
れの場合にあっても，設置者が次に掲げる費用を
受領する場合の取扱いについては，それぞれ次に
よること。
　一�　家賃（賃貸借契約以外の契約で受領する利用
料のうち，部屋代に係る部分を含む。）

　　�　当該有料老人ホームの整備に要した費用，修
繕費，管理事務費，地代に相当する額等を基礎
として合理的に算定したものとし，近傍同種の
住宅の家賃から算定される額を大幅に上回るも
のでないこと。

　二　敷金
　　�　敷金を受領する場合には，その額は６か月分
を超えないこととし，退去時に居室の原状回復
費用を除き全額返還すること。なお，原状回復
の費用負担については，「原状回復をめぐるト
ラブルとガイドライン（再改訂版）」（平成23年
８月国土交通省住宅局）を参考にすること。

　三�　介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与
の対価（以下「サービス費用」という。）

　　イ�　入居者に対するサービスに必要な費用の額
（食費，介護費用その他の運営費等）を基礎
とする適切な額とすること。

　　ロ�　多額の前払金を払えば毎月の支払は一切な

　ハ�　虐待の防止のための指針を整備すること。
　ニ�　職員に対し，虐待の防止のための研修を定期
的に実施すること。

　ホ�　ロからニまでに掲げる措置を適切に実施する
ための担当者を置くこと。

　ヘ�　その他同法第20条の規定に基づき，苦情の処
理の体制の整備その他の高齢者虐待の防止等の
ための措置を講ずること。

⑸�　入居者に対するサービスの提供に当たっては，
当該入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保
護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的
拘束その他入居者の行動を制限する行為（以下
「身体的拘束等」という。）を行ってはならないこ
と。
⑹�　緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には，
その態様及び時間，その際の入居者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな
らないこと。
⑺�　身体的拘束等の適正化を図るために，次に掲げ
る措置を講じなければならない。
　イ�　身体的拘束等の適正化のための対策を検討す
る委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ
とができるものとする。）を３月に１回以上開
催するとともに，その結果について，介護職員
その他の従業者に周知徹底を図ること。

　ロ�　身体的拘束等の適正化のための指針を整備す
ること。

　ハ�　介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束
等の適正化のための研修を定期的に実施するこ
と。

10　事業収支計画
⑴　市場調査等の実施
　�　構想段階における地域特性，需要動向等の市場
分析や，計画が具体化した段階における市場調査
等により，相当数の者の入居が見込まれること。
⑵　資金の確保等
　�　初期総投資額の積算に当たっては，開設に際し
て必要となる次に掲げる費用等を詳細に検討し積
み上げて算定し，必要な資金を適切な方法で調達
すること。また，資金の調達に当たっては主たる
取引金融機関等を確保しておくこと。
　一　調査関係費
　二　土地関係費
　三　建築関係費
　四　募集関係費
　五　開業準備関係費
　六　公共負担金
　七　租税公課
　八　期中金利
　九　予備費
⑶　資金収支計画及び損益計画
　�　次の事項に留意し，長期の資金収支計画及び損
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案した合理的な積算方法によるものとするこ
と。ただし，サービス費用のうち介護費用に相
当する分について，介護保険の利用者負担分
を，設置者が前払金により受け取ることは，利
用者負担分が不明確となるので不適当であるこ
と。

　五�　前払金の算定根拠とした想定居住期間を超え
て契約が継続する場合に備えて受領する額につ
いては，具体的な根拠により算出された額とす
ること。

　六�　老人福祉法第29条第８項の規定に基づき，前
払金を受領する場合にあっては，前払金の全部
又は一部を返還する旨の契約を締結することに
なっていることから，その返還額については，
入居契約書等に明示し，入居契約に際し，入居
者に対して十分に説明するとともに，前払金の
返還を確実に行うこと。

　七�　入居契約において，入居者の契約解除の申し
出から実際の契約解除までの期間として予告期
間等を設定し，老人福祉法施行規則（昭和38年
厚生省令第28号）第21条第１項第一号に規定す
る前払金の返還債務が義務づけられる期間を事
実上短縮することによって，入居者の利益を不
当に害してはならないこと。

12　契約内容等
⑴　契約締結に関する手続等
　一�　契約に際して，契約手続，利用料等の支払方
法などについて事前に十分説明すること。特定
施設入居者生活介護等の指定を受けた設置者に
あっては，入居契約時には特定施設入居者生活
介護の提供に関する契約を締結しない場合であ
っても，入居契約時に，当該契約の内容につい
て十分説明すること。

　二�　前払金の内金は，前払金の20％以内とし，残
金は引渡し日前の合理的な期日以降に徴収する
こと。

　三�　入居開始可能日前の契約解除の場合について
は，既受領金の全額を返還すること。

⑵　契約内容
　一�　入居契約書において，有料老人ホームの類型
（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けて
いないものに限る。），サービス付き高齢者向け
住宅の登録を受けている場合は，その旨，利用
料等の費用負担の額及びこれによって提供され
るサービス等の内容，入居開始可能日，身元引
受人の権利・義務，契約当事者の追加，契約解
除の要件及びその場合の対応，前払金の返還金
の有無，返還金の算定方式及びその支払時期等
が明示されていること。

　二�　介護サービスを提供する場合にあっては，心
身の状態等に応じて介護サービスが提供される
場所，介護サービスの内容，頻度及び費用負担

く生涯生活を保証するという終身保証契約
は，その後において入居者の心身の状況や物
価，生活費等の経済情勢が著しく変化するこ
とがあり得るので，原則として好ましくない
こと。

　　ハ�　設置者が，サービスを提供した都度個々に
そのサービス費用を受領する場合について
は，提供するサービスの内容に応じて人件
費，材料費等を勘案した適切な額とすること。

　　ニ�　介護付有料老人ホームにおいて，手厚い職
員体制又は個別的な選択による介護サービス
として介護保険外に別途費用を受領できる場
合は，「特定施設入居者生活介護事業者が受
領する介護保険の給付対象外の介護サービス
費用について」（平成12年３月30日付け老企
第52号厚生省老人保健福祉局長企画課長通
知）の規定によるものに限られていることに
留意すること。

⑵�　前払い方式（終身にわたって受領すべき家賃又
はサービス費用の全部又は一部を前払金として一
括して受領する方式）によって入居者が支払を行
う場合にあっては，次の各号に掲げる基準による
こと。
　一�　受領する前払金が，受領が禁止されている権
利金等に該当しないことを入居契約書等に明示
し，入居契約に際し，入居者に対して十分に説
明すること。

　二�　老人福祉法第29条第７項の規定に基づき，前
払金の算定根拠を書面で明示するとともに，前
払金に係る銀行の債務の保証等の「厚生労働大
臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべ
き措置」（平成18年厚生労働省告示第266号）に
規定する必要な保全措置を講じなければならな
いこと。なお，平成18年３月31日までに届出が
された有料老人ホームについては，保全措置の
法的義務づけの経過措置期間が終了し，令和３
年４月１日以降の新規入居者については，法的
義務対象となることから，同様に必要な保全措
置を講じなければならないこと。

　三�　前払金の算定根拠については，想定居住期間
を設定した上で，次のいずれかにより算定する
ことを基本とすること。

　　①�期間の定めがある契約の場合
　　　�（１ヶ月分の家賃又はサービス費用）×（契

約期間（月数））
　　②終身にわたる契約の場合
　　　�（１ヶ月分の家賃又はサービス費用）×（想

定居住期間（月数））＋（想定居住期間を超
えて契約が継続する場合に備えて受領する
額）

　四�　サービス費用の前払金の額の算出について
は，想定居住期間，開設後の経過年数に応じた
要介護発生率，介護必要期間，職員配置等を勘
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する介護サービス事業一覧表」及び別添２「入
居者の個別選択によるサービス一覧表」は，重
要事項説明書の一部をなすものであることか
ら，重要事項説明書に必ず添付すること。

　二�　重要事項説明書は，老人福祉法第29条第５項
の規定により，入居相談があったときに交付す
るほか，求めに応じ交付すること。

　三�　入居希望者が，次に掲げる事項その他の契約
内容について十分理解した上で契約を締結でき
るよう，契約締結前に十分な時間的余裕をもっ
て重要事項説明書及び実際の入居契約の対象と
なる居室に係る個別の入居契約書について説明
を行うこととし，その際には説明を行った者及
び説明を受けた者の署名を行うこと。

　　イ　設置者の概要
　　ロ�　有料老人ホームの類型（サービス付き高齢

者向け住宅の登録を受けていないものに限
る。）

　　ハ�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受け
ている場合，その旨

　　ニ�　有料老人ホームの設置者又は当該設置者に
関係する事業者が，当該有料老人ホームの入
居者に提供することが想定される介護保険サ
ービスの種類

　　ホ�　入居者が希望する介護サービスの利用を妨
げない旨

　四�　有料老人ホームの設置時に老人福祉法第29条
第１項に規定する届出を行っていない場合や，
本指針に基づく指導を受けている場合は，重要
事項説明書にその旨を記載するとともに，入居
契約に際し，入居希望者に対して十分に説明す
ること。

⑸　体験入居
　�　既に開設されている有料老人ホームにおいて
は，体験入居を希望する入居希望者に対して，契
約締結前に体験入居の機会の確保を図ること。
⑹　入居者募集等
　一�　入居募集に当たっては，パンフレット，募集
広告等において，有料老人ホームの類型（サー
ビス付き高齢者向け住宅の登録を受けていない
ものに限る。），サービス付き高齢者向け住宅の
登録を受けている場合は，その旨及び特定施設
入居者生活介護等の種類を明示すること。

　二�　誇大広告等により，入居者に不当に期待を抱
かせたり，それによって損害を与えたりするよ
うなことがないよう，実態と乖離のない正確な
表示をするとともに，「有料老人ホーム等に関
する不当な表示」（平成16年公正取引委員会告
示第３号。以下「不当表示告示」という。）を
遵守すること。特に，介護が必要となった場合
の介護を行う場所，介護に要する費用の負担，
介護を行う場所が入居している居室でない場合
の当該居室の利用権の存否等については，入居

等を入居契約書又は管理規程上明確にしておく
こと。

　三�　利用料等の改定のルールを入居契約書又は管
理規程上明らかにしておくとともに，利用料等
の改定に当たっては，その根拠を入居者に明確
にすること。

　四�　入居契約書に定める設置者の契約解除の条件
は，信頼関係を著しく害する場合に限るなど入
居者の権利を不当に狭めるものとなっていない
こと。また，入居者，設置者双方の契約解除条
項を入居契約書上定めておくこと。

　五�　要介護状態になった入居者を一時介護室にお
いて処遇する場合には，医師の意見を聴いて行
うものとし，その際本人の意思を確認するとと
もに，身元引受人等の意見を聴くことを入居契
約書又は管理規程上明らかにしておくこと。

　六�　一定の要介護状態になった入居者が，一般居
室から介護居室若しくは提携ホームに住み替え
る契約の場合，入居者が一定の要介護状態にな
ったことを理由として契約を解除する契約の場
合，又は，介護居室の入居者の心身の状況に著
しい変化があり介護居室を変更する契約の場合
にあっては，次の手続を含む一連の手続を入居
契約書又は管理規程上明らかにしておくこと。
また，一般居室から介護居室若しくは提携ホー
ムに住み替える場合の家賃相当額の差額が発生
した場合の取扱いについても考慮すること。

　　イ�　医師の意見を聴くこと。
　　ロ�　本人又は身元引受人等の同意を得ること。
　　ハ�　一定の観察期間を設けること。
　七�　入居者の債務について，個人の根保証契約を
行う場合は，極度額の設定を含み民法の規定に
従うこと。

⑶　消費者契約の留意点
　�　消費者契約法（平成12年法律第61号）第二章第
二節（消費者契約の条項の無効）の規定により，
事業者の損害賠償の責任を免除する条項，消費者
が支払う損害賠償の額を予定する条項及び消費者
の利益を一方的に害する条項については無効とな
る場合があることから，入居契約書の作成におい
ては，十分に留意すること。
⑷　重要事項の説明等
　�　老人福祉法第29条第５項の規定に基づく情報の
開示において，老人福祉法施行規則第20条の５第
十四号に規定する入居契約に関する重要な事項の
説明については，次の各号に掲げる基準によるこ
と。
　一�　入居契約に関する重要な事項を説明するた
め，別紙様式〔略〕に基づき「重要事項説明
書」（以下「重要事項説明書」という。）を作成
するものとし，入居者に誤解を与えることがな
いよう必要な事項を実態に即して正確に記載す
ること。なお，同様式の別添１「事業者が運営
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する入居者等の理解に資する観点から，事業収
支計画についても閲覧に供するよう努めるとと
もに，貸借対照表等の財務諸表について，入居
者等の求めがあればそれらの写しを交付するよ
う配慮すること。

⑶�　有料老人ホーム情報の報告
　�　設置者は，老人福祉法第29条第９項の規定に基
づき，有料老人ホーム情報を都道府県知事に対し
て報告すること。
⑷　有料老人ホーム類型の表示
　�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けてい
ない有料老人ホームの設置者は，有料老人ホーム
の類型を，別表「有料老人ホームの類型」のとお
り分類し，パンフレット，新聞等において広告を
行う際には，施設名と併せて表示することとし，
同別表中の表示事項についても類型に併記するこ
と。ただし，表示事項については，同別表の区分
により難いと特に認められる場合には，同別表の
区分によらないことができること。
⑸　介護の職員体制に関する情報
　�　有料老人ホームの類型の表示を行う場合，介護
に関わる職員体制について「1.5：１以上」，
「２：１以上」又は「2.5：１以上」の表示を行お
うとする有料老人ホームにあっては，介護に関わ
る職員の割合を年度ごとに算定し，表示と実態の
乖離がないか自ら検証するとともに，入居者等に
対して算定方法及び算定結果について説明するこ
と。

14　電磁的記録等
⑴�　作成，保存その他これらに類するもののうち，
この指導指針の規定において書面（書面，書類，
文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その他文
字，図形等人の知覚によって認識することができ
る情報が記載された紙その他の有体物をいう。以
下同じ。）で行うことが規定されている又は想定
されるもの（⑵に規定するものを除く。）につい
ては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録
（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっ
ては認識することができない方式で作られる記録
であって，電子計算機による情報処理の用に供さ
れるものをいう。）により行うことができる。
⑵�　交付，説明，同意，承諾その他これらに類する
もの（以下，「交付等」という。）のうち，この指
導指針の規定において書面で行うことが規定され
ている又は想定されるものについては，当該交付
等の相手方（入居者等）の承諾を得て，書面に代
えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その
他人の知覚によっては認識することができない方
法をいう。）によることができる。

者に誤解を与えるような表示をしないこと。
⑺　苦情解決の方法
　�　入居者の苦情に対し迅速かつ円滑な解決を図る
ため，設置者において苦情処理体制を整備すると
ともに，外部の苦情処理機関について入居者に周
知すること。
⑻　事故発生の防止の対応
　�　有料老人ホームにおける事故の発生又はその再
発を防止するため，次の措置を講じること。
　一�　事故が発生した場合の対応，次号に規定する
報告の方法等が記載された事故発生の防止のた
めの指針を整備すること。

　二�　事故が発生した場合又はそれに至る危険性が
ある事態が生じた場合に，当該事実が報告さ
れ，その分析を通した改善策について，職員に
周知徹底を図る体制を整備すること。

　三�　事故発生の防止のための委員会（テレビ電話
装置等を活用して行うことができるものとす
る。）及び職員に対する研修を定期的に行うこ
と。

　四�　前３号に掲げる措置を適切に実施するための
担当者を置くこと。

⑼　事故発生時の対応
　�　有料老人ホームにおいて事故が発生した場合に
あっては，次の措置を講じること。
　一�　入居者に対するサービスの提供により事故が
発生した場合は，速やかに都道府県，指定都市
又は中核市及び入居者の家族等に連絡を行うと
ともに，必要な措置を講じること。

　二�　前号の事故の状況及び事故に際して採った処
置について記録すること。

　三�　設置者の責めに帰すべき事由により，入居者
に賠償すべき事故が発生した場合は，入居者に
対しての損害賠償を速やかに行うものとするこ
と。

13　情報開示
⑴�　有料老人ホームの運営に関する情報
　�　設置者は，老人福祉法第29条第５項の情報開示
の規定を遵守し，入居者又は入居しようとする者
に対して，重要事項説明書を書面により交付する
とともに，パンフレット，重要事項説明書，入居
契約書（特定施設入居者生活介護等の提供に関す
る契約書を含む。），管理規程等を公開するものと
し，求めに応じ交付すること。
⑵�　有料老人ホームの経営状況に関する情報
　�　次の事項に留意すること。
　イ�　貸借対照表及び損益計算書又はそれらの要旨
についても，入居者及び入居希望者の求めに応
じ閲覧に供すること。

　ロ�　有料老人ホームの経営状況・将来見通しに関
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別紙様式 

 

重重要要事事項項説説明明書書 

 

 

 記入年月日  

 記入者名  

所属・職名  

 

 

※ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている有料老人ホームについては、「登録

申請書の添付書類等の参考とする様式について（平成 23 年 10 月７日付け厚生労働省老

健局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長事務連絡）」の別紙４の記載内

容を合わせて記載して差し支えありません。その場合、以下の１から３まで及び６の内

容については、別紙４の記載内容で説明されているものとみなし、欄自体を削除して差

し支えありません。 

 

１１．．事事業業主主体体概概要要  

種類 個人／法人 

※法人の場合、その種類  

名称 （ふりがな） 

 

主たる事務所の所在地 〒 

連絡先 電話番号  

FAX番号  

メールアドレス  
ホームページアドレス http:// 

代表者 氏名  

職名  

設立年月日   年  月  日 

主な実施事業 ※別添１（別に実施する介護サービス一覧表） 
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2 
 

２２．．有有料料老老人人ホホーームム事事業業のの概概要要  

（（住住ままいいのの概概要要））  

名称 （ふりがな） 

 

所在地 〒 

主な利用交通手段 最寄駅 駅 

交通手段と所要時間 例：①バス利用の場合 

・○○バスで乗車○分、△△停留所で下

車、徒歩○分 （○○○ｍ） 

②自動車利用の場合 

・乗車○分 

連絡先 電話番号  

FAX番号  

メールアドレス  
ホームページアドレス http:// 

管理者 氏名  

職名  

建物の竣工日   年  月  日 

有料老人ホーム事業の開始日   年  月  日 

 

（（類類型型））【【表表示示事事項項】】  

１ 介護付（一般型特定施設入居者生活介護を提供する場合） 

２ 介護付（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護を提供する場合） 

３ 住宅型 

４ 健康型 

１又は２に

該当する場

合 

介護保険事業者番号  

指定した自治体名 県（市） 

事業所の指定日 年  月  日 

指定の更新日（直近）   年  月  日 
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３３．．建建物物概概要要 

土地 敷地面積 ㎡ 

所有関係 １ 事業者が自ら所有する土地 

２ 事業者が賃借する土地（ 普通賃借 ・ 定期賃借 ） 

 抵当権の有無 １ あり  ２ なし 

契約期間 １ あり 

（ 年 月 日～ 年 月 日） 

２ なし 

契約の自動更新 １ あり  ２ なし 

建物 延床面積 全体 ㎡ 

うち、老人ホーム部分 ㎡ 

耐火構造 １ 耐火建築物 

２ 準耐火建築物 

３ その他（            ） 

構造 １ 鉄筋コンクリート造 

２ 鉄骨造 

３ 木造 

４ その他（             ） 

所有関係 １ 事業者が自ら所有する建物 

２ 事業者が賃借する建物 （ 普通賃借 ・ 定期賃借 ） 

 抵当権の設定 １ あり  ２ なし 

契約期間 １ あり 

（ 年 月 日～ 年 月 日） 

２ なし 

契約の自動更新 １ あり  ２ なし 

居室の状況 

居室区分 

【表示事項】 

１ 全室個室（縁故者居室を含む） 

２ 相部屋あり 

 
最少 人部屋 

最大 人部屋 

 トイレ 浴室 面積 戸数・室数 区分 ※ 

タイプ１ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ２ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ３ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ４ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ５ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ６ 有／無 有／無 ㎡   
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4 
 

タイプ７ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ８ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ９ 有／無 有／無 ㎡   

タイプ 10 有／無 有／無 ㎡   

※「一般居室個室」「一般居室相部屋」「介護居室個室」「介護居室相部屋」「一時介護室」の別を記入。 

共用施設 共用便所における

便房 
ヶ所 

うち男女別の対応が可能な便房 ヶ所 

うち車椅子等の対応が可能な便房 ヶ所 

共用浴室 ヶ所 
個室 ヶ所 

大浴場 ヶ所 

共用浴室における

介護浴槽 
ヶ所 

チェアー浴 ヶ所 

リフト浴 ヶ所 

ストレッチャー浴 ヶ所 

その他（      ） ヶ所 

食堂 １ あり   ２ なし 

入居者や家族が利

用できる調理設備 

１ あり   ２ なし 

エレベーター １ あり（車椅子対応） 

２ あり（ストレッチャー対応） 

３ あり（上記１・２に該当しない） 

４ なし 

消防用設備

等 

消火器 １ あり   ２ なし 

自動火災報知設備 １ あり   ２ なし 

火災通報設備 １ あり   ２ なし 

スプリンクラー １ あり   ２ なし 

防火管理者 １ あり   ２ なし 

防災計画 １ あり   ２ なし 

緊急通報装

置等 

居室  

１ あり 

２ 一部あり 

３ なし 

便所 

１ あり 

２ 一部あり 

３ なし 

浴室 

１ あり 

２ 一部あり 

３ なし 

その他（     ） 

１ あり 

２ 一部あり 

３ なし 

その他  
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４４．．ササーービビスス等等のの内内容容 

（（全全体体のの方方針針））  

運営に関する方針  

サービスの提供内容に関する特色  

入浴、排せつ又は食事の介護 １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

食事の提供 １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

洗濯、掃除等の家事の供与 １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

健康管理の供与 １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

安否確認又は状況把握サービス １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

生活相談サービス １ 自ら実施  ２ 委託  ３ なし 

  

（（介介護護ササーービビススのの内内容容））  ※※特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護等等のの提提供供をを行行っってていいなないい場場合合はは省省略略可可能能  

特定施設入居者生活介護の加算

の対象となるサービスの体制の

有無 

入居継続支援加算 １ あり ２ なし 

生活機能向上連携加算 １ あり ２ なし 

個別機能訓練加算 １ あり ２ なし 

夜間看護体制加算 １ あり ２ なし 

若年性認知症入居者受入加算 １ あり ２ なし 

医療機関連携加算 １ あり ２ なし 

口腔衛生管理体制加算 １ あり ２ なし 

栄養スクリーニング加算 １ あり ２ なし 

退院・退所時連携加算 １ あり ２ なし 

看取り介護加算 １ あり ２ なし 

認知症専門

ケア加算 

(Ⅰ) １ あり ２ なし 

(Ⅱ) １ あり ２ なし 

サービス提

供体制強化

加算 

(Ⅰ)イ １ あり ２ なし 

(Ⅰ)ロ １ あり ２ なし 

(Ⅱ) １ あり ２ なし 

(Ⅲ) １ あり ２ なし 

介護職員処

遇改善加算 

(Ⅰ) １ あり ２ なし 

(Ⅱ) １ あり ２ なし 

(Ⅲ) １ あり ２ なし 

(Ⅳ) １ あり ２ なし 

(Ⅴ) １ あり ２ なし 
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介護職員等

特定処遇改

善加算 

(Ⅰ) １ あり ２ なし 

(Ⅱ) １ あり ２ なし 

人員配置が手厚い介護サービス

の実施の有無 
１ あり   

（介護・看護職員の配置率） 

：１ 

２ なし 

  

（（医医療療連連携携のの内内容容））  

医療支援 

※複数選択可 

１ 救急車の手配 

２ 入退院の付き添い 

３ 通院介助 

４ その他（             ） 

協力医療機関 １ 名称  

住所  

診療科目  

協力科目  

協力内容  

２ 名称  

住所  

診療科目  

協力科目  

協力内容  

協力歯科医療機関 名称  

住所  

協力内容  

  

（（入入居居後後にに居居室室をを住住みみ替替ええるる場場合合））※※住住みみ替替ええをを行行っってていいなないい場場合合はは省省略略可可能能    

入居後に居室を住み替える場合 
※複数選択可 

１ 一時介護室へ移る場合 

２ 介護居室へ移る場合 

３ その他（       ） 

判断基準の内容  

手続きの内容  

追加的費用の有無 １ あり  ２ なし 

居室利用権の取扱い  

前払金償却の調整の有無 １ あり  ２ なし 

従前の居室との 面積の増減 １ あり  ２ なし 
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仕様の変更 便所の変更 １ あり  ２ なし 

浴室の変更 １ あり  ２ なし 

洗面所の変更 １ あり  ２ なし 

台所の変更 １ あり  ２ なし 

その他の変更 
１ あり 

（変更内容） 

２ なし 

  

（（入入居居にに関関すするる要要件件））  

入居対象となる者 
【表示事項】 

 

自立している者 １ あり  ２ なし 

要支援の者 １ あり  ２ なし 

要介護の者 １ あり  ２ なし 

留意事項  

契約解除の内容  

事業主体から解約を求める場合 
解約条項  

解約予告期間 ヶ月 

入居者からの解約予告期間 ヶ月 

体験入居の内容 １ あり（内容：          ）   

２ なし 

入居定員 人 

その他  

５５．．職職員員体体制制  

※※有有料料老老人人ホホーームムのの職職員員ににつついいてて記記載載すするるこことと（（同同一一法法人人がが運運営営すするる他他のの事事業業所所のの職職員員ににつついいててはは記記載載

すするる必必要要ははあありりまませせんん））。。  

（（職職種種別別のの職職員員数数））  

 

職員数（実人数） 常勤換算人数

※１※２ 合計 

 常勤 非常勤 

管理者     

生活相談員     

直接処遇職員     

 介護職員     

 看護職員     

機能訓練指導員     

計画作成担当者     

栄養士     
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 その他 円 円 

※１ 介護予防・地域密着型の場合を含む。 
※２ 有料老人ホーム事業として受領する費用（訪問介護などの介護保険サービスに関わる介護費用

は、同一法人によって提供される介護サービスであっても、本欄には記入していない） 

 

（（利利用用料料金金のの算算定定根根拠拠））  

費目 算定根拠 

家賃  

敷金 家賃の  ヶ月分 

介護費用 ※介護保険サービスの自己負担額は含まない。 

管理費  

食費  

光熱水費  

利用者の個別的な選択に

よるサービス利用料 

別添２ 

その他のサービス利用料  

 

（（特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護にに関関すするる利利用用料料金金のの算算定定根根拠拠））※※特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護等等のの提提供供をを行行っってて

いいなないい場場合合はは省省略略可可能能  

費目 算定根拠 

特定施設入居者生活介護 ※に対する自己負担  

特定施設入居者生活介護 ※における人員配置が手厚い

場合の介護サービス（上乗せサービス） 

 

※ 介護予防・地域密着型の場合を含む。 

  

（（前前払払金金のの受受領領））※※前前払払金金をを受受領領ししてていいなないい場場合合はは省省略略可可能能  

算定根拠  

想定居住期間（償却年月数） ヶ月 

償却の開始日 入居日 

想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受

領する額（初期償却額） 
円 

初期償却率 ％ 

返還金の

算定方法 

入居後３月以内の契約終了  

入居後３月を超えた契約終了  

前払金の １ 連帯保証を行う銀行等の名称  
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保全先 ２ 信託契約を行う信託会社等の名称  

３ 保証保険を行う保険会社の名称  

４ 全国有料老人ホーム協会 

５ その他（名称：               ） 

 

 

７７．．入入居居者者のの状状況況【【冒冒頭頭にに記記ししたた記記入入日日現現在在】】  

（（入入居居者者のの人人数数））  

性別 男性 人 

女性 人 

年齢別 65歳未満 人 

65歳以上 75歳未満 人 

75歳以上 85歳未満 人 

85歳以上 人 

要介護度別 自立 人 

要支援１ 人 

要支援２ 人 

要介護１ 人 

要介護２ 人 

要介護３ 人 

要介護４ 人 

要介護５ 人 

入居期間別 ６ヶ月未満 人 

６ヶ月以上１年未満 人 

１年以上５年未満 人 

５年以上 10年未満 人 

10年以上 15年未満 人 

15年以上 人 

 

（（入入居居者者のの属属性性））  

平均年齢 歳 

入居者数の合計 人 

入居率 ※ ％ 

※ 入居者数の合計を入居定員数で除して得られた割合。一時的に不在となっている者も入居者に含

む。 
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（（前前年年度度ににおおけけるる退退去去者者のの状状況況））  

退去先別の人

数 

自宅等 人 

社会福祉施設 人 

医療機関 人 

死亡 人 

その他 人 

生前解約の状

況 

施設側の申し出 人 

（解約事由の例） 

入居者側の申し出 人 

（解約事由の例） 

 

 

８８．．苦苦情情・・事事故故等等にに関関すするる体体制制  

（（利利用用者者かかららのの苦苦情情にに対対応応すするる窓窓口口等等のの状状況況））※※複複数数のの窓窓口口ががああるる場場合合はは欄欄をを増増ややししてて記記入入すするるこことと。。  

窓口の名称  

電話番号  

対応している時

間 

平日  

土曜  

日曜・祝日  

定休日  

 

（（ササーービビススのの提提供供にによよりり賠賠償償すすべべきき事事故故がが発発生生ししたたととききのの対対応応））  

損害賠償責任保険の加入状況 １ あり （その内容） 

２ なし 

介護サービスの提供により賠償す

べき事故が発生したときの対応 

１ あり （その内容） 

２ なし 

事故対応及びその予防のための指針 １ あり   ２ なし 

 

（（利利用用者者等等のの意意見見をを把把握握すするる体体制制、、第第三三者者にによよるる評評価価のの実実施施状状況況等等））  

利用者アンケート調査、意

見箱等利用者の意見等を把

握する取組の状況 

１ あり 
実施日  

結果の開示 １ あり     ２ なし 

２ なし 

第三者による評価の実施状 １ あり 実施日  
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況 評価機関名称  

結果の開示 １ あり     ２ なし 

２ なし 

 

 

９９．．入入居居希希望望者者へへのの事事前前のの情情報報開開示示  

入居契約書の雛形 １ 入居希望者に公開 

２ 入居希望者に交付 

３ 公開していない 

管理規程 １ 入居希望者に公開 

２ 入居希望者に交付 

３ 公開していない 

事業収支計画書 １ 入居希望者に公開 

２ 入居希望者に交付 

３ 公開していない 

財務諸表の要旨 １ 入居希望者に公開 

２ 入居希望者に交付 

３ 公開していない 

財務諸表の原本 １ 入居希望者に公開 

２ 入居希望者に交付 

３ 公開していない 

 

 

1100．．そそのの他他    

運営懇談会 １ あり （開催頻度）年   回 

２ なし 

 １ 代替措置あり （内容） 

２ 代替措置なし 

提携ホームへの移行 

【表示事項】 

１ あり（提携ホーム名：      ）    

２ なし 

有料老人ホーム設置時の老人

福祉法第 29 条第１項に規定

する届出 

１ あり  ２ なし 

３ サービス付き高齢者向け住宅の登録を行っているため、高齢者

の居住の安定確保に関する法律第 23条の規定により、届出が不

要 

高齢者の居住の安定確保に関 １ あり  ２ なし 
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別添１  事業主体が当該都道府県、指定都市、中核市内で実施する他の介護サービス等 

 介護サービス等の種類 併設・隣接の

状況 

事業所の名称 所在地 

 ＜居宅サービス＞  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

訪問介護 あり   なし   併設・隣接   
訪問入浴介護 あり   なし   併設・隣接   
訪問看護 あり   なし   併設・隣接   
訪問リハビリテーション あり   なし   併設・隣接   
居宅療養管理指導 あり   なし   併設・隣接   
通所介護 あり   なし   併設・隣接   
通所リハビリテーション あり   なし   併設・隣接   
短期入所生活介護 あり   なし   併設・隣接   
短期入所療養介護 あり   なし   併設・隣接   
特定施設入居者生活介護 あり   なし   併設・隣接   
福祉用具貸与 あり   なし   併設・隣接   
特定福祉用具販売 あり   なし   併設・隣接   

 ＜地域密着型サービス＞  
 
 
 
 
 
 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 あり   なし   併設・隣接   
夜間対応型訪問介護 あり   なし   併設・隣接   
地域密着型通所介護 あり   なし   併設・隣接   
認知症対応型通所介護 あり   なし   併設・隣接   
小規模多機能型居宅介護 あり   なし   併設・隣接   
認知症対応型共同生活介護 あり   なし   併設・隣接   
地域密着型特定施設入居者生活介護 あり   なし   併設・隣接   
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 あり   なし   併設・隣接   
看護小規模多機能型居宅介護 あり   なし   併設・隣接   

居宅介護支援 あり   なし   併設・隣接   
 ＜居宅介護予防サービス＞  

 介護予防訪問入浴介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防訪問看護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防訪問リハビリテーション あり   なし   併設・隣接   
介護予防居宅療養管理指導 あり   なし   併設・隣接   
介護予防通所リハビリテーション あり   なし   併設・隣接   
介護予防短期入所生活介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防短期入所療養介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防特定施設入居者生活介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防福祉用具貸与 あり   なし   併設・隣接   
特定介護予防福祉用具販売 あり   なし   併設・隣接   

 ＜地域密着型介護予防サービス＞  
 
 
 

介護予防認知症対応型通所介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防小規模多機能型居宅介護 あり   なし   併設・隣接   
介護予防認知症対応型共同生活介護 あり   なし   併設・隣接   

介護予防支援 あり   なし   併設・隣接   
 ＜介護保険施設＞  
 
 
 

介護老人福祉施設 あり   なし   併設・隣接   
介護老人保健施設 あり   なし   併設・隣接   
介護療養型医療施設 あり   なし   併設・隣接   
介護医療院 あり   なし   併設・隣接   

 ＜介護予防・日常生活支援総合事業＞  
 
 
 

訪問型サービス あり   なし   併設・隣接   

通所型サービス あり   なし   併設・隣接   

その他の生活支援サービス あり   なし   併設・隣接   
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 別別
添添

２２
  

  
  

 
 

 
 

  
有有

料料
老老

人人
ホホ

ーー
ムム

・・
ササ

ーー
ビビ

スス
付付

きき
高高

齢齢
者者

向向
けけ

住住
宅宅

がが
提提

供供
すす

るる
ササ

ーー
ビビ

スス
のの

一一
覧覧

表表
  

特特
定定

施施
設設

入入
居居

者者
生生

活活
介介

護護
（（

地地
域域

密密
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別 表 
 

 

有料老人ホームの類型 
 

類    型 類       型       の       説       明 

介護付有料老人ホーム  

（一般型特定施設入居者生活

介護） 

介護等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となっても、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介護を利用しながら当該有料老

人ホームの居室で生活を継続することが可能です。（介護サービスは有料老人ホームの職員が提供します。

特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホームについては介護付と表示することはできませ

ん。） 

介護付有料老人ホーム 

（外部サービス利用型特定施

設入居者生活介護） 

介護等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となっても、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介護を利用しながら当該有料老

人ホームの居室で生活を継続することが可能です。（有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を実施

し、介護サービスは委託先の介護サービス事業所が提供します。特定施設入居者生活介護の指定を受けてい

ない有料老人ホームについては介護付と表示することはできません。） 

住宅型有料老人ホーム（注） 

                   

生活支援等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護等の介護サービスを利用しながら当該

有料老人ホームの居室での生活を継続することが可能です。 

健康型有料老人ホーム（注） 食事等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。介護が必要となった場合には、契約を解除し退去し
なければなりません。 

 注）  特定施設入居者生活介護の指定を受けていないホームにあっては、広告、パンフレット等において「介護付き」、「ケア付き」等の表示を行ってはい

けません。 
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※※県指定介護保険特定施設 

（外部サービス利用型特定施

設） 

 

介護が必要となった場合、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活

介護サービスを利用することができます。有料老人ホームの職員が安否確認や

計画作成等を実施し、介護サービスは委託先の介護サービス事業所が提供しま

す。（注３） 

在宅サービス利用可 介護が必要となった場合、介護保険の在宅サービスを利用するホームです。 

居室区分（右のいずれか 

を表示。※には１～４の数値 

を表示）（注４） 

全室個室 介護が必要となった場合に介護サービスを利用するための一般居室又は介護

居室が、すべて個室であるホームです。（注５） 

相部屋あり（※人部屋～※人

部屋） 

介護居室はすべてが個室ではなく、相部屋となる場合があるホームをいいま

す。 

一般型特定施設である有料老

人ホームの介護にかかわる職

員体制（右のいずれかを表示）

（注６） 

 

１．５：１以上 現在及び将来にわたって要介護者３人に対して職員２人（要介護者１．５人に

対して職員１人）以上の割合（年度ごとの平均値）で職員が介護に当たります。

これは介護保険の特定施設入居者生活介護の基準の２倍以上の人数です。 

２：１以上 現在及び将来にわたって要介護者２人に対して職員１人以上の割合（年度ごと

の平均値）で職員が介護に当たります。これは介護保険の特定施設入居者生活

介護の基準の１．５倍以上の人数です。 

２．５：１以上 現在及び将来にわたって要介護者５人に対して職員２人（要介護者２．５人に

対して職員１人）以上の割合（年度ごとの平均値）で職員が介護に当たります。

これは介護保険の特定施設入居者生活介護で、手厚い職員体制であるとして保

険外に別途費用を受領できる場合の基準以上の人数です。 

３：１以上 現在及び将来にわたって要介護者３人に対して職員１人以上の割合（年度ごと

の平均値）で職員が介護に当たります。介護保険の特定施設入居者生活介護の

サービスを提供するために少なくとも満たさなければならない基準以上の人

数です。 

外部サービス利用型特定施設

である有料老人ホームの介護

サービス提供体制（※に職員

数、※※※※※に介護サービ

ス事業所の名称を入れて表

示）（注７） 

有料老人ホームの職員※人 

委託先である介護サービス事

業所 

訪問介護  ※※※※※※ 

訪問看護  ※※※※※※ 

通所介護  ※※※※※※ 

有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を実施し、介護サービスは委託

先の介護サービス事業所が提供します。 

その他（右に該当する場合に 

のみ表示。※※※に提携先の 

有料老人ホームを入れて表

示） 

提携ホーム利用可（※※※ホ

ーム） 

介護が必要となった場合、提携ホーム（同一設置者の有料老人ホームを含む）

に住み替えて特定施設入居者生活介護を利用することができます。（注８） 

 

注１） 老人福祉法の改正を受けて、従来は「一時金」「一時金方式」と記載していた項目については「前払金」「前払い方式」と修正していますが、当

面の間、広告、パンフレット等において「一時金」「一時金方式」という表現を使用することも可能です。なお、「前払金」については、家賃又は

サービス費用の前払いによって構成されるものであることから、その実態を適切に表現する名称として、広告、パンフレット等の更新の機会に応じ

て、順次、「前払金」という名称に切り替えるようにすることが望ましいものと考えます。 

注２）「前払金方式（従来の一時金方式）」については、「家賃又はサービス費用の全額を前払いすること」と、「家賃又はサービス費用の一部を前払い

し、一部を月払いすること」では、支払方法に大きな違いがあることから、前者を「全額前払い方式」とし、後者を「一部前払い・一部月払い方式」

としています。当面の間、広告、パンフレット等において、従来どおり「一時金方式」という表現を使用することも可能ですが、その場合であって

も、入居希望者・入居者への説明にあっては、家賃又はサービス費用の全額を前払いする方式なのか、一部を前払いする方式なのかを、丁寧に説明

することが望ましいものと考えます。 

注３） 入居者が希望すれば、当該有料老人ホームの特定施設入居者生活介護サービスに代えて、訪問介護等の介護サービスを利用することが可能です。 

注４） 一般居室はすべて個室となっています。この表示事項は介護居室（介護を受けるための専用の室）が個室か相部屋かの区分です。従って、介護居

室を特に設けず、一般居室において介護サービスを提供する有料老人ホームにあっては、「個室介護」と表示することになります。 

注５） 個室とは、建築基準法第 30 条の「界壁」により隔てられたものに限ることとしていますので、一の居室をふすま、可動式の壁、収納家具等によ

って複数の空間に区分したものは個室ではありません。 

注６） 介護にかかわる職員体制は、当該有料老人ホームが現在及び将来にわたって提供しようと想定している水準を表示するものです。従って、例えば、

現在は要介護者が少なく 1.5：１以上を満たす場合であっても、要介護者が増えた場合に 2.5：１程度以上の介護サービスを想定している場合にあっ

ては、2.5：１以上の表示を行うことになります。なお職員体制の算定方法については、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準」第 175 条第１項第２号イ及び同第２項の規定によります。なお、「1.5：１」、「２：１」又は「2.5：１」の表示を行おうとする有料老人ホ

ームについては、年度ごとに職員の割合を算定し、表示と実態の乖離がないか自ら検証するとともに、入居者等に対して算定結果及びその算定方法

について説明することが必要です。 

注７） 訪問介護、訪問看護及び通所介護以外のサービスについて、委託先のサービス事業所がある場合には、サービス区分及びサービス事業所の名称を

表示することが必要です。 

注８） 提携ホームには、介護老人保健施設、病院、診療所、特別養護老人ホーム等は含まれません。 
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　⑴　設置等に際しての提出
　　�　有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住
宅の登録を受けようとする有料老人ホームを除
く。）を設置しようとする者については，老人
福祉法第29条に基づく設置の届出（以下「届
出」という。）事項として重要事項説明書の提
出を受けることとする。

　　�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けよ
うとする有料老人ホームについては，登録申請
時に重要事項説明書の提出を受けることとする。

　⑵　定期の報告徴収
　　�　都道府県知事等が定める期日までに，都道府
県知事等が定める期日における各有料老人ホー
ム（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受け
ている有料老人ホームを含む。）の現況報告等
について，重要事項説明書により求めること。

３　有料老人ホームに関する情報提供等
　�　各都道府県，指定都市及び中核市（以下「都道
府県等」という。）においては，有料老人ホーム
から提出を受けた重要事項説明書について，貴管
下市町村，福祉事務所等に配布し，もって利用者
に対する情報提供に努められたい。
　�　なお，重要事項説明書は，利用者に対する情報
提供に資するという目的から最小限必要と思われ
る事項について示したものであり，利用者からの
要望等を踏まえて，各都道府県等において，さら
に付加することは差し支えない。

４　その他
　�　労働者災害補償保険法第29条に規定する社会復
帰促進等事業として設置又は運営する労災特別介
護施設及び主として老人の福祉を図る観点から老
人を入所させ食事の提供その他日常生活上必要な
便宜を供与することを目的とする施設ではなく，
主として労災被災労働者の福祉を目的としたその
他の施設については，老人福祉法第29条に規定す
る有料老人ホームに該当しないので留意されたい。

　標記については，「有料老人ホーム設置者等から
の報告の徴収について」（平成27年７月30日老高発
0730第１号老健局高齢者支援課長通知）により行わ
れてきたところである。
　今般，地域包括ケアシステムの強化のための介護
保険法等の一部を改正する法律の施行により，有料
老人ホームの事業運営に係る情報について，有料老
人ホームの設置者による報告及び都道府県知事によ
る公表を義務づけることに伴い，その取扱いを変更
することとしたので，今後は次により行うこととさ
れたい。
　なお，「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴
収について」（平成27年７月30日老高発0730第１号
老健局高齢者支援課長通知）は，廃止する。

１　有料老人ホームの経営状況等に関する報告徴収
　�　有料老人ホームを設置し，運営している者か
ら，次により関係書類等を提出させること。
　⑴�　直近の事業年度の貸借対照表，損益計算書等
の財務諸表を毎年提出させること。

　⑵�　他業を営んでいる場合には，他業に係る上記
⑴の関係書類及び親会社がある場合には当該親
会社の業務に係る上記⑴の関係書類を併せて提
出させること。

　⑶�　役員及び施設長に変動があった場合には，当
該役員等の履歴書及び役員名簿を速やかに提出
させること。

　⑷�　少なくとも３年毎に設置者に事業収支計画の
見直しを行わせることとし，財務諸表との乖離
がある場合には，その原因，対処方針等を報告
させること。

２�　有料老人ホームの標準指導指針の別紙様式「重
要事項説明書」に基づいて作成した文書（以下
「重要事項説明書」という。）の提出
　�　有料老人ホームの施設等に関する報告徴収に当
たっては，以下のとおりとする。

（平成30年３月30日 老高発0330第３号　介護保険最新情報Vol.643）

有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について
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することを基本とするが，必要に応じて当該都道府
県等の他部局との連携を図ることとする。
　都道府県等は，本制度について外部の法人等へ制
度の実施に関する事務を委託することは差し支えな
い。この場合において，利用者への情報提供が円滑
に行われるよう，運営に関して委託先と相互に緊密
な連携・調整を図ることとする。
　都道府県等は，利用者からの有料老人ホーム情報
に関する質問・相談及びそれに対する助言等につい
ては，利用者からの照会に適切に対応できるよう，
質問・相談に関する窓口を設ける等，必要な措置を
講じるよう努めることとする。
　本制度は，都道府県知事等が，設置者から報告さ
れた有料老人ホーム情報を公表することを義務付け
るものであるが，各都道府県等において，独自の情
報提供体制により既に実施している場合には，当該
情報提供体制と別に本制度の実施を目的とした情報
提供体制の整備を行うことを求めるものではない。
第４　有料老人ホーム情報の報告
１　有料老人ホーム情報の具体的内容
　都道府県知事等は，設置者に対し，都道府県知事
等が定める期日における老人福祉法施行規則（昭和
38年厚生省令第28号。以下「規則」という。）別表
第１に掲げる事項について，都道府県知事等が定め
る期日の情報について報告を行わせるものとする。
２　有料老人ホーム情報の報告時期
⑴�　都道府県知事等は，設置者に対し，１年に１回
以上報告を行わせるものとする。当該報告の提出
期限は，各都道府県の実情に応じて事業者ごとに
適宜定めても差し支えない。
⑵�　都道府県知事等は，設置者が報告を行った規則
別表第１に掲げる事項のうち，同表に掲げる施設
の名称，所在地及び電話番号その他の連絡先，有
料老人ホームの類型，居室の状況，介護等の内容
等，入居対象となる者，介護等を利用するに当た
っての利用料等に関する事項（以下「基本情報」
という。）について変更があった場合には，設置
者に対して速やかに変更の報告を行わせるものと
する。
３　有料老人ホーム情報の報告方法
⑴�　都道府県知事等は，書面又は電子媒体による調
査票の送付及び回収等，自らの定める方法によ
り，設置者に対して有料老人ホーム情報を報告さ
せることとする。
　�　なお，調査票の様式については，各都道府県知
事等が定めるものとする。また，２回目以降の報
告方法については，前回報告のあった調査票の変
更をもって行うこととしても差し支えない。
⑵�　有料老人ホーム情報の変更の報告は次により行
う。
　ア�　基本情報については，有料老人ホームに係る
重要な事項であるため，設置者に対して，変更
の日から１月以内に各都道府県知事等の定める
方法により報告を行わせることとする。

　　�　なお，法第29条第２項の規定に基づく変更の

　地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法
等の一部を改正する法律（平成29年法律第52号）に
よる改正後の老人福祉法（昭和38年法律第133号）
第29条第９項及び第10項の規定に基づき，有料老人
ホームに入居しようとする者が有料老人ホームの選
択を適切に行うために必要な情報について，有料老
人ホームの設置者が都道府県知事又は指定都市若し
くは中核市の長（以下「都道府県知事等」という。）
に報告する事項，都道府県知事等による公表の方法
等を定めるため，介護保険法施行規則等の一部を改
正する等の省令（平成30年厚生労働省令第30号）を
公布したところである。
　今般，その具体的な実施方法等については，別添
「有料老人ホーム情報提供制度実施要領」により実
施することとしたので御了知の上，貴管下関係者等
への周知方よろしく取り計らい願いたい。
　なお，本通知は，地方自治法（昭和22年法律第67
号）第245条の４第１項に規定する技術的な助言に
該当するものである。

第１　目的
　本要領は，老人福祉法（昭和38年法律第133号。
以下「法」という。）第29条第９項及び第10項の規
定に基づき，有料老人ホーム情報（有料老人ホーム
において供与をする介護等の内容及び有料老人ホー
ムの運営状況に関する情報であって，有料老人ホー
ムに入居しようとする者等（以下「利用者」とい
う。）が有料老人ホームの選択を適切に行うために
必要なものをいう。）について，有料老人ホームの
設置者（以下「設置者」という。）が都道府県知事
又は指定都市若しくは中核市の長（以下「都道府県
知事等」という。）に報告する事項及び方法並びに
都道府県知事等による当該情報の公表方法等に関す
る具体的な実施方法等を示すことにより，都道府
県，指定都市及び中核市（以下「都道府県等」とい
う。）が実施する有料老人ホーム情報提供制度の統
一的かつ効率的な運営を図り，利用者による有料老
人ホームの適切な選択を支援することを目的とする。
第２　情報の取扱
　本制度は，設置者が有料老人ホーム情報を当該有
料老人ホームの所在地の都道府県知事等に対して報
告し，都道府県知事等は，原則，報告を受けた有料
老人ホーム情報を公表するものとする。
　設置者は，有料老人ホーム情報について，正確か
つ適切な情報を提供するとともに，利用者からの相
談等に適切に応じるよう努めることとする。
　また，設置者は，既に都道府県知事等に対して報
告を行った有料老人ホーム情報について誤りがあっ
た場合，都道府県知事等に対し速やかにその訂正を
申し出ることとし，当該都道府県知事等は速やかに
所要の是正措置を行うものとする。
第３　運営体制
　本制度は，各都道府県等の福祉部局において運営

有料老人ホーム情報提供制度実施要領

（平成30年３月30日 老高発0330第４号　介護保険最新情報Vol.644）

有料老人ホーム情報提供制度実施要領について



− 251 −

関連通知

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

届出を行うべき事由がある場合には，当該報告
は当該届出の内容で足りる場合には，当該届出
をもって代えても差し支えない。

　イ�　規則別表第１に掲げる事項のうち，基本情報
以外の事項については，規則第21条の３に規定
する報告（以下「定期的な報告」という。）に
併せて行わせることとする。また，当該事項に
ついて，利用者による有料老人ホームの選択に
資するため，適切な情報を提供する観点から，
都道府県知事等は，設置者に対して，有料老人
ホーム情報に変更があった場合に，定期的な報
告に加えて随時報告させることとしても差し支
えない。

４　有料老人ホーム情報の確認
　都道府県等において，報告された有料老人ホーム
情報の全部又は一部について，照会・確認等を行っ
たにもかかわらず，適切な応答がなされず内容の確
認ができない期間や，是正指導を行ってから是正が
なされるまでの期間においては，報告された情報の
うち，真偽が未確認である情報について，公表する
ことを一時的に停止することは，本制度の目的から
みて差し支えないこととする。この場合において，
未確認である当該情報については，照会及び確認の
過程である等の旨が利用者に分かるよう所要の措置
を講ずることとする。
第５　有料老人ホーム情報の公表
１　有料老人ホーム情報の公表時期
　情報の公表の実施については，各都道府県の実情
に応じて適宜実施することとする。
２　有料老人ホーム情報の公表方法
⑴�　都道府県知事等は，インターネットを通じ，設
置者から報告された有料老人ホーム情報を公表す
るものとする。
⑵�　都道府県知事等は，インターネットを利用でき
ない環境にある利用者に配慮し，インターネット

を通じた公表と併せて，都道府県等の担当部署等
において，書面による閲覧又はPC等のモニター
画面での表示等により，公表するものとする。ま
た，都道府県等が，電話による照会への対応等，
独自の取組を行うこととしても差し支えない。
⑶�　都道府県知事等は，第１の目的及び第２の情報
の取扱いについて，有料老人ホーム情報を公表す
る際に，インターネットを通じたシステム上で示
すこととする。
⑷�　都道府県知事等は，隣接する都道府県等の公表
する有料老人ホーム情報についても利用者が活用
できるよう，当該情報を公表しているホームペー
ジをリンク先として設定する等，適切な措置を講
ずるよう努めることとする。
　�　この点に関し，都道府県知事等は，隣接する他
の都道府県から有料老人ホーム情報に関するリン
クの設定等の依頼があった場合は，これに応じる
よう努めることとする。

第６　その他
　次のような場合にあっては，別途本制度に基づく
報告を求める必要はない。
・�介護サービス情報公表制度に基づき，特定施設入
居者生活介護事業者として，都道府県知事等に報
告を行い，情報公表を行っている場合であって，
当該報告において有料老人ホーム情報の項目が網
羅されている場合
・�都道府県から設置者に対して重要事項説明書の提
出を求めている場合であって，当該報告において
有料老人ホーム情報の項目が網羅されている場合
・�有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向
け住宅について，サービス付き高齢者向け住宅情
報提供システムにおいて情報を公表している場合
であって，当該情報が有料老人ホーム情報の項目
が網羅されている場合
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のとおりです。
⑶　有料老人ホームの一覧表の作成・公表
　�　平成27年４月１日の施行に向けて，同年３月１
日時点で把握している有料老人ホームについて一
覧表を作成し，同年３月20日までに都道府県等の
ホームページに公表していただきますようお願い
いたします（ホームページの例は参考のとお
り）。作成・公表にあたっての留意事項について
は，別紙１．３のとおりです。
⑷�　有料老人ホームの一覧表の公表ページのリンク
の報告
　�　都道府県等別のホームページのURLを一覧表
にして厚生労働省のホームページにおいて掲載す
るため，各都道府県において，管内の指定都市及
び中核市分もとりまとめた上で，別添のとおり，
掲載するホームページのURLと公表開始日のご
報告をいただきますようお願いいたします。
　�　なお，ご報告いただいたURLを掲載する厚生
労働省のホームページのURLについては別途お
知らせさせていただきます。

２�　サービス付き高齢者向け住宅に対する住所地特
例に係る事務の周知について
　高齢者住まい法第５条第１項の登録を受けたサー
ビス付き高齢者向け住宅については，以下のいずれ
かの場合にあっては，住所地特例の対象となること
や，住所地特例の対象だったものが対象でなくなる
ことが生じることとなるため，登録事業者に対し
て，以下のいずれかの場合に該当する登録事項の変
更を行う際には，その変更日前にあらかじめその旨
を住宅の登録を行っている部局に連絡するよう協力
依頼をしていただきますようお願いいたします。
①�　「入浴，排せつ若しくは食事の介護」，「食事の
提供」，「洗濯，掃除等の家事」又は「健康管理」
のいずれかを実施することに変更することによ
り，有料老人ホームに該当することとなる場合又
はいずれも実施しないことに変更することにより
有料老人ホームに該当しないこととなる場合
②�　介護専用型特定施設であって，戸数を30戸未満
から30戸以上に変更する場合又は30戸以上から30
戸未満に変更する場合

　介護保険制度の円滑な運営につきましては，平素
より格別のご高配を賜り，厚く御礼申し上げます。
　地域における医療及び介護の総合的な確保を推進
するための関係法律の整備等に関する法律（平成26
年法律第83号）第５条による介護保険法（平成９年
法律第123号）第13条の改正により，平成27年４月
１日から，高齢者の居住の安定確保に関する法律
（平成13年法律第26号。以下「高齢者住まい法」と
いう。）第５条第１項の登録を受けたサービス付き
高齢者向け住宅である有料老人ホームについても，
他の有料老人ホームと同様に，特定施設として住所
地特例の対象とすることとしています。
　これに伴い，保険者において，新たに住所地特例
の対象となるサービス付き高齢者向け住宅である有
料老人ホームを他の有料老人ホームと合わせて適切
に把握できるようにする必要があるため，都道府
県，指定都市及び中核市（以下「都道府県等」とい
う。）におかれましては，下記のとおり，住所地特
例対象である有料老人ホームの一覧表を作成の上，
都道府県等のホームページにおいて公表していただ
きますようお願いいたします。
　また，新たに住所地特例の対象となるサービス付
き高齢者向け住宅に対して，住所地特例に係る事務
の周知に特段のご配慮をいただきますようお願いい
たします。

１�　有料老人ホームの一覧表の作成・公表に係る事
務について
⑴　公表対象の施設及び項目
　　別紙１．１のとおり。
⑵�　サービス付き高齢者向け住宅の登録情報に係る
情報連携
　�　有料老人ホームの作成・公表を行う部局（原則
として福祉部局を想定）において，随時，サービ
ス付き高齢者向け住宅の登録情報を把握されてい
ない場合については，サービス付き高齢者向け住
宅の登録業務を行う部局から，有料老人ホームの
一覧表の公表及び作成にあたって必要な情報の提
供を受ける等の円滑な連携をお願いいたします。
情報連携にあたっての留意事項は別紙１．２〔略〕

記

（平成27年２月26日 老介発0226第２号・老高発0226第２号・国住心第188号）

有料老人ホームの一覧表の作成・公表及び
サービス付き高齢者向け住宅に対する住所地特例に係る

事務の周知について（協力依頼）〔抄〕
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　・�有料老人ホームに該当しないサービス付き高齢
者向け住宅

　・地域密着型特定施設
	〔編注：⑵⑶は略〕
２�　サービス付き高齢者向け住宅の登録情報に係る

情報連携〔略〕
３　有料老人ホーム一覧表の作成

⑴�　公表対象施設の選定（対象施設は以下のⅠ及び
Ⅱ）
Ⅰ�　サービス付き高齢者向け住宅の登録情報からＡ
及びＢを除外したものを本表，Ｃ及びＤを別表の
対象とする。
　Ａ�　有料老人ホームに該当しない（該当予定でも
ない）住宅（※３）

　Ｂ　地域密着型特定施設に該当する住宅（※４）
　Ｃ�　有料老人ホームに該当する予定の住宅のう
ち，地域密着型特定施設に該当せず，次回の一
覧更新時点で事業が開始されていないもの

　Ｄ�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けて
いるもので，現在は有料老人ホームに該当しな
いが，有料老人ホームに該当する予定として連
絡を受けたもの（地域密着型特定施設に該当す
るものを除く）

Ⅱ�　サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けてい
ない有料老人ホーム（老人福祉法上の有料老人ホ
ームの定義に該当するもの（※５））のうちＥを
除外したものを本表とし，Ｆを別表の対象とする。
　Ｅ�　地域密着型特定施設に該当するもの
		  ※�前述のとおりだが，介護保険法に基づく地域

密着型特定施設入居者生活介護の指定を受け
ているかどうかに関わらず，地域密着型特定
施設に該当する場合は住所地特例の対象にな
らないことに留意が必要。

　Ｆ�　設置届の受理はしているが，次回の一覧更新
時点で事業が開始されていないもの

有料老人ホーム一覧を作成する部局

　　　�

１　公表対象の施設及び項目
⑴　公表対象施設
　現に住所地特例の対象になっている有料老人ホー
ム（※①）及び対象となる予定のもの（※②）につ
いて，一覧表を分けて公表する。
※�公表対象は本来，住所地特例の対象となっている
有料老人ホームであるが，住所地特例適用開始日
と一覧の更新日にはタイムラグが発生してしまう
ため，住所地特例の対象となる予定のものについ
ても住所地特例適用開始日より前から公表する必
要があることから，現に住所地特例の対象となっ
ているものである一覧とは分けて公表する。
①�　現に住所地特例の対象となっている有料老人ホ
ームの一覧（以下，「本表」という。）

　・�一覧更新時点において事業が開始されており，
「入浴，排せつ若しくは食事の介護」，「食事の
提供」，「洗濯，掃除等の家事」又は「健康管
理」のいずれかを行っているもの

②�　住所地特例の対象となる予定の有料老人ホーム
の一覧（以下，「別表」という。）
　・�有料老人ホームの届出はしたが，事業が開始さ
れていない施設

　・�サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けてい
るもので，有料老人ホームに該当するが，事業
が開始されていないもの

　・�サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けてい
るもので，現在は有料老人ホームに該当しない
が，有料老人ホームに該当する予定として連絡
を受けたもの　等

※�住所地特例対象の施設ではない以下のもの（図の
斜線部分）については，一覧に含めないこととし
ているので留意が必要。（以下に該当するかどうか
の判定方法については，※３参照。）

有料老人ホームの一覧表の
作成・公表について

別紙１

別紙１ 
 

1 
 

有有料料老老人人ホホーームムのの一一覧覧表表のの作作成成・・公公表表ににつついいてて  

 

１１  公公表表対対象象のの施施設設及及びび項項目目  

（（１１））公公表表対対象象施施設設  

      現に住所地特例の対象になっている有料老人ホーム（※①）及び対象となる予定の

もの（※②）について、一覧表を分けて公表する。 

  ※ 公表対象は本来、住所地特例の対象となっている有料老人ホームであるが、住所地特例適用開

始日と一覧の更新日にはタイムラグが発生してしまうため、住所地特例の対象となる予定のもの

についても住所地特例適用開始日より前から公表する必要があることから、現に住所地特例の対

象となっているものである一覧とは分けて公表する。 

 

  ①①現現にに住住所所地地特特例例のの対対象象ととななっってていいるる有有料料老老人人ホホーームムのの一一覧覧（（以以下下、、「「本本表表」」とといいうう。。））  

      ・・一覧更新時点において事業が開始されており、「入浴、排せつ若しくは食事の介護」、

「食事の提供」、「洗濯、掃除等の家事」又は「健康管理」のいずれかを行っている

もの 

②②住住所所地地特特例例のの対対象象ととななるる予予定定のの有有料料老老人人ホホーームムのの一一覧覧（（以以下下、、「「別別表表」」とといいうう。。））  

   ・有料老人ホームの届出はしたが、事業が開始されていない施設 

・サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているもので、有料老人ホームに該当

するが、事業が開始されていないもの 

   ・サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているもので、現在は有料老人ホーム

に該当しないが、有料老人ホームに該当する予定として連絡を受けたもの 等 

 

※住所地特例対象の施設ではない以下のもの（図の斜線部分）については、一覧に含めな

いこととしているので留意が必要。（以下に該当するかどうかの判定方法については、６ページ参照。）  

・有料老人ホームに該当しないサービス付き高齢者向け住宅 

・地域密着型特定施設 

 

有料老
人ホー

ム該該当当
予予定定

地域密着型特定施設

Ⅰサービス付き

　高齢者向け
　住宅

Ⅱ上記以外の

　有料老人
　ホーム

①①本本表表のの対対象象

有有料料老老人人ホホーームム

②②別別表表のの対対象象
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Web 2　設置運営標準指導指針等（有料老人ホーム）
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（※３）　有料老人ホーム一覧に掲載するかどうかの判定について（Ａ）
○�　サービス付き高齢者向け住宅の登録事項として，「入浴，排せつ若しくは食事の介護」，「食事の提
供」，「洗濯，掃除等の家事」又は「健康管理」に係るサービスの提供の有無は明記されていることか
ら，この内容をもって，いずれかを行うと登録している場合は一覧の掲載の対象とし，いずれも行わ
ないと登録されている場合は一覧の掲載の対象としないことと判断して差し支えない。
○�　また，事業開始後に，登録情報と異なっていたことが判明した時点で，一覧表を変更する。（その際
の公表方法は，新規又は廃止の場合と同様とする。）

（※４）　地域密着型特定施設に該当するかどうかの判定について（Ｂ）
　有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅であっても，介護専用型特定施設のうち，そ
の入居定員が29人以下であるものについては，介護保険法に基づく地域密着型特定施設入居者生活介護
の指定を受けているものでなくとも地域密着型特定施設に該当し，住所地特例の対象とならない（介護
保険法第８条第11項，第20項及び第13条第１項第二号並びに介護保険法施行規則第17条の６）ため，一
覧から除外する必要がある。
　このため，サービス付き高齢者向け住宅について，地域密着型特定施設に該当するかどうかの判定す
る方法を以下のとおりとする。
【介護専用型特定施設に該当するかどうかの判定】
○�　地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受けているなど，都道府県等において，入居時要件を
要介護者とその配偶者等に限定していると明確に把握しているもののみ，介護専用型特定施設として
判定することとする。

【入居定員29人以下に該当するかどうかの判定】
○�　地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受けていないサービス付き高齢者向け住宅について
は，戸数を入居定員とみなすこととし，29戸以下であれば入居定員29人以下として判定することとする。
○�　原則は上記の取扱いとするが，都道府県や所在地市町村がサービス付き高齢者向け住宅の登録事業
者に対して調査等を行うことにより，サービス付き高齢者向け住宅の入居想定人数を把握している場
合は，その人数を定員とみなして，地域密着型特定施設に該当するかどうか判定を行うことも可能と
する。
○�　なお，当該判定により，戸数を定員とみなして地域密着型特定施設と判定していたサービス付き高
齢者向け住宅が地域密着型特定施設に該当しないこととなった場合，定員とみなす入居想定人数の判
明後に住所地特例の適用を開始することとする。

別紙１ 
 

5 
 

３３  有有料料老老人人ホホーームム一一覧覧表表のの作作成成  

  

 

（１）公表対象施設の選定（対象施設は以下のⅠⅠ及びⅡⅡ） 

ⅠⅠ サービス付き高齢者向け住宅の登録情報からＡＡ及びＢＢを除外したものを本表、ＣＣ

及びＤＤを別表の対象とする。 

ＡＡ 有料老人ホームに該当しない（該当予定でもない）住宅（（※※３３）） 

ＢＢ 地域密着型特定施設に該当する住宅（（※※４４）） 

ＣＣ 有料老人ホームに該当する予定の住宅のうち、地域密着型特定施設に該当せず、

次回の一覧更新時点で事業が開始されていないもの 

ＤＤ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているもので、現在は有料老人ホー

ムに該当しないが、有料老人ホームに該当する予定として連絡を受けたもの（地

域密着型特定施設に該当するものを除く） 

 

ⅡⅡ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けていない有料老人ホーム（老人福祉法

上の有料老人ホームの定義に該当するもの（（※※５５）））のうちＥＥを除外したものを本表

とし、ＦＦを別表の対象とする。 

ＥＥ 地域密着型特定施設に該当するもの 

  ※ 前述のとおりだが、介護保険法に基づく地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受

けているかどうかに関わらず、地域密着型特定施設に該当する場合は住所地特例の対象に

ならないことに留意が必要。 

ＦＦ 設置届の受理はしているが、次回の一覧更新時点で事業が開始されていないも

の 

 

 

有料老人

ホーム該該
当当予予定定

地域密着型特定施設

Ⅰサービス付き
　高齢者向け

　住宅

Ⅱ上記以外の
　有料老人

　ホーム

①①本本表表のの対対象象

有有料料老老人人ホホーームム

②②別別表表のの対対象象

Ａ ＢＣ Ｄ

ＥＦ

有有料料老老人人ホホーームム一一覧覧をを作作成成すするる部部局局  
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（※５）　有料老人ホームの定義に該当するものの取扱い
○�　老人福祉法の定義上，食事の提供等を行うものについては「有料老人ホーム」として位置づけ，あ
らかじめ届出を行うことを事業者に義務付けている。
○�　一方で，届出を行っていない事業者も実際には存在するところであるが，これらについては，
　①�　地方公共団体において，その実態を踏まえて，有料老人ホームであることを判断しているもの
　②�　地方公共団体において，十分に実態を把握できていないことなどにより，有料老人ホームである
ことを判断できていないもの

　に大きく分けられる。
○�　一覧表の作成上，①については，以下の点に留意していただきたい。
　・�　情報提供等により，老人福祉法第29条第１項に規定する有料老人ホーム要件に該当すると思われ
る施設を把握した場合は，当該施設に対する訪問調査などを実施し，有料老人ホームへの該当性を
確かめる。

　・�　有料老人ホームに該当することが特定できた施設については，その事業者に対して届出を促した
上で，必要に応じて通知等を行い，当該施設については，老人福祉法，介護保険法その他の法律に
おいて「有料老人ホーム」として取り扱われることなどを伝える。

○�　なお，②については，引き続き把握に努めることとなるが，その間，実務的には一覧表に記載でき
ないものと考えられる。

〔編注：⑵⑶は略〕
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Web 3　前払金等関係（有料老人ホーム）
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信託契約により保全金額に相当する部分が保全
されるものに限る。以下同じ。）を締結するこ
と。

　ニ�　一般社団法人又は一般財団法人で高齢者の福
祉の増進に寄与することを目的として設立され
たものとの間において，前払金について認知症
対応型老人共同生活援助事業を行う者が返還債
務を負うこととなる場合に備えた保全のための
契約を締結することであって，イからハまでに
掲げる措置に準ずるものとして都道府県知事が
認めるもの。

二�　老人福祉法施行規則第20条の10の厚生労働大臣
が定める措置は次に掲げるいずれかの措置とする。
　イ�　銀行等との間において，有料老人ホームの設
置者が一時金（老人福祉法施行規則第20条の５
第十一号に規定する一時金をいう。以下同じ。）
の返還債務を負うこととなった場合において当
該銀行等がその債務のうち保全金額（一時金の
うち，あらかじめ契約で定めた予定償却期間の
うち残存する期間に係る額又は500万円のいず
れか低い方の金額以上の金額をいう。以下この
号において同じ。）に相当する部分を連帯して
保証することを委託する契約を締結すること。

　ロ�　保険事業者との間において，有料老人ホーム
の設置者が受領した一時金の返還債務の不履行
により当該有料老人ホームの入居者に生じた損
害のうち当該返還債務の不履行に係る保全金額
に相当する部分を当該保険事業者がうめること
を約する保証保険契約を締結すること。

　ハ�　信託会社等との間において，保全金額につき
一時金を支払った入居者を受益者とする信託契
約を締結すること。

　ニ�　一般社団法人又は一般財団法人で高齢者の福
祉の増進に寄与することを目的として設立され
たものとの間において，一時金について有料老
人ホームの設置者が返還債務を負うこととなる
場合に備えた保全のための契約を締結すること
であって，イからハまでに掲げる措置に準ずる
ものとして都道府県知事が認めるもの。

　老人福祉法施行規則（昭和38年厚生省令第28号）
第１条の13及び第20条の10の規定に基づき，厚生労
働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべ
き措置を次のように定め，平成18年４月１日から適
用する。〔略〕

一�　老人福祉法施行規則（昭和38年厚生省令第28
号）第１条の13の厚生労働大臣が定める措置は次
に掲げるいずれかの措置とする。
　イ�　銀行，信託会社，信用金庫，農林中央金庫，
商工組合中央金庫，信用協同組合で出資の総額
が5,000万円以上であるもの，労働金庫又は宅
地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第41
条第１項第一号の国土交通大臣が指定する者
（以下「銀行等」という。）との間において，認
知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が前
払金（老人福祉法施行規則第１条の13に規定す
る前払金をいう。以下この号において同じ。）
の返還債務を負うこととなった場合において当
該銀行等がその債務のうち保全金額（前払金の
うち，あらかじめ契約で定めた予定償却期間の
うち残存する期間に係る額又は500万円のいず
れか低い方の金額以上の金額をいう。以下この
号において同じ。）に相当する部分を連帯して
保証することを委託する契約を締結すること。

　ロ�　保険事業者（保険業法（平成７年法律第105
号）第３条第１項又は第185条第１項の免許を
受けて保険業を行う者をいう。以下同じ。）と
の間において，認知症対応型老人共同生活援助
事業を行う者が受領した前払金の返還債務の不
履行により当該認知症対応型老人共同生活援助
事業が行われる住居の入居者に生じた損害のう
ち当該返還債務の不履行に係る保全金額に相当
する部分を当該保険事業者がうめることを約す
る保証保険契約を締結すること。

　ハ�　信託会社等（信託会社及び信託業務を営む金
融機関をいう。以下同じ。）との間において，
保全金額につき前払金を支払った入居者を受益
者とする信託契約（金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律（昭和18年法律第43号）第６条
の規定により元本補てんの契約をしたもの又は

厚生労働大臣が定める有料老人ホームの
設置者等が講ずべき措置

（平成18年３月31日 厚生労働省告示第266号）
（最終改正；令和３年３月15日 厚生労働省告示第73号）
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※�平24告示147号〔抄〕　第一（厚生労働大臣が定
める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置第
一号イの改正規定を除く。）の規定は，平成24年
４月１日から適用する。ただし，同日において現
にこの告示による改正前の同告示第一号ロ又は第
二号ロの規定による契約を締結している認知症対
応型共同生活援助事業を行う者又は有料老人ホー
ムの設置者については，同日において現に受領し
ている前払金（同令第１条の13に規定する前払金
をいう。）又は一時金（同令第20条の５第八
〔十一〕号に規定する一時金をいう。）の保全措置
に関する限りにおいて，同告示第一号ロ及び第二
号ロの規定はなおその効力を有するものとし，こ
の場合において，同告示第一号中「いずれかの措
置」とあるのは「いずれかの措置又は厚生労働大
臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき
措置及び厚生労働大臣が定める有料老人ホームの
設置者等が講ずべき措置の一部を改正する件の一
部を改正する件（平成24年厚生労働省告示第147
号）によりなおその効力を有するものとされた厚
生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が
講ずべき措置第一号ロに掲げる措置」と，同告示
第二号中「いずれかの措置」とあるのは「いずれ
かの措置又は厚生労働大臣が定める有料老人ホー
ムの設置者等が講ずべき措置及び厚生労働大臣が
定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置
の一部を改正する件の一部を改正する件（平成24
年厚生労働省告示第147号）によりなおその効力
を有するものとされた厚生労働大臣が定める有料
老人ホームの設置者等が講ずべき措置第二号ロに
掲げる措置」と読み替えるものとする。
　　�編注：改正前第一号ロ・第二号ロの規定とは，
認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者の
親会社または有料老人ホームの設置者の親会社
であって，１以上の適格格付機関により法人等
向けエクスポージャーの信用リスク区分４−１
及び４−２の格付が付与されたもの（当該格付
が当該親会社の依頼により付与され，かつ，公
表されている場合に限る）との間において，認
知症対応型老人共同生活援助事業を行う者また
は有料老人ホームの設置者が前払金または一時
金の返還債務を負うことになった場合において
当該親会社がその債務のうち保全金額に相当す
る部分を連帯して保証することを委託する契約
を締結することをいう。

※�平22告示432号〔抄〕　平成23年１月１日から適
用する。ただし，この告示の適用前に締結された
この告示による改正前の同告示第一号ロ及び第二
号ロの規定による契約については，当該契約を締
結した認知症対応型老人共同生活援助事業を行う
者の親会社（会社法（平成17年法律第86号）第２
条第四号に規定する親会社をいう。以下同じ。）
又は有料老人ホームの設置者の親会社に１以上の
適格格付機関（銀行法第14条の２の規定に基づ
き，銀行がその保有する資産等に照らし自己資本
の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成18年金融庁告示第19号）第１条第
十四号に規定する適格格付機関をいう。）により
法人等向けエクスポージャーの信用リスク区分４
−１及び４−２の格付（銀行法第14条の２の規定
に基づき，銀行がその保有する資産等に照らし自
己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断
するための基準等に基づき，金融庁長官が別に定
める格付機関及び適格格付機関の格付に対応する
ものとして別に定める区分（平成19年金融庁告示
第28号）第３条第四号に規定する法人等向けエク
スポージャーの信用リスク区分４−１及び４−２
の格付をいう。）が付与されている場合は，この
告示による改正後の同告示第一号ロ及び第二号ロ
の規定による契約とみなす。
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居することが想定される高齢者（母集団）の入
居時の年齢，性別，心身の状況等に応じて，簡
易生命表（厚生労働省発表）等による平均的な
余命等を勘案して，具体的かつ客観的な根拠に
より示す必要があること。 

　②　家賃等の前払金の額については，毎年度，
　　ⅰ）家賃等の前払金の額から，
　　ⅱ）	 �退去（死亡）した場合には，想定居住期

間までの残りの期間に相当する額を返還
し，

　　ⅲ）	 �引き続き居住している場合には，毎月の
家賃等の額に充当し，

　　ⅳ）	 �ⅰ）からⅱ）とⅲ）を控除した額から家
賃等の前払金の保全措置を講ずべき額を
除いた額を運用し，翌年度当初の家賃等
の前払金の額とする

　　�こととし，最終的に退去した（居住継続率が０
となる）年度における家賃等の前払金の残高が
０となるように設定することを基本とし，「想
定居住期間を超えて契約が継続する場合に備え
て有料老人ホームの設置者が受領する額」を明
示すること。

　　�　なお，上記は，前払金の算定の基礎を示すも
のであり，会計・税務上の収益計上等の処理を
示すものではないことに留意する必要がある。 

　③�　想定居住期間は，前払金の償却期間と同じ期
間とする必要があること。

２　家賃等の前払金の返還債務の金額の算定方法
　家賃等の前払金の返還債務の金額の算定方法につ
いては，契約形態に応じて入居契約に明示する必要
がある。
⑴�　期間の定めがある賃貸借契約又は利用権契約の
場合（別添の事例１）

①�入居者の入居後，３月が経過するまでの間に
契約が解除され，又は入居者の死亡により終
了した（以下「契約が解除等された」とい
う。）場合
　�（家賃等の前払金の額）－（１ヶ月分の家賃等
の額）÷30×（入居の日から起算して契約が
解除等された日までの日数）
②�入居者の入居後，３月が経過し，契約期間が
経過するまでの間に契約が解除等された場合
　�契約が解除等された日以降，契約期間が経過
するまでの期間につき，日割計算により算出
した家賃等の額

　老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条第７
項の規定に基づき，有料老人ホームの設置者のうち
終身にわたって受領すべき家賃等の全部又は一部を
前払金として一括して受領するものは，前払金の算
定の基礎を書面で明示することが義務付けられてい
る。
　有料老人ホームの設置者に対する指導に際して参
考としていただけるよう，下記の家賃等の前払金の
算定の基礎及び返還債務の金額の算定方法を入居契
約に明示する際の考え方及び別添の例を示すことと
したので，有料老人ホームに入居しようとする高齢
者の保護が適切に図られるよう特段の配慮をお願い
する。

１　家賃等の前払金の算定の基礎
　家賃等の前払金の算定の基礎については，契約形
態に応じて入居契約に明示する必要がある。
⑴　期間の定めがある賃貸借契約又は利用権契約　
の場合（別添の事例１）

（１ヶ月分の家賃等の額）×（契約期間（月数））

⑵　終身建物賃貸借契約又は終身にわたる利用権　
契約の場合（別添の事例２）
　�　高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13
年法律第26号）〔高齢者住まい法〕第52条の終身
建物賃貸借契約を締結する場合又は有料老人ホー
ムにおいて終身にわたる利用権契約を締結する場
合には，入居者の終身にわたる居住が平均的な余
命等を勘案して想定される期間（以下「想定居住
期間」という。）を設定した上で，以下のとおり
算定することを基本とする。

（１ヶ月分の家賃等の額）×（想定居住期間（月
数））＋（想定居住期間を超えて契約が継続する
場合に備えて有料老人ホームの設置者が受領す
る額）

　�　この場合においては，以下の事項に留意する必
要がある。 
　①�　「想定居住期間」については，入居している

又は入居することが想定される高齢者（母集
団）の入居後の各年経過時点での居住継続率を
もとに，居住継続率が概ね50％となるまでの期
間を考慮して設定すること。

　　�　その際，居住継続率は，入居している又は入

記

（平成24年３月16日 厚生労働省老健局高齢者支援課 事務連絡）

有料老人ホームにおける家賃等の前払金の算定の基礎
及び返還債務の金額の算定方法の明示について
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②�入居者の入居後，３月が経過し，想定居住期
間が経過するまでの間に契約が解除等された
場合
　�契約が解除等された日以降，想定居住期間が
経過するまでの期間につき，日割計算により
算出した家賃等の額

⑵�　終身建物賃貸借契約又は終身にわたる利用権契
約の場合（別添の事例２）

①�入居者の入居後，３月が経過するまでの間に
契約が解除等された場合
　�（家賃等の前払金の額）－（１ヶ月分の家賃等
の額）÷30×（入居の日から起算して契約が
解除等された日までの日数）

� 　　　

＜前提条件＞ 
①　家賃等の額
　１ヶ月分の家賃の額：６万円
　１ヶ月分のサービスの提供の対価：２万円 
②　①のうち，家賃等の前払金として支払う額
　１ヶ月分の家賃の額のうち３万円
　（毎月支払う額は，１ヶ月分の家賃の額のうち３万円と１ヶ月分のサービスの提供の対価２万円） 
③　契約期間
　５年間
＜家賃等の前払金の算定の基礎＞
　（１ヶ月分の家賃の額）×（契約期間（月数））＝３万円×12ヶ月×５年間＝180万円
＜家賃等の前払金の返還債務の金額の算定方法＞
①　入居者の入居後，３月が経過するまでの間に契約が解除等された場合
　�（家賃の前払金の額）－（１ヶ月分の家賃の額）÷30×（入居の日から起算して契約が解除等された

日までの日数）
　　例）入居者の入居後，30日経過時点で契約が解除等された場合の返還金額
　　　180万円－３万円÷30×30日＝177万円
②　入居者の入居後，３月が経過し，契約期間が経過するまでの間に契約が解除等された場合
　�契約が解除等された日以降，契約期間が経過するまでの期間につき，日割計算により算出した家賃の

額
　　例）入居者の入居後，３年間経過時点で契約が解除等された場合の返還金額
　　　３万円×12ヶ月×（５－３）年＝72万円

別添

家賃等の前払金の算定の基礎及び返還債務の
金額の算定方法の明示の例

事例１：期間の定めがある賃貸借契約又は利用権契約の場合
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＜前提条件＞ 
①　家賃等の額
　１ヶ月分の家賃の額：６万円
　１ヶ月分のサービスの提供の対価：２万円 
②　①のうち，家賃等の前払金として支払う額
　１ヶ月分の家賃の額のうち３万円
　�（毎月支払う額は，１ヶ月分の家賃の額のうち３万円と１ヶ月分のサービスの提供の対価２万円）
③　運用利率：１％（参考：確定給付企業年金の下限予定利率1.1%（平成23年））
④　前払金の保全措置：信託（保全措置を講ずべき額を除いた範囲で運用可能）
＜家賃等の前払金の算定の基礎＞
１�．入居時年齢が75歳・男性の場合，平成22年簡易生命表（厚生労働省発表）から平均余命を勘案した
居住継続率は以下の表のとおり。
　→居住継続率が概ね50％となる期間（12年間）を「想定居住期間」とする。

事例２：終身建物賃貸借契約又は終身にわたる利用権契約の場合

年齢 死亡率 生存率 入居後の年数 年初居住継続率 年央居住継続率
75 3.1% 96.9% 1 100.0% 98.5%
76 3.5% 96.5% 2 96.9% 95.3%
77 3.9% 96.1% 3 93.6% 91.7%
78 4.4% 95.6% 4 89.9% 87.9%
79 4.9% 95.1% 5 86.0% 83.8%
80 5.5% 94.5% 6 81.7% 79.5%
81 6.2% 93.8% 7 77.2% 74.8%
82 6.9% 93.1% 8 72.4% 70.0%
83 7.7% 92.3% 9 67.5% 64.9%
84 8.6% 91.4% 10 62.3% 59.6%
85 9.6% 90.4% 11 56.9% 54.2%
86 10.6% 89.4% 12 51.5% 48.8%
87 11.6% 88.4% 13 46.1% 43.4%
88 12.9% 87.1% 14 40.7% 38.1%
89 14.2% 85.8% 15 35.5% 33.0%
90 15.5% 84.5% 16 30.5% 28.1%
91 16.9% 83.1% 17 25.7% 23.6%
92 18.3% 81.7% 18 21.4% 19.4%
93 19.8% 80.2% 19 17.5% 15.8%
94 21.4% 78.6% 20 14.0% 12.5%
95 23.0% 77.0% 21 11.0% 9.8%
96 24.7% 75.3% 22 8.5% 7.4%
97 26.4% 73.6% 23 6.4% 5.6%
98 28.2% 71.8% 24 4.7% 4.0%
99 30.1% 69.9% 25 3.4% 2.9%
100 32.0% 68.0% 26 2.4% 2.0%
101 34.0% 66.0% 27 1.6% 1.3%
102 36.0% 64.0% 28 1.1% 0.9%
103 38.1% 61.9% 29 0.7% 0.6%
104 40.2% 59.8% 30 0.4% 0.3%
105 100.0% 0.0% 31 0.3% 0.1%

・生存率：100％－死亡率
・年初居住継続率（○年目）：（○－１年目の年初居住継続率）×（○－１年目の生存率）
・年央居住継続率（○年目）：｛（○年目の年初居住継続率）＋（○＋１年目の年初居住継続率）｝÷２



− 261 −

関連事務連絡

指
定
に
関
す
る
事
務
処
理
関
係

設
置
運
営
標
準
指
導
指
針
等

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

前
払
金
等
関
係

（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
）

２�．最終的に退去した年度（居住継続率が「０」となる31年目）における残高が０となるように，家賃
の前払金の額を設定する。
　（１年目）
　ⅰ）家賃の前払金の額
　　　31年目における前払金の残高が「０」となるよう，逆算して算定
　　　511万円
　ⅱ）退去（死亡）した場合には，想定居住期間までの残りの期間に相当する額を返還
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（想定居住期間までの残りの期間）×（退去率）
　　　３万円×12ヶ月×12年間×（100%－98.5％）≒７万円
　ⅲ）引き続き居住している場合には，毎月の家賃の額に充当
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（居住継続率）
　　　３万円×12ヶ月×98.5％≒35万円
　ⅳ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額
　　　�家賃の前払金のうち残存する期間に係る額（（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（想定居住期間

までの残りの期間）×（居住継続率）と500万円のいずれか低い方
　　　３万円×12ヶ月×12年間×98.5％≒425万円
　→残高はⅰ）－ⅱ）－ⅲ）≒469万円
　　このうち運用可能な範囲は，ⅳ）を除いた44万円
　（２年目）
　ⅰ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額を除き，１年目残高を運用（運用利率１％）
　　　425万円＋44万円×1.01≒470万円
　ⅱ）退去（死亡）した場合には，想定居住期間までの残りの期間に相当する額を返還
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（想定居住期間までの残りの期間）×（退去率）
　　　３万円×12ヶ月×11年間×（98.5％－95.3％）≒13万円
　ⅲ）引き続き居住している場合には，毎月の家賃の額に充当
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（居住継続率）
　　　３万円×12ヶ月×95.3％≒34万円
　ⅳ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額
　　　�家賃の前払金のうち残存する期間に係る額（（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（想定居住期間

までの残りの期間）×（居住継続率）と500万円のいずれか低い方
　　　３万円×12ヶ月×11年間×95.3％≒377万円
　→残高はⅰ）－ⅱ）－ⅲ）≒423万円
　　このうち運用可能な範囲は，ⅳ）を除いた46万円
　（３～29年目も同じ）
　（30年目）
　ⅰ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額を除き，29年目残高を運用（運用利率１％）
　　　1,644円×1.01≒1,661円
　ⅱ）退去（死亡）した場合には，想定居住期間までの残りの期間に相当する額を返還
　　　０円
　ⅲ）引き続き居住している場合には，毎月の家賃の額に充当
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（居住継続率）
　　　３万円×12ヶ月×0.337％≒1,212円
　ⅳ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額
　　　０円
　→残高はⅰ）－ⅱ）－ⅲ）＝449円（全額運用可能）
　（31年目）
　ⅰ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額を除き，30年目残高を運用（運用利率１％）
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　　　449円×1.01≒453円
　ⅱ）退去（死亡）した場合には，想定居住期間までの残りの期間に相当する額を返還
　　　０円
　ⅲ）引き続き居住している場合には，毎月の家賃の額に充当
　　　（１ヶ月分の家賃の額）×12ヶ月×（居住継続率）
　　　３万円×12ヶ月×0.126％≒453円
　ⅳ）家賃の前払金の保全措置を講ずべき額
　　　０円
　→残高はⅰ）－ⅱ）－ⅲ）＝０円

３．家賃の前払金の算定の基礎を明示する。
　　�（１ヶ月分の家賃）×（想定居住期間（月数））＋（想定居住期間を超えて契約が継続する場合に

備えて有料老人ホームの設置者が受領する額）
　　３万円×12ヶ月×12年間＋79万円＝511万円

＜家賃等の前払金の返還債務の金額の算定方法＞
①入居者の入居後，３月が経過するまでの間に契約が解除等された場合
　�（家賃の前払金の額）－（１ヶ月分の家賃の額）÷30×（入居の日から起算して契約が解除等され

た日までの日数）
　　例）入居者の入居後，30日経過時点で契約が解除等された場合の返還金額
　　　　　511万円－３万円÷30日×30日＝508万円
②入居者の入居後，３月が経過し，想定居住期間が経過するまでの間に契約が解除等された場合
　�契約が解除等された日以降，想定居住期間が経過するまでの期間につき，日割計算により算出した

家賃の額
　　例）入居者の入居後，３年間経過時点で契約が解除等された場合の返還金額
　　　　　３万円×12ヶ月×（12－３）年＝324万円


